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第1章 序 論

1.交 通計画における需要推計の位置づけ

戦後のわが国における交通施設整備計画(交 通

計画 と称す)は,経 済計画,地 域開発計画のかぎ

を握る部門 として重要な位置を占めてきたが,

1970年 を境としてその様相を異にしている。70

計画案の策定
NO

回

十分か

YES

計画不要

年までは,交 通施設が戦後の産業復興の主要な基

盤施設 として位置づけられ,急 増する需要量に対

して,鉄 道,道 路,港 湾 を中心 とする交通計画が

それぞれ独立して策定された。この時代において

は,需 要推計は交通計画の首座を占め,そ こで推

計された予測値に基づいて交通施設整備が推進さ

利用者からみた
交通サービス

生活 ・自然環境
への配慮

交通の管理
・運営

現状の交通現象
の法則性

現状の人口 ・都市機能の配置

現状 のズ5寉 几ネ ッ トワー ク

れ た。 しか し なが ら,こ の

よ うな,い わ ば需 要 追 随型

の交通 計 画 は,自 然お よび

生 活環 境 に対 す る配慮 を怠

りたた め,各 地 で住民 の反

対 にあ い,見 直 しを迫 られ

た。

70年 代 に入 る と,こ れ

インパク ト

分析

利用者の交通行動

NO計 画案
の評価

YES

計齊決定

利用者

運営 ・管理者

周辺住民

政府 ・自治体

自然

図1-1短 期交 通計 画 プ ロセス

らの課題に答えるべく総合

交通体系に関する論議が活

発となった。ここでは,国

土の均衡的発展や生活基盤

整備等の政策目的追求,大

都市の空間制約や安全 ・公

害問題からみて,今 までの

ように交通機関の自由な競

争 と個人の自由な選好にゆ

だねることを交通政策の基

本とするわけにゆかないと

し,需 要の調整 と誘導の必

要性が主張された。このよ

うにして,交 通計画は需要

管理型交通計画へと移行 し

ていった1)Qと くに70年

代中途の第1次 オイルショ

ックを期に,経 済活動が低
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成長 期 に入 る とと もに,交 通関 連 投資 も制 約 を受

け るに至 り,こ の傾 向 は強 ま った。 こ のた め,既

存 の 交通 施設 の運 用 に よ り,交 通 サ ー ビス の 向上

を図 る こ とが重 要 な政策 課 題 と して登 場 し,短 期

的交 通 計 画が 重視 され る よ うに な った 。

短 期 的交 通 計 画 の プ ロセス は,概 略8図1-1

に示 す 通 りで ある。 この計 画 で は短 期 間 の うちに

計画 実 施 が可 能 で あ る もの を対 象 にす るた め,社

会 ・経済 や都 市構 造 を規 定 す る主 要な 要 因 は現状

とほぼ変 わ らない とし,主 に対 象 とす る交通 シス

テ ム内 の サ ー ビス条件 の変 化 に対 応 した 交通 計 画

計画案の策定

回

を行 うもの で ある。 この とき,需 要推 計 は計画 決

定 に 至 るま での フ ィー ドバ ックプ ロセ ス の中 で重

要 な役 割 を担 う。 この点 が70年 以 前 の需 要推 計

が直 ちに計 画 決定 に結 び つ く とい った交 通 計画 と

異 な る ところ で ある2)。

一 方
,大 規模 で長 期 にわ た る交 通計 画 は,そ の

す べ て が短 期的 交通 計 画 によ って 代替 しう るもの

で は な く,主 要 幹線 道 路,鉄 道 新 幹線,空 港 な ど

の 計 画 にお い て,依 然 として重 要 な位 置 を占め て

い る。 これ らの長期 的交 通 計 画 は,図1-2に 示

す よ うに,短 期 的交 通計 画 にお い て考 慮す る必要

将来の社会 ・経済システム

将来の都市構造

現状の交通サービスの問題点

現状の交通現象の法則性

将来の交通行動の変化

将来の社会 ・経済システム

将来の都市構造

のなかった,社 会 ・経済や

都市溝造を規定する要因の

将来における変化を取 り込

んで計画プロセスを構成し,

その中で需要推計が計画評

価の基礎資料を提供するも

のとして重要な位置を占め

ている3)o

将来の交通現象
の法則性

インパク ト

分析

NO計 画案
の評価

YES

計画決定

2・ 需要推計手法の発展

利用者

運営 ・管理者

周辺住民

政府・自治体

自然

図1-2長 期交通計画 プロセス

戦後のモータリゼーショ

ンの進展に伴ない,交 通需

要推計手法は発展を遂げて

きた。自動車が少なく,鉄

道やバスなどの公共輸送機

関が中心的な役割を担 って

いた戦後の初期の段階にお

いては,「 乗車回数法」と

呼ばれる手法が採用された。

これは,人 口に1人 あた り

の乗車回数 を乗じて需要量

を推計する方法である4)。

やがて,自 家用車の普及

につれて,道 路整備が緊急

の課題として登場 し,道 路

計画が交通計画の中心とな
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るにつれ,需 要推計手法は道路交通量推計を主体

に発展していった。初期の段階では,特 定の路線

の改良計画のために 「トレソド法」が使われた。

この方法は,対 象とする路線の過去の交通量の推

移を将来に トレソドして推計する方法である。し

かし,新 設路線には,こ の方法が適用できないた

め,「 転換率曲線法」が用いられた。これは,既

設路線から新設路線への転換交通量を,時 間差

(比),費 用差(比)な どの要因と転換率を対応

づけた特性曲線によって推計する方法である5)。

しかしながら,以 上の方法は点および線の範囲

の道路しか対象にすることができないため,道 路

網全体の需要推計を総合的に行えないという欠点を

有 していた。そこで,こ の点を克服するために,

交通の発生段階から目的地決定をへて最終的に各

道路区間に交通量を配分する3段階推定法(経済指

標の予測も入れて,4段 階推定法 と称することが

あるが,次 に示す交通手段別交通量の予測を含め

た4段 階推定法と区別するため,こ こでは3段 階

推定法 と称することにした)が 開発され,1958年

のカーOD調 査以後盛んになった。 この方法は図

1-3に 示すように,対 象地域内の各 ゾーソから

の発生交通量 ・各ゾーソへの集中交通量の推計,

発生地 と目的地 ゾーソ間の分布交通量推計,つ づ

いて分布交通量を各道路区間に振 り分ける配分交

図1-3三 段階推定法

通 量 推計 とい う3段 階 の推 計 プ ロセス に よ って溝

成 され る 。

3段 階 推 定 法 は 自動車 を対 象 に した もので あ り,

他 の交通 手 段 との関 係 を内 包 した方 法 で は な い。

現実 の交 通 手 段 に対 す る選択 行 動 は,多 くの場 合,

自動 車 か 鉄道 か,と い った よ うに,い くつ か の交

通手 段 の 中 か ら選 択 してい るの で,こ のよ うな関

係 を需 要 推計 手法 の中 に盛 り込 む 必要 が 生 ま れ て

きた。 ま た,政 策 的 に も交 通 シス テ ム を総 合 的 に

扱 う必 要 か ら,人 間の 交通 発生 をベ ース に した4

段階 推 定 法 が開 発 され た。 この標 準的 手 法 は 図1

mに 示 す よ うに,分 布 交 通量 推 計 の後 に交 通手

段 別 交通 量推 計 が位 置 づ け られ る もの で あ る。そ

して,こ の方法 は 米国 で は1948年 か ら早 く も実

施 に移 されて いた が,わ が国 で は67年 の広 島 都

市 圏 の パ ー ソソ トリ ップ調査 以後,70年 代 に 入

り実 務 的 に も確立 され るに至 った。

図1-4四 段階推定法

4段 階推定法は,主 に大規模で長期にわたる交

通施設整備計画における需要量算定に使われるも

のであるため,比 較的大きく分割されたゾーン単

位に集められた情報を基に実施された。70年 代
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中 途 の第1次 オイ ル シ ョ ックを期 に既存 の交通 施

設 の運 用 に よる,い わば短 期 的 交通 計 画 の必 要 性

が叫 ば れ る に至 り,従 来 の4段 階推 定 法 では 対 処

しえな い こ とが 明 らか にな って きた。 こ こにお い

て,個 人 の交 通 行動 をベ ース に した非集 計 行動 モ

デル が 開発 され るに至 った 。非集 計 行動 モ デル は

交 通手 段 選 択 を対象 に欧 米 にお い て始 め られ た6)

～8)
。70年 代に入 ると,McFaddens)Manheimio)

らを中心 に,消 費者 行 動選 択 理 論 の交 通部 門 へ の

応 用 研 究が 発展 し,従 来 の4段 階推 定法 を修正 す

る新 しい需 要推 計手 法 が 提 案 され てい る。わ が 国

で も,こ れ らの影響 を受 けて交 通手 段 選択 分 野 を

中 心 に研究 が行 われ て きた が,最 近 では,分 布 交

通,経 路選 択,住 宅 立地 な どへ も適 用 対 象 を広 げ

て い る11)～20)o

3.本 研究の目的と意義

今まで見てきたように,需 要推計は交通計画に

おいて重要な位置を占めるとともに,そ の推計手

法も4段 階推定法を中心に発展を遂げ,現 在では

その改良が非集計行動モデルの開発および短期的

交通計画への適用とい う形でなされつつある。本

研究では,こ のような現状認識のもとに,多 様な

目的を持つ交通のうちで,交 通計画上最も大きな

問題を抱えている通勤交通に焦点をあて,次 のよ

うな研究目的を設定 した。

1)4段 階推定法の第1段 階を占める発生交通量

のコントロール トータルとしての役割を有する

生成交通量推計を対象に,そ の推計技術として

原単位法 を採用 し,通 勤者生成原単位の変動構

造を産業構造を介して明らかにし,そ のモデル

化を図ること。つづいて,都 市類型別にモデル

の具体化を行 うとともに,2つ の時間断面での

モデルの比較 を行い,モ デルの簡略化を試み

ること0

2)4段 階推定法の第3,第4段 階をそれぞれ占

める交通手段別交通量推計,経 路別交通量推計

に必要なモデルとして,効 用関数に一般化時間を

組み込んだ交通手段選択モデルとしての非集計行

動モデルを定式化し,つ づいて一般化時間モデル

式の係数である等価時間係数,時 間価値をいくつ

かの交通モード別に意識データにより求めること。

さらに,こ のモデルをバスおよびバイク利用老の

駅選択行動に適用し,駅 選択 モデルの構築 を行

うとともに,計 画上の急行バスおよび自転車一・バ

イク有料駐車場への転換行動意識にも適用し,転

換意識モデルの構築を図 り,そ の妥当性を検討す

ること。

3)行 動データによるバス利用者の駅選択モデル

と,意 識 データによる急行パスおよび有料駐車

場転換モデルという3種 類のモデルを組み込ん

だ需要推計手法をそれぞれ提案し,駅 別バス利

用者,急 行バス利用者,有 料駐車場自転車利用

者,そ れぞれにつき,試 算例を示すこと。

本研究は以上の目的からみて,主 に次に示す3

点の意義を有していると思われる。ひとつは,経

済指標を与件とした発生交通量推計は経済機構 と

関連 してお り,そ の推計技術としての原単位法に

関する研究は,経 済機構を取 り込みながら発展し

ていく必要があったが,本 研究において就業老の

産業構造との関連で原単位の変動を明らかにし,

推計モデルとしての第1歩 を築いたこと。ふたつ

は,交 通手段選択および経路選択に関する非集計

行動モデルとして,効 用関数に一般化時間を組み

込む方法を提案 したが,こ れにより交通モード別

等価時間係数および時間価値の比較が実証的に行

えるようになるとともに,交 通サービス条件の変

化 に対応できる操作性の高いモデルとなったこと。

最後は,本 研究で構築したモデルを使い,現 実に

重要な計画上の課題 となっている,駅 ヘアクセス

する路線バス交通計画,駅 周辺の自転車 ・バイク

対策としての有料駐車場整備計画,鉄 道サービス

の貧弱な郊外住宅地における新 しい交通モードと

しての急行バス計画における需要推計手法を提案
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し,そ の妥 当性 を示 した こ とで ある。

4.論 文 の構 成

本論文の具体的な内容については,以 下,各 章

において詳 しく述べるので,こ こでは各章の相互

関係を中心に論旨の展開を行 う。

論文は大きく分けて3つ のパートから構成され

ている。第1は,4段 階推定法の最初の段階に位

置する生成交通量の推計手法の開発に関するパー

トであり,第2章 がこれに相当する。第2は,4

段階推定法で第3な いし第4段 階を占める交通手

段別および経路別交通量推計に用いられる一般化

時間を組み込んだ交通手段選択モデルとしての非

集計行動モデルの定式化 と代表的な交通モードに

関する等価時間係数および時間価値の推定に関す

るパー トであり,第3章,4章 がこれに該当する。

第3は,一 般化時間を組み込んだ交通手段選択モ

デルの適用と需要推計手法の開発に関するパーr

であり,第5章 から7章 にかけて,パ ス利用者の

鉄道駅選択モデル,新 しい交通モー ドとしての急

行バスへの転換モデル,自 転車 ・ノミイク有料駐車

場への転換モデルが構築され,駅 別バス利用老,

急行バス利用者および自転車 ・バイク有料駐車場

利用者に関する需要推計手法が提案される。

大きくこのような構成を持つ本論文の各章の内

容と位置づけは概略次のようである。

まず,第2章 では,本 研究で対象 とする通勤交

通とはいかなるものかを概観するため,そ の行動

主体である通勤者の発生特性 を原単位を介して把

握する。このとき,人 口10万 人以上の都市につ

いて,2つ の時間断面において原単位を求め,時

間的変動を調べるとともに,同 一時間断面におけ

る各都市の差異についても明らかにする。ついで,

なぜ原単位にこのような変動が生じるのかを,産

業構造の差異に着目して説明するモデルを開発し,

生成交通量の推計手法として発展させるためのい

くつかの工夫を行 う。

第3章 では,短 期的交通計画における需要推計

において,強 く必要とされる時間や費用などの交

通サービス条件の変化に敏感に対応できる交通手

段選択モデルの開発について述べる。このモデル

は,い くつかの交通モー ドが組み合わさった場合

の経路選択現象に適用できる基礎的なモデルであ

り,一 般化時間を組み込んで定式化される。つづ

いて,一 般化時間を計算するのに必要 となる等価

時間係数 を代表的な交通モー ドを対象に求める。

ついで第4章 では,一 般化時間の算定において

費用を時間に換算するのに必要な時間価値につい

て詳しく分析する。これでもってm化 時間の計

算に必要なお もな係数の推定が終わる。

第5章 では,前 章までに構築された非集計行動

モデルをベースに,現 実に二者択一型,三 者択一

型の駅選択現象を呈している地域における通勤者

に適用し,二 老択一型および三者択一型駅選択モ

デルの構築を行い,そ の妥当性を検討するととも

に,こ のモデルを用いた駅に集中するバス利用者

の需要推計手法を提案する。

第6章 では,交 通施設整備が遅れている郊外住

宅地における交通サービス改善の方法 として,高

速道路を利用した急行バスの運行計画を考えた。

このとき,急 行バスは新しい交通機関であるため,

第5章 のような行動データが収集できないという

問題がある。そこで,こ こでは急行バスへの転換

モデルを,意 識データを用いて,3章,4章 で構

築した交通手段選択モデルの適用により求め,新

たな需要推計方法を示している。

第7章 では,現 在,焦 眉の課題である鉄道駅周

辺の自転車 ・バイクの有料駐車場の需要推計手法

の確立をめざして,ま ず,駐 車場の位置と料金の

変化に対応できる有料駐車場への転換モデルを,

先に構築した交通手段選択モデルをベースに構築

し,つ いでこのモデルを用いた需要推計手法も提

案する。なお,こ の章では自転車 ・バイクの利用

特性についても分析している。
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最後に第8章 では結論 と今後の課題について整

理 している。
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第2章 就業構造 を考慮 した通勤者生成原単位

モデル1)2)

1.は じ め に

本章での研究は,交 通量需要推計の1手 法とし

て,従 来よく用いられてきた四段階推定法の最初

の段階にある発生量推計手法の改良を目的 とし,

特に交通の中で重要な位置を占める通勤交通に焦

点をあてたものである。

通勤交通は歴史的にみて,そ の時代の経済の動

向と密接に結びついて発生している。特に,こ の

ことは戦後のわが国の経済の高成長を起因に農村

から都市への人口集中が起こり,職 場と住居の分

離が進行 し,爆 発的に通勤者が増加し,朝 夕の交

通混雑を生じてきたことにみられる。

このように通勤交通は経済構造と密接に結びつ

いているため,通 勤発生を経済構造との関連で説

明できる通勤者発生量推計手法の必要性が生まれ

てきた。そして,そ の推計技術 としての原単位法

に関する研究は経済機構を取 り込みながら発展し

ていく必要がある。

ところが,従 来,原 単位の分母には,人 口,世

帯,面 積など,い わば計画するうえで扱いやすい

指標カミよく使われてきたが,こ こに2つ の大きな

問題点が存在していた。1つ は,あ る時間断面で

みると,原 単位が都市ごとに変動する。2つ は,

ある都市に着目しても時間の経過 とともに変わっ

てゆくという点である。いずれにせよ交通発生は

経済機構と関連しているため,経 済の変動 ととも

に原単位も変化し,複 雑な現象を呈している。そ

して4段 階推定の中でも立ち遅れた研究分野にな

っているo

そこでこの章では,交 通の主要な部分を占める

通勤交通に焦点をあて,各 都市の通勤者の生成原

単位 の変動 構造 を産 業構 造 を介 して 明 らかに す る

こ と,そ して,両 者 の 関係 を数 学 モデ ル で表 わ し

た通 勤 者 生 成原 単位 モデ ルを定 式化 す る こ とを第

1の 目的 とし,第2に は,各 都 市 の性 質 は原 単位

モデ ル に組 み込 んだ産 業 構造 要 因 のみ な らず,他

のい くつ か の要 因に よって も決定 され る ので,主

要 な要 因 を抽 出 して都 市類 型 を分析 し,こ れ らの

類 型 ご とに原 単位 モデ ル を適 用 し,具 体 化 を図 る

こ と。 第3に は,1970年 と75年 の2つ の時 間 断

面 で,都 市 類型 別 に モデ ルの比較 を行 ない,時 間

的,空 間 的 に,よ9一 般 性 を有 す るモ デル に発 展

させ るた め の分 析 を行 う こ と,以 上3点 を主 な

研 究 の 目的 とした。

交 通量 発 生 に関 す る研 究 は,わ が国 で は米 谷ほ

か3)を 初 め としてい くつ かみ られ る。 米谷 ほ か は,

都 市,区,用 途地 域 別 に車 の発生 原単位 の安 定 性

を調 べ,河 上4)は 原 単位 法 と回帰 分 析法 に よ り,

都 市 と京 都市 内 の小 学校 区 を対象 に推 計式 を求 め

た。 黒 川5)6)は 広 島 都 市圏 を対 象 に人 口,世 帯

を単位 とした原 単位 の要 因分 析 を行 い,用 途 別発

生原 単位 で は都市 構 造指 標 を説 明変 数 とし,回 帰

分析 に よ り推計 式 を求 め,精 度 比 較 も行 って い る。

青 山7)は 人 口 を単位 とした発生 原 単位 を交通 利便

性 に よ り説 明 し,清 水8)は 原 単位 の時 空 間 的変 動

構 造 の分 析 と需要 推計 へ の応 用 の必 要性 を訴 えた。

杉 恵9)は2つ の時間 断面 で行 われ たパ ー ソ ソ トリ

ップ調 査 の 結果 をも とに両年 に共通 す る推 計 式 を

求 め よ う とした。外 国 にお い て は,同 様 な研 究 が

Kassoffio),Douglasii)～14)ほ か におレ、て み

られ る 。い ず れ も推 計 式 の評 価 はお もに時 間断 面

で な され,時 系 列分 析 は不十 分 で ある。

以 上 の従 来 の研 究 の方法 を整 理 す る と次 の よ う
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にな る。1つ は発生 量 を説 明変 数 か ら直 接求 め る

方 法 で,回 帰 分 析 に よ り推 計式 を求 め てい る。2

つ は 発生原 単 位 を求 め,単 位 指標 を乗 ず る こ とに

よ り発 生量 を求 める。 この とき原 単位 を一定 値 と

す る場 合 と,原 単位 を変 動 す る も の と考 え,説 明

変 数 との 関係 を回帰分 析 に よ り推定 す る場 合 とに

分 かれ る。 さ らに原 単位 法 に 属す る もの と して

categoryanalysismethodが あ る。 これ は要

因 をカテ ゴ リー分 け し,そ れ ぞれ の カ テ ゴ リ ーに

原 単位 を与 え,各 カテ ゴ リー に配 属 され る単 位数

を乗 じて発 生 量 を求 め る もの で あ る。 ま た,単 位

と しては人 口,世 帯 が従 来 よ く使 われ て きた。

こ の よ うな 研 究成果 は交通 計 画 の実 現 にお い て

大 きな 力 を発揮 してき た が,お お むね 時 間断 面 で

の分 析 に と どま ってお り,時 系 列 分析 に耐 え得 る

ま で推 計式 を高 める こ とが 今後 必要 で ある と思 わ

れ るo

2.通 勤者生成原単位の定義とその特徴

(1)通 勤発生現象

通勤 とは空間的に相異なる自宅と職場の移動の

ことであり,通 勤者の発生と増加は産業革命以後

の変容 と密接な関連がある。機械制大工業の出現

は農業社会から工業社会へと産業構造を変 え,あ

わせて生産手段の集中する都市へと人口移動をう

ながした。工業化の初期においては小経営におけ

る住み込み,工 場敷地内での寮生活にみられるよ

うに,職 住の分離は不完全であったが,工 業化の

発展が企業の大規模化 と雇用者の増大,地 価の上

昇を伴って大規模に展開するにつれ,激 しく進行

し,二3一 タウソを造るほどにもなってい った。

同時に住居と職場を移動する通勤者が多量に集中

的に発生するようになった。

(2)通 勤者生成原単位の定義

従来,通 勤発生原単位の単位として人口,世 帯

が使われることが多かった。この原単位を人口10

万以上の都市を対象に求め,都 市規模 との関係で

変動 状況 をみ たの が図2-1,2で ある。 な お,

この原 単位 の分 子 は通勤 者数 で あ る。 都 市 規模 が

小 さ くな る につ れ都 市数 が増 える とと もに,原 単

位 の変 動 が大 き くな って くる。 人 口 を単位 とした

原 単位 は0.24か ら0.42の 問 を変 動 し,世 帯 を単

位 とした もの は0.86～1.82の 間 に大 き くば ら仙 ・

て い るo

で はな ぜ原 単位 がば らつ くのか,通 勤 者数 ÷人

口の原 単位 を例 に考 えてみ よ う。 人 口 を仕 事 をも

ってい るか ど うか の視点 で分 け る と,就 業者 と非

就業 者 に分類 され る 。そ しz非 就 業 者 に は老 人,

子供,失 業者 な どが含 ま れ る。 人 口 を単位 に とる

とこ れ らの 溝 成 比 の 違 い が 原 単位 の変 動 要 因 と

して入 り,原 単位 のば らつ きを大 き くす る原 因 と

な る。分析 の手順 として はまず,就 業者 の中 での

通勤 者 の割 合,つ ま り就 業者 を単 位 と した原単位
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の変動 原 因 を探 る必 要 が ある と思わ れ る。 そ こ で,

ここで は原 単位 を次 式 の よ うに定義 し,通 勤者 生

成原 単位 と称 す るこ とに した。

通 勤 者(G
)=通 勤者 数(T)/就 業者 数(W)生 成 原 単位

(2.1)

デ ー タは1970年 の 国 勢 調 査 を用 い,通 勤 者数 は

各 都市 につ い て,当 地 に常住 す る就業 老数 か ら自

宅 就業 者数 を減 じて求 め た。 また,対 象 都 市 は人

口10万 人 以 上151都 市 で あ る。

ここ で定 義 した通 勤者 生 成原 単位 は,交 通計 画

上,通 勤 トリ ップの コソ トロ ール ・ トータル算 出

のた め の有 用な 情報 を与 え るもの と思 われ る。つ

ま り,比 較 的,大 き な ゾ ーンに対す る通 勤 トリッ

プ の コ,ソトロール ・ トータル値 を推 計 す る際 に,

通 勤 トリヅプ生 成 の もとに ある通勤 者 数 を正確 に

推 計 し,続 い て,通 勤 者 の中 で休暇 や 病気 な どで

勤 務 を休 む 人や,勤 務 先 を経 由せず に,直 接,業

務 活 動 に移 る人 な どの通勤 行動 を と らな い 人 を推

計 し,通 勤 者 の推 計値 か ら,こ の値 を減 じ た推 計

値 を も とに,通 勤 ト リップを推 計す る方法 が考 え

られ る が,こ の よ うな場合,こ こで定義 し た原 単

位 に よる通 勤者数 の推 計 は,通 勤 ト リップ推計 の

い わば第1段 階 を占 め る とい う点 にお い て有 用 で

あ ろ う。 また,こ こで定義 した原 単位 を定 量 化す

る際 に 国勢 調査 で得 られ た就 業 者 お よび 自宅 以 外

で の就 業 者 数 の デ ー タを用い た が,交 通計 画上,

国勢調 査 の就業 者 の定 義 が妥 当 か否 か につ い ては,

交 通 計 画 の種kの ケ ース に応 じて議論 され るべ き

もの と思 われ る が,少 な くとも,通 勤 トリ ップの

コ ソ トmル ・トー タル値 を求 め る第1段 階 のス

テ ップ と して位 置 づ けた 範囲 におい て は妥 当 で あ

る と思 わ れ る。

㈲ 原 単 位 の変 動(人 口 と原 単位)

式(2・1)で 定 義 した 通勤 者生 成 原 単位(以 下,

原 単位 と略 称 す る)を 都 市別 に求 め,人 口規模 と

の 関係 で変 動 をみ た のが図2-3で ある。 人 口規

模 が小 さ くな るにつ れ変 動 が大 き くな ってい る。

こ の こ とは都 市 に よ り産 業 構造 が異 な るた め で あ

り,人 口が少ない都市ほど多様な性格をもつため

であろう。たとえば,農 業人口が比較的多い都市,

中小零細事業所が多い都市では,原 単位が低 くな

り,大 都市周辺の衛星都市では高 くなることが想

像される。いずれにぜよ,原 単位の変動を都市の

産業の内部構造に立ち入って分析する必要があろ

う。

(4}2+3次 産業就業者構成比 と原単位

産業構造の高度化は,1次 産業の衰退,2次,

3次 産業の発展を伴いながら進行しているのが特

徴的である。 このような産業の発達はとりもなお

さず通勤者の増加を促している。このような観点

に立てば,人 口との関係ではうまく説明し得なか

った原単位の変動特性を産業構造 との関係である

程度説明し得るように思われる。そこで産業構造

を示す代表的な指標として2+3次 産業就業者構

成比をとり,こ れらの指標と原単位との関係をみ

ることにした。

表2-1に 各産業の就業者構成比(以 下,構 成

比 と略称する)と 原単位の相関係数を示した。い

ずれの指標 とも正の相関関係を示すが,2次 と3

次産業を合わせた構成比(2+3次 産業構成比)

との相関が最も高 く,続 いて2次 産業,3次 産業
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表2-1産 業構成比 と原単位 の相関係数

産 業構成比 相関係数

2+3次 産業 構 成 比 .793

2次 産 業 構 成 比 .512

3次 産 業 構 成 比 .zea

(a)北 海道、東北、関東

3次 産業それぞれの構成比 との相関がよくないと

いうことは,両 産業 とも通勤者 を増加させるもの

でありなが ら,構 成比においては一方が高ければ

一方が低 くなるといった具合に相互に制約してい

るためであろうと思われる。

図2-4に2+3次 産業構成比 と原単位の関係

を示したQ平 均的な傾向より原単位が低 くでる都

市には,桐 生,足 利,一 宮 といった繊維関係の地

場産業をもつ都市や,東 京,大 阪,名 古屋などの

大都市が含まれ,逆 に高い都市には東京,大 阪周

辺の衛星都市が多い。2+3次 産業構成比により

人/人

図2-42+3次 産業構成比 と原単位

原 単 位 の変 動 をマ ク ロ的 には性 格 づ け られ た が,

平 均 的 な傾 向 か らは みで る都 市 が い くつか 存在 す

るよ うに,こ れ らの都 市 も含 め て一般 的 に説 明 しよ

う とす るな ら,さ らに産 業 構造 に立 ち入 って分析

す る 必要 が あ るよ うに思 われ る。

3.産 業構造を考慮した原単位

(1)産 業別構成比および産業別原単位と原単位

との関係

原単位の変動については,2節 において2十3

次産業構成比 と正の相関関係にあるということが

判明したが,さ らにここでは産業構成をもっと詳

しく分類 し,原 単位の変動要因について考察する。

それぞれの都市においては産業構造に特殊性が

あ り,工 業都市,中 枢管理都市,観 光都市 とかさ

まざまな性格を呈している。これ らの都市の性格

は各産業に従事する就業者の構成比の差異による

場合が多々見受けられる。このような産業構成の

差異に加えて,農 業従事老では通勤者は少なく,

公務員で多いといったように産業によって原単位

が異なる。そこで,こ こでは産業による就業者構

成比,通 勤老生成原単位の違い を考慮 して,式
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(2・1)で 示 した原 単位 とこれ ら指 標 との関係 を

探 る こ とに す る。

式(2・1)で 示 され る原単位Gは,産 業 分類 を

考 慮す る と式(2・2)と な る。

(Y=T/W=Σt6/・ Σ「w.z(2●2)

た だ し,%:L産 業 の通 勤者 数

w.z:L産 業 の就 業者 数

さ らに,産 業別 通 勤者 生 成原 単位(ui)を 導 入

す る と,t.Zは 式(2・3)と な る。

ti=uiwi<2.3)

ま た,産 業 別就 業 者構 成 比(xt)は 式(2・4)と

な る。

xy=叨`/Σwy(2●4)

式(2・3),(2・4)を 式(2・2)に 代入 す る と,

次 の式(2・5)が 得 られ る。

G=・ Σ陶 窺 た だ し.Σ 勉=1(2・5)

この よ うに原単 位Gは,産 業 別就 業老 構成 比

(xt)と 産 業 別通 勤者 生 成原 単 位(砺)の 積 の総

和 で示 され た。 こ の式 よ り理解 され るよ うに,産

業 別通 勤者 生 成原 単位(産 業 別原 単位 と略 称す る)

が 各都 市 で 一定値 を とる と して も産業 別就 業者 構

成 比(産 業 別構 成比 と略称 す る)が 変 化 す ればG

は変動 す る こ とにな る。

本研 究 で は産業 分類 を1970年 の 国 勢調 査 の産

業 大分 類 に従 うもの とす る。 この場 合 ∫産 業 は14

項 目に分 類 され,統 計表 では一 部統 合 されて11分

類 とな って い る。分 類 数 が式(2・5)を 実 用式 と

し て使 う場 合,多 い と思 わ れ るが,こ れ よ り分類

を少 な くす る と一 般 的 に認 め られ てい る分類 は3

分類 しか な く,こ れ で は分類 が粗 くなる ので こ こ

で は11分 類 で分 析 し,将 来,簡 略 化 を試 み る こ

とにす る。11分 類 した場 合 の産業 を表2-2に

Yし た 。

表2-2産 業別原単位 と構成比(1970年)

原単位 v:'}

u a 6/u u a 6/u

農 ・林 ・狩猟業 .064 .074 1.76 .oss .068 .80

漁 ・水産養殖業 .531 .290 .55 .005 .oiz 2.19

鰈 .903 .089 .io .002 .007 3.04

欝 .799 .057 .07 .080 .ofア .zz

嫐 .843 .oaa .io .288 .705 .36

卸売 ・小売業 .647 .osa .13 .223 .040 .18

金融 ・保険 ・不動産業 .893 .oai .05 .034 .oiz .35

運輸 ・通信業 .968 .016 .02 .ono .019 .26

電気 ・ガス・水道業 .993 .006 .oi .00ア .003 .37

サービス業 .779 .054 .08 .765 .037 .z2

公務 .992 .004 .00 .039 .019 戛48

注)μ ・平均値6標 準偏差

(2)原 単位推定 式 へ の試 み

式(2・5)は 各 都市 につ いて,そ れ ぞれ の 固有

の数 値 を代入 す る こ とに よ って恒 等的 に成 り立 つ

もの で あ る。 しか し,こ れは原 単位 の推定 式 では

ない 。一 般 的 な推 定 式 をつ くる た めに は,産 業 別

原 単位 か 構成比 を各 都 市 につ い て普 遍的 な もの と

して決 め る必要 が あ る。 もし,両 者 が各 都市 につ

い て一定 とお け るな らば,原 単位Gは 一 定 とな る。

し か し,前 節 での 分析 か ら判 明 した よ うに,こ う

す る と無 理 が生 じて くる。 よ って 産業 別原 単 位 か

構成 比の どち らか安 定 して い るもの を各都 市 共通

の もの として決 め る必 要 が生 ず る。

そ こ で,産 業 別 梅成 比,産 業 別原 単位 の変 動 状

況 を知 るた めに,151都 市 につ い て,平 均,標 準

偏 差,変 動係 数 を計算 した。 表2-2に 示 した よ

うに,産 業別 構成 比 の 平均 値 は製 造業 が最 も高 く

29%,続 いて卸 売 ・小 売22%,サ ー ビス17%,

農 ・林 ・狩 猟9%と な った。 以上 の三 者 で68%

を 占め た。 また標 準偏 差 も製 造業 が最 も高 く11%,

続 いて 農 ・林 ・狩 猟7%,卸 売 ・小 売4%,サ ー

ビス4%と な り,農 ・林 ・狩猟 の標 準 偏差 が高 い

こ とが 特徴 的 で ある。

一 方 ,産 業 別 原単 位 の平 均値 は電気 ・ガ ス ・水

道,公 務 が0.99を 越 え,続 い て運輸 ・通信,鉱 が
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0.90以 上 とな った 。o.s台 は金 融 ・保 険 ・不 動 産,

製 造 の2産 業 で あ り,0.7台 は建設,サ ー ビスで

ある。 卸売 ・小売 は0.65で あ り,農 ・林 ・狩 猟 は

最 も低 く0ゆ6で あ った。 標 準偏 差 は漁 ・水 産 ・養

殖 が 最 も大 き く,続 いて鉱,製 造,卸 売 ・小 売 と

な り,小 さい のは公 務,電 気 ・ガス ・水 道,運 輸

・通 信で あ った。

産業 別 構成 比 と原 単位 の変 動 を変 動 係 数 に よ り

比較 する と,農 ・林 ・狩猟 を除 い た全 産 業 に おい

て 原 単位 の方 が小 さ く,変 動 が少 ない こ とが判 明

した 。農 ・林 ・狩猟 の場 合,原 単位 そ の もの が小

さい ので,こ の程度 の変 動 で は問 題 に な らな い。

そ こ で,産 業 別 構成 比 は変 数 とし,産 業 別原 単位

を一定 値 を とる係数 とし,式(2・5)を 推定 式 と

して 発展 させ る こ とに した。 また,発 生 量推 定 の

場合,経 済 指 標 を与 件 とす るこ とによ り,産 業 別

構 成比 を変 数 とす る のが妥 当 で あ る。 表2-2の

産 業 別原 単位 の平均 値 を式(2・5)に 代 入 した も

の を,こ こで は原単 位 モ デル(次 の式(2・6))

と呼 ぶ こ とにす る。

il
Y.:

ブ三1u.xJり

(2.6)

た だ し,Y.t:`都 市 の原 単位 の推 定 値

u.
7:ノ 産 業 の原単 位 の平 均 値

毎 ゴ:L都 市 にお け る ノ産 業 の就 業者

檮 成比

この 原単 位 モ デル は,従 来 の人 口な どを原 単位 と

した もの に比 べて,原 単位 の変 動 構造 を産 業 構造

との関連 で定式 化 し,将 来 の産業 構 成 の変化 に応

じて 原単 位 を予測 で き る とい った点 に特 徴 が ある。

なお,こ の原 単位 モ デル に よ り,原 単 位 を推 計

す る際 に は,説 明変 数 であ る産業 別 構成 比 を推計

す る必要 が ある。 この こ とは,と りもなお さず 産

業 別 就業 老数 を予 測す る こ とで ある。 就 業者 の推

計 につ い ての研 究15)は,計 量経 済学 の分野 で行

われ てお り,国 レベ ルで は人 口推 計 に続 いて,精

度 が よい よ うで ある 。 しか し,地 域;都 市 レベ ル

での推 計 は人 口 と同様 に,国 レベ ル に比 較 して精

度 が 落 ち,そ の推計 方 法 は重 要 な研 究 対象 とな っ

て い る。 本 モ デル で は,こ のよ うな経 済 指 標 を与

件 と して い る が,通 勤者 の推計 精 度 を高 め る う え

で も,こ れ らの経 済 指 標 の推計 精 度 の向上 が 必 要

で あるo

(3)原 単位 モデル の適 合 性

原 単 位 モ デル の適 合性 を示 す指 標 と して,パ ー

セ ン トRMS誤 差 を用 い る こ とに した 。 この指 標

は 次式 で示 され る。

パ ー セ ン ト _
=(2(yi-Y.

L)勧 ヴ γ)
RMS誤 差

X100%(2.7)
た だ し,

yi:実 際 値,こ こで はi都 市 の実 際 の原 単

位

y:実 際 値 の平 均 値

Y.
Z:推 定 値,こ こで はL都 市 の原 単位 の推

定 値

n:デ ータ数,こ こで は都 市 数'

1970年 の151都 市 につ い て,産 業 別 原 単位 の

平均 値(表2-2)で 係 数 晦 を 表 わ した 原単 位

モ デ ルに よ り推 定 原 単位 を求 め,パ ーセ ン トRMS

誤差 を計算 した とこ ぢ7.4%の 誤 差 とな った。 こ

の誤 差 は比 較 的小 さい と思 わ れ,推 計 モ デル とし

ての妥 当 性 を も って い る と思 われ るが,個 別 に都

市 をみ る と誤差 が大 きい ところ も考 え られ るの で,

原 単位 の実 際 値 と推計 値 を図上 に プ ロ ッ トし,こ

の様 子 を調 べ る こ とにし た。 図2-5に 示 した よ

うに,推 定 値 が実 際 値 を 大 き く上 回る傾 向 の あ る

都市 には,足 利,桐 生,甲 府,岐 阜,一 宮 な どの

都市 が あ り,逆 に下 回 る都 市 には,豊 中,吹 田,

高槻,枚 方,茨 木 な どの都市 が あ る。 前 者 の都 市

は よ く知 られ てい る よ うに,繊 維 産業 を中心 とし

た地 方 都市 で あ り,後 者 は衛星 都 市 とい った特 徴

を も ってい る。 これ らの都 市 につ い て主 要産 業 で
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で あ る製 造 業,卸 売 ・小 売業 の 原単 位 をみ る と表

2-3・ に示 す よ うに,原 単位 が低 い 都市(足 利,

桐 生,甲 府 な ど)の 製造 業,卸 売 ・小売 業 の原 単

位 は全 国平 均 に比 して か な り低 く,逆 に原 単位 が

高 い都 市(豊 中,吹 田,高 槻 な ど)は 高 い。推 定

値 が 実際 値 に適合 しない原 因 に は,こ の よ うに製

造 業,卸 売 ・小売 業 原単 位 をモデ ル式 で設 定 した

値(全 国 平均 で代表 した)が 実 態 とかけ 離れ た も

の にな ってい る こ とが 挙 げ られ よ う。

表2-3典 型都市の原単位

実

原単位

Y

推定

原 単位

Y零

製造業 卸 売・小 売 業

原単位 構成比 原単位 構成比

全国 .725 .724 .843 ,288 .647 .223

霧

震.

謂.

足利 .529 .ア16 .591 .570 .434 .175

楼 .547 .770 .557 .540 .424 .189

甲府 .605 .777 .672 .257 .513 .2ア0

岐阜 .593 ,ア26 .550 .338 .5ア6 .248

啓 一567 .737 .572 .501 .567 .192

原
単位

が高

い
都
市

豊中 853 .ア66 .901 .307 .831 .280

吹田 .879 .784 .921 .293 .832 .238

高槻 .868 .7ア4 .946 .363 .798 .796

枚方 .867 .ア72 .940 .375 .877 .195

茨木 .845 .759 .942 .339 .810 .212

4.'都 市 類 型別 分類

前 節 にお い て,都 市類 型 を考慮 しな か った モデ

ル にお い て も精度 は比較 的 良い こ とが 確か め られ

た が,一 部 の都 市 にお い て推 定値 と相 当か け 離 れ

た もの に な ってお り,こ れ らの都市 におい て は あ

る程度 固有 の性 格 を持 ってい る こ とが判 明 した 。

そ こで,こ こでは さ らに詳 細 に都 市分 類 を行 い,

そ れ ぞ れ の都市 類 型 に応 じた モ デル を構築 す る こ

とに した。 この こ とに よ り,さ らに モ デル の精度

が 上 昇 す る もの と予想 され る。 都 市 とい って も都

市 には さま ざまな都市 が あ り,類 型化 され た,そ

れ ぞれ の都 市 の タ イ プ別 に モデ ル を溝 築 す る方 が

精 度 が 上 昇 す る と考 え られ る こ と と,モ デ ル の 一

般 性,特 殊性 をみ る上 で も この よ うな都 市分 類 は

必 要 と思 われ る。

(1)都 市 分類 指標

都 市 分 類 をす る際 の指標 の選 択 は,そ れ ぞれ の

研 究対 象 の違い によ り,従 来い ろい ろな指 標 が選

択 され てい るが,こ こで は人 口規模 を表 わす 人 口,

就業 者 の動 き を示 す 流 動性 指標,産 業 構造 を示 す

産 業 溝成 比,人 口の密 集度 合 い を示 すDID人 口

比 の4指 標 によ り,都 市分 類 を行 うこ とに した 。

な お,流 動 性 指標 は倉 沢16)の 方 法 を用 い,次 式

で 示 す 流 出入比 と流動 性指 数 で も って分 類 した 。

流 出 入 比=A/B(2・8)

流 動性 指数e100×(A+B)/C(2・9)

ただ し,

A:市 内 で常 住 し,市 外 で従 業す る就 業 者数

B:市 外 に常 住 し,市 内 で従 業す る就業 者数

C:市 内 に常 住す る就 業者 数

② 人 口に よ る分 類

表2-4に 示 す よ うに,常 住 人 口(以 下,人 口

と称 す)10万 人以 上 の都市 数 は1970年151都 市

か ら75年175都 市 へ と24都 市 の増加 をみ た。 そ

の うち,10万 ～20万 都市 は73都 市 か ら87都 市

へ と14都 市増 加 し,20万 ～30万 都市 は42都 市
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表2-4都 市類型.別都市数 の変化

都 市 数

197011975
全 都 市 1511175

人 口

10万 ～20万 73 87

20万X30万 42 39

30万 以上 36 49

流 動 性
衛 星 型 47 55

自 立 型 104 iao

産 業 構 成
3次 型 57 78

2・3次 型 90 99

DID人 口 比

0.8以 上 47 65

0.6～0.8 50 59

0.6未 満 54 51

か ら39都 市 へ と3都 市 減 少 し,30万 以上 都 市 は

36都 市 か ら49都 市 へ と17都 市 の増 加 とな った。

図2-6に 人 口30万 以上 都市 につ い て 人 口の動

向 をプ ロ ッ トした が,大 多数 の都 市 が 人 口増 をみ

せ て い るの に対 し,東 京,大 阪,尼 崎 は 減少傾 向

を示 した 。

万入

500

斐 、。。
口

50

30

io

103050ioo500万 人
zO年人口

図2-6人 口の1970年 、1975年 比較

(75年 人 口30万 人以上都市)

(3)流 動 性 指標 に よる分類

流 出 入 比,流 動 性指 数 を用 い て求 め た各 都市 の

値 を図2-7に 示 した。 ここ では 矢印 によ り70年

oizs
嫐

図2-7流 動性比較

か ら75年 への変化 を示 して い る。 流 出入 比 は

式(2・8)に 示 され る よ うに 流 出 す る就 業 者 数

を流 入 す る就 業 者数 で除 した もの で あ り,こ の値

が大 き くな れば な るほ ど職場 を他 市 に依 存す るベ

ヅ ドタ ウ ン的性 格 が強 くなる もの と考 え られ る。

実際,図2-7に 示 す よ うに流 出 入 比 が1よ り大

なる都 市 に は,東 京,大 阪 の周辺 都 市 が 多 く存在

して い る。 な かで も2以 上 とな る都 市 に は東 京周

辺 で は松 戸,船 橋,市 川,大 阪 周 辺 で は豊 中,吹

田,西 宮 な どが ある。 一方,流 動 性 指数 は式(2。

9)z表 され る よ うに,当 該 市 の就 業 者 の 出入 りの

程度 を示 す もので あ り,都 市 の開 放 性 を表 す 指標

とみ な し得 る。 多 くの大 都 市 周辺 都 市 は50以 上で

あ り,地 方都 市 は それ 以下 とな って い る。た だ し,

大 阪市 は中 心都 市 で あ りなが ら非 常 に高 い値 を示

した 。東 京 も75年 に は50以 上 とな った 。70年

か ら75年 の変動 をみ る と,大 多 数 の 都市 において

流動 性 が高 ま り,市 相 互 間 の職 住 分 離が 進行 して

い る よ うであ る。 ここで は,こ の両 指 標 に よ り,

流動 性指 数50以 上 か つ 流 出 入 比1以 上 の都 市 を

「衛星 型 」 都市,そ れ以 外 の都市 を「自立 型都 市」

と呼 ぶ こ とに した。 そ して衛 星型 に属す る都 市数

は70年 の47都 市 か ら75年 の55都 市 へ と増 加 し,

自立 型 も104都 市 か ら120都 市 へ と増加 した 。

(4}産 業 構 成比 に よる分類

産 業 構成 比 で は,国 勢 調査 の分 類 法 に よる1次,

2次,3次 産 業 を用 い,各 産業 の 構 成比 が1/3を

越 える と,そ の産業 名 を とって2次 型等 命 名 した。
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例 えば3次 産業 のみ1/3を 越 え る と3次 型,2

次,3次 ともそ れぞ れ1/3を 越 え る と2・3次

型 とい った具 合 で あ る。1970年 で は2次 型4都

市,3次 型57都 市,2・3次 型90都 市 で あ った

が,75年 では表2-5に 示 す よ うに2次 型は わ

表2-5都 市類型別分類

ず か豊 田 のみ とな った 。3次 型 は78都 市 と21都

市 も増 加 し,2・3次 型 は97都 市 とな った。 こ

れ らの都市 の 推移 を三 角 座標 で示 した のが 図2-

8で あ る。 い ず れ の都市 も3次 の伸び が大 き く,

1次 は減少 し,1次 が10%末 満 の 都市 にお い て

人 口
DID
人日比

自 立 型(120) 衛 星 型(55)

・次型(・)1・ 次 型(69)1… 次型(・・) ・次型(・)i… 次型(・・)

10万m万

(87)

0.6未 満

A

(33)

弘前,水 戸,'土 浦,熊

谷,上 越,松 本,松 阪,
鳥取,米 子,松 江,山
ロ,佐 賀,八 代,都 城

(14)

足利,小 山,太 田,市

原,厚 木,高 岡,1」丶松,
上 田,大 垣,富 士宮,

鈴鹿,尾 道,宇 部,岩
国,今 治,延 岡(16)

安城,和 泉,加 古川

(3)

0.6～0.8

B

(25)

帯広,石 巻,会 津,若松
,長 岡,甲 府,津,

伊勢(7)

苫小牧,桐 生,小 田原,
沼津,富 士,瀬 戸,徳
山,防 府,新 居浜(9)

所沢,春 日部,上 尾,
越谷,八 千代,平 塚,秦野

,大 津,川 西(9)

0.8～1.O

C

(29)

小 樽,立 川,別 府

(3)

室蘭,門 真,大 牟田

(3)

武蔵野,調 布,
小金井,東 久留
米,池 田,宝 塚

(6)

草 加,新 座,習 志野,
三 鷹,府 中,小 平,日

野,東 村 山,鎌 倉,茅
ケ崎,大 和,宇 治,岸
和田,守 口,松 原,大

東,伊 丹(17)

20万X30万

(39)

A
(12)

豊田
(1)

山形,福 島,郡 山,富

山,福 井,宮 崎(6)

高崎,豊 橋,岡 崎,一

宮,四 日市(5)

B

(18)

青森,八 戸,盛 岡,秋
田,前 橋,下 関,徳 島,

高R4>高 知,久 留米,佐世保(11)

日立,清 水

(2)

奈良

(1)

川越,柏,春 日井,枚方

(4)

C
C9)

釧路,那 覇(2) 呉(1) 町 田,藤 沢,茨 木,八

尾,寝 屋 川,明 石(6)

30万X50万

(32)

A
(5)

長野,大 分(2) いわ き,倉 敷,福 山
(3)

B
(15)

旭川,字 都宮,薪 潟,
金沢,松 山,長 崎,熊
本,鹿 児島(8)

岐阜,静 岡,浜 松,姫路
,和 歌山

(5)

大宮,八 王子

(2)

C
(12)

函館

(1)

横須賀

(1)

西宮

(1)

川 口,浦 和,市 川,船橋
,松 戸,相 模原,豊

中,吹 田,高 槻(9)

50万 以上

(17)

・(・)il岡 山(・)llI

・(・)[【i広 島(・)1【

C
(15)

札幌,仙 台,神 戸,福
岡(4)

東京,名 古屋,京 都,
大阪,北 九州(5)

千葉
(1)

横浜,川 崎,堺,東 大
阪,尼 崎(5)

図2-8産 業構成の変動

は2次 も減少傾向にあった。また,表2-5に 示

すように,3次 型都市の大多数は自立型都市が占

め,そ の中で県庁所在都市が半数 を越えた。2・

3次 型都市では自立型,衛 星型が半数ずつを占め,

東京,大 阪などの大都市 と周辺都市及び県庁所在

地でない地方都市が多 く含まれた。

(5)DID人 口比 に よる分 類

DID人 口比 はDID地 区 の 人 口をそ の都市 の

人 口で 除す こ とに よ って求 め た。 これ は市 街化 の

進 展度 合 い を示 す 指標 と考 え られ る。0.8以 上 の
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都 市 は70年47都 市 が75年65都 市 へ と18都 市 も

増 加 した。0.6～0.8で は50都 市 か ら59都 市 へ,

0.6未 満 は54都 市 か ら51都 市 へ と逆 に3都 市 減

少 した。0.8以 上 の 都市 には近 畿,北 海道 の都市

が 多 く含 まれ,一 般 的 に人 口が多 くなる とDID

人 口比 も高 くな る傾 向 に ある(図2-9)。

i.o

篳
D

I
DO.5

合
比

0.0

0.00.5

70年DID人 口比

図2-9DID人 口 比 の 比 較

5.都 市類型別通勤者生成原単位モデルとその

適合性

(1)原 単位 の変 動

1.0

都 市 類型 別 原 単位 及 び産業 別 原 単位 の1970年,

75年 比 較 を表2-6に 示 した。 なお,数 値 は平

均 値 で示 した 。全 都市 に つい て の原単 位 は0.725

か ら0.777と0.052の 増 加 を みた 。人 口30万 人 以

上 都 市 に つい て 原単位 の変動 を2+3次 産 業 構 成

比 との関係 で み る と(図2-10),2+3次 産

業 構 成比 が小 さい都市 で は よ り構成 比 を高 めな が

ら原 単位 も増 加 し,高 い都市 では構 成比 が 伸び な

い に もか かわ らず 原 単位 が増 加 す る こ とが判 明 し

たo

都 市類 型 別 に原 単位 の大 き さ と変 動 の特 徴 をみ

る と,人 口規模 が大 な るほ ど原 単位 が 大 き くな る

傾 向 が うかが わ れ る。 そ して原 単位 はいず れ の都

市 規 模 とも約0.05の 増 加 がみ られ た。 流 動性 指

標 に よる分 類 で は衛 星型 は0.805か ら0.838へ,

自立 型 は0.689か ら0.742に 増 加 し,衛 星 型 の原

単位 は高 い もの の,自 立 型 との差 は 少 し縮 ま った 。

産業 構成 に よる分 類 では3次 型 が0.681か ら0.755

へ と0.074も の増加 をみ せ た が,2+3次 型 は

0.757か ら0.780へ と0.023の 増 加 に と どま ったo

DID人 口比 に よる分 類 では,DID人 口比 の高

い都 市型 ほ ど原 単位 は高 い が増 加 量 をみ る と,D

ID人 口比 が低 い都 市型 ほ ど大 きい こ とがわ か っ

た。 こ の よ うに,原 単位 は人 口,DID人 口比 が

小 さい都市 にお け る ほ ど低 く,ま た,自 立 型,3

次型 都 市 に おい て も低 くな る傾 向 が あ った。 さ ら

に,70年 か ら75年 へ の 原単位 の増 加度 合 い をみ

る と,DID人 口比 が小,自 立 型,3次 型都 市 に

お い て伸 びが 大 きい こ とが判 明 したが,人 口規 模

別 で は明確 な差 異 は 現 れ なか った 。 これ らの こ と

よ り,お おむ ね原 単位 の都市 に よ る差 は,縮 小 傾

向 に あ る とい えよ う。

(2)産 業 別 原単 位 の変 動

全 都 市 を対象 とした場 合,最 も高 い のが電 気 ・

ガス ・水道,公 務 で0.99で あ り,続 い て運 輸 ・通

信 ・鉱 が0.9以 上 で あ る。 金 融 ・保 険 ・不動 産 も

75年 には0.9を 越 えた。 以下,製 造,建 設,サ ー

ビス,卸 売 り ・小売 り,漁 ・水 産 ・養殖,農 ・林

・狩 猟 の順 とな った。70年 と75年 の値 を比較 す

る と,建 設,運 輸 ・通 信,電 気 。ガ ス ・水 道,公

務 は0.01以 下 の変動 で あ り安 定 した値 をとって い

る。 鉱,金 融 ・保険 ・不 動産 も0.02以 下 の 変 動

で あ り,ほ ぼ 安 定 してい る。 これ らの産業 の 原 単

位 は都 市 類型 別 にみても安定 してい るが,た だ,鉱

業,建 設 業 にお い て は変 動 がみ られ る。 次項 で示

す よ うに鉱業 は溝成 比 が少 さい の で,原 単 位 の変

動 を無視 して支障 な いが,建 設業 は考慮 す る必 要

が あろ う。建 設業 は,人 口規 模 が大 な るほ ど,ま

た,DID人 口比 も大 な るほ ど大 き くな り,衛 星

型,2+3次 型都 市 にお い て も大 き くな る傾 向 が

あ った。

さ らに70年,75年 の比 較 をす る と9最 も大 き
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表2-6都 市類 型別原単位の1970年 、75年 比較

i

同
圃

i

全 体 鑠蘂 狩゚
漁 ・水産
餐殖業

鉱 業 建股業 製造粱 翳 梟 小゚ 集麟 険' 穩饕'通 獵 ボ ス' サービス業 公 務

・Q年1・脚 ・・年・「・晦 7・年175年 70年 75年 70年 75年 ・・年 レ聯 7・年1・碑 ・・年 レ陣 ・・年 レ脚 70年 75年 76年75年 ・喇 ・5年

全 姉 卜725L777 .064 .137 .531 .622 .903 .sis .799 .793 ・跚 「・86・ ・sa・卜7・4卜893i…9 .9681.963.993 ,988 .pis ・787卜992卜989

人

口

ユ0万～
.719 .20T」

2°万

307」 ・728

766
,

.059 .重28 .529 .613 .916 .919 .788 .Paz .848 .870 ,628 .seai.asoi,szo .969.965 .992 .989 .ns .assi.sszi.sso

・77鼠

.Asa

.058

.081

.133

.158

.549 .61A .asa .906 .804 .795 ,846 .868

.862

.663

.665

.7071.9061.913 .9721.963 .993 .987 ,727 .7831.9921.969

.Asoi.ssii.sss
30万 以上.749 .515 .641 .888 .914 .816 .810 ・8β1 .7301.8851.904 .9611.959 .993 .988 .Rio

流勤

性

徳厘型 辱
.805 .838 .oss ,158 .686 .796 .947 .940 .8?A .eos ,886 .903 .pis 7641.918 .932 .9751.971 .996 ,992 .762 .azzi.ssii.ssz

.7661.9921.988
自立型 .689 .742 .063 .izs .461 .522 ,883 .900 ,788 .yea .8?A .847 .614 .670.1.881 .896 .9641.958 .991 .986 .699

産
業構

成

3次 型.681.755 .064
.L

.124 .504 .588 .876 .905 .786 ,792 .816 .857 .642 .cos .882 .902 .969 .962 .990 .987 .7131.787 .992 .988
2.3

,757.780次型 .oss
舳

.146 .556 .645 .919 .922 ,808 .794 .857 .873 .655 .702 .900 .914 .967 .963 .994 .989 .7221.78G .ssi .990
D
I
D
人
口比

0.8以 上 ,807 .839 .113 .7A1
圏 一

.639 ,772 .917 .938 .837 .820 .873 .896 .714 .Asa .895 .913 ,968 .965 .995 .992. .745 .8141.991 .991

0.6～0.8 .725 .ass ,061 .117 .580 .609 .912 .919 ,788 .783 .828 .854 .640 .693 .889 .910 .968 .962 .992 .987 .716 .Saoi.ssi .988

0.6未 満 .654 .711 .023 .080 .392 .449 .887 .884 .776 .770 .831 ,846 .594 .644 .895 .904 .968 .960 .991 .985 .698 .7591.992 .987

表2-7産 業別構成比の変化

撒 狩 轗 塵 鉱 業 建設業 製造業 卸り売 ・小売 り業 金融 ・保険 ・
不助産業

運輸 ・通信業 電気 ・ガス ・
水道業

サービス粟 公 務

・・年1・5年 ・・年1・ 聯 ・喇 ・5年 ・・年175年 ・・年1・5年' ・・年175年 ・・年 レ膵 ・・年1・5年 ・・年1・5年 ・・年1・5年 ・喇 ・・年

全 都 市 .085 .0581.005.004 …2卜 ・・2 .osol.oso
副 ・2・8.zzal,zas.0341.041・… 卜・69 ・。・・卜 ・・7 .165 .ins ・・3g卜 ・41

人 口

10万X20万 ,工oo .aspi.oos .004 .003 .ooz .orsi.oas 296 ,282 .211 .2留 .031 .038 .osai.oss ,007 ,007 .163 .ns .0371.041

20万 ～30万, .097 .0651.006 .005 .aoi .002 ,079.087 .273 .255 .225 .242 .036 .040 .072.070 .007 .008 ,167 .179 .0431.045

30万 以 上 .oso .0371.004 .003 aoz .001 ,:.,・ .290 .255 .?A6 .259 .037 .046 .0731.074 ,007 .008 .167 ,ユ80 .0391.040

流 動{生
衛 星 型 .0401.027 11 .ooi .001 .ooi .osa .088 .352

■
.3071.211 .229 .043 .0511.0691.069 .007 .007 .158 ,177 .035 .041

自 立 型 .ユ06.076 .007 .oos .003 .002 .ors
,

.oso .259 .2461.229 .245 .ors .0341.0711.069 ,007 .007 .168 .179 .041 .042

産 業 構 成
3次 型 .izi .oso .oos .006 .003 .00z .ova .oas .182 .178 .249 .264 .034 .oaa .073 .ova .008 、008

鰯
.192 .203 .osi .052

2・3次 型 .057 .oas .003 .003 .002 .ooi .osz .oso .350 .322 .212 .225 .034 .039 .069 068 .007 ,007 .151 .163 .033 .035

DID人 口比

0.8以 上 .022 .017 .004 .003 .002 .00z .087 .093 .314 .273 。237 .248 .042 .ono .077 .074 ,007 ,oo7 .iss .186 .040 .ona

0.60.8 .076 .059 .007 .oos .003 .001 .oso .089 .272 .253 .230 .247 .035 .040 .ova .ova ,007 ,007 .175 .180 .oaa 092

0.6未 満 .149 .ios .005 .004 .ooa .ooL .074 085 .279 .279 .205 .221 .oza .ozs .063 .osi ,007 .007 .154 .165 .036 .038



0.70.80.91.0
2+3次産0比

図2-10原 単位 の変動

な増 加 を示 した のは漁 ・水産 ・養 殖 の0.090増,

続 い て農 ・林 ・狩猟,サ ー ビス,卸 売 り ・小売 り

で0.05以 上 の増 加 を示 し,製 造 は0.024の 増 加 で

あ った。 製 造 は都 市類 型 別 に みる と,人 口規 模 に

よる差異 は あま りな く,衛 星 型,2・3次 型 で高

く現 れ,ま たDID人 口比 が大 な るほ ど高 い値 を

示 した。卸 売 り ・小 売 りは産 業 構 成 に よる都 市型

には差 異 が現 れ ない が,DID人 口比,流 動 性 に

よ る分 類 に おい て大 きな差 が あ らわ れた 。 サ ービ

ス もほぼ 同様 な傾 向 を示 した 。

(3)産 業 別構 成 比 の変 動

全 都市 にお け る産業 別 構成 比 の70年 と75年 値

の変 動 を表2-7に よ りまず 考察 す る こ とにす る。

構 成比 が増 加 した産 業 は建設,卸 売 り ・小 売 り,

金融 ・保険 ・不動 産,サ ー ビスの4種 類 で あ った。

建設 以 外 の産 業 は いず れ も3次 産業 で ある。 そ の

うち最 も構成 比 が 伸び た のは,卸 売 り ・小 売 りで

0.016増 加 し,0.239と な った。 続 い てサ ー ビス

で0.013増 加 し,0.178と な った 。逆 に 減少 した

の は農 ・林 ・狩猟0.027減 の0.058,製 造0.020

減 の0.268と な った。 しか し,依 然 と して製 造 は

最 大 の構 成比 を示 し,卸 売 り ・小 売 り,サ ー ビス

をあわせ る と0.685と 約2/3の 構 成 比 を示 す こ

とにな る。 そ の他 の産 業 はほ ぼ安 定 した値 を示 し

たo

都 市 の主要 産 業 で あ る製 造,卸 売 り ・小 売 り,

サ ービス につ い て都市 類 型別 の変 動 パ ター ンをみ

る と,人 口規模 に よる変 動 は製造,サ ー ビスに お

い て は人 口規模 が大 なる ほ ど大 き くな ってい る。

流動 性 指標 に よる分 類 で は製造 にお い て 大 きな差

が現 れ,衛 星 型 は 自立型 よ り5%も 高 く現 れ た 。

卸 売 り ・小 売 り,サ ー ビス は逆 に 自立型 の方 が高

い 。 産業 構成 に よる分 類 では 当然 な が ら製 造 にお

い て は2・3次 型 が圧 倒的 に高 く,卸 売 り・小売

り,サ ー ビス で は逆 に3次 型が 高 い。DID人 口

比 に よる分類 では,卸 売 り・小売 り,サ ー ビス にお い

てDID人 口比 が高 くな れ ば,こ れ らの構 成 比 が

高 くな る傾 向 に ある とい える もの の,製 造 にお い

ては この傾 向 は明確 で なか った 。

(4)原 単位 モデル の適 合性

人 口10万 人 以上 の1970年151都 市,75年175

都 市 に対 して,全 都 市 及 び都市 類 型 別 に原 単位 モ

デ ル によ る推定 値 を求 め,ARMS誤 差 を計 算 し

た ところ表2-8に 示す 結 果 を得 た 。 な お,こ の

とき原 単位 モ デル式(2・5)の 係u.zに は 表2

-6で 示 した 都市 類型 別 の産業 別 単位 の平均 値 を

採用 した。

表2-8%RMS誤 差の比較

全 都 市

人 口

流 動 性

産 業 構 成

DID人 口 比

10万 ～20方

20万 ～30万

30万 以上

衛 星 型

自 立 型

3次 型

2・3次 型

0.8以 上

0.6～0.8

0.6未 満

1970年 1975年

%・M・ 誤差1%・M・ 誤差

7.42 6.59

7.97

7.07

6.52

4.06

7.44

5.67

8.16

5.11

7.85

6.74

7.16

5.98

5.84

3.6?

6.62

5.55

7.14

4.53

6.51

5.83

%RMS誤 差 は70年 で は全都 市 で7.4%と 比

較 的 良好 な モデ ル の妥 当性 を示 し た。都 市 分類 ご

とで は人 口20～30万,30万 以 上,衛 星 型,3

次型,DID人 口比0.8以 上,0.6未 満 都 市 にお

い て,全 都市 を対 象 と した場 合 よ り小 さな誤差 を
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示 しだ。 特 に衛 星型 にお いて は4.1%と 誤 差 は小

さ く,良 好 な モ デル の適合 性 を示 した とい えよ う。

図2-11に 衛 星 型都市 の実原 単 位(Y)と 推 定

原 単位(Y*)の 関係 をプ ロ ットした が,lY-Y*1

〈0.05の 範 囲 に47都 市 中40都 市(85%)が 入 っ

て い る もの の,残 りの東 大 阪,守 口,川 口,八 王

寺 の4都 市 は この範 囲 よ り推 定原 単位 が高 く,吹

田,高 槻,枚 方 は逆 に低 くな った 。

0.70.80.9

実原単位Y

図2-11衛 星型都市の推定精度(70年)

75年 の場合 もほぼ 同様 な傾 向 を示 した が,%

RMS誤 差 は全都 市 で6.6%と70年 比 に比較 し

小 さ く,こ の傾 向 は各都 市型 ともに現 れた 。 さ ら

にDID人 口比 によ る分 類 で はいず れ の都 市型 も

全 都市 の場合 よ り小 さ くな った。衛 星 型都 市 で は

誤 差は3.6%と 非常 に よい モデ ルの適 合性 を示 し

た 。図2-12に 衛 星型 都市 のYとY*の 関 係 図

を示 した が,IY壱Y*1〈0.05の 範 囲 に55都 市

中50都 市(91%)が 入 り,70年 の場 合 よ り良 好

塗結果 を示 した。

6・ 原単位モデルの簡略化

(1)産 業 別原 単 位 の簡略 化

す で に前 節 に おい て産業 別 原 単位 の都市 類 型 別

変 動 と時 間的変 動 の特徴 をみた。 ここ では この特

徴 か ら判 断 して,産 業 別原 単位 で時 間的 に変 動 の

少 な い もの も一定 とお くこ とに よ り,原 単 位 モデ

ル の係u. zを 決 定 し,(前 節 で は都市 類 型 別 に

年 次別 に個 別 の値 を設 定 した 。表(2-6))モ

デル の簡 略化 を試 みた 。 こ の時,産 業 別原 単 位 が

安 定 し てい る と判 断 す る基準 として変 動 幅 をお お

む ね0.01以 下 とした。 こ れ に 該 当す る産 業 に は

運 輸 ・通 信,電 気 ・ガス ・水道,公 務 が あ る。建

設,金 融 ・保 険 ・不 動 産 は時間 的 に安定 してい た

が,都 市 型 に よ り差 異 が現 わ れ た。 漁 ・水産 ・養

殖,鉱 は原 単位 の変 動 が あ る ものの表2-7に 示

す よ うに構 成比 が小 さく,原 単位Gに 与 える影響

は少 な い ので 一定 とお くこ とに した。 農 ・林 ・狩

猟 は 原 単位,構 成 比 とも小 さい ので ほぼ 一定 とお

い たが,DID人 口比 に よる分 類 では 明確 な差 が

現れ た 。構 成 比 の高 い製 造,卸 売 り・小 売 り,サ

ー ビス は表2-6に 示す よ うに5年 間 で原 単位 は

上昇 して お り,時 間的 に一定 とお くこ とはで きな

か った。 この よ うに して設 定 した 産業別 原 単 位 を

表2-9に 示 した 。 なお,小 数 点第3位 は5単 位

で丸 め てい る。

(2)簡 略 化 モ デル の適合 性

表2-9で 設定 した産業 別 原単位u.Lを 用 い て,

式(2・5)の 原単 位 モ デル に よ り推定 した原 単 位

の%RMS誤 差 は表2-10の よ うにな った 。70年

におい て は全 都市 で7.6%と 簡略 化 しない モ デル

に く らべ て0.2%誤 差 が大 とな ったが,増 加 した

誤差 の値 は小 さ くほぼ 同様 の推 計精 度 とい え よ う。

都市 類 型 別 に も同様 な結 果 を示 した。75年 に は
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表2-9簡 略化 モデルの産業別原単位

農 ・林
・狩猟

漁 ・水
産 ・養殖 鉱 建設

製 造 卸売 り 。
小売 り 金融 ・運輸 ・

通信

電気 ・
ガス ・
水道

サ ー ビス

公務
・・年175年 ・喇 牌

保険 ・
不動産 ・・年175年

全 韶 市

.ioo

.575 .910

.795 .845 .865 .645 .705

.900

.965 ,990

.720 .785

.990

人 口

10万 ～20万 .785

.845 .865

.630 .690

20万X30万 .800 .665 705

30万 以上 .815 .665 .730

流 動 性
衛 星 型 .815 .885 .905 .720 .765 .925 .760 .820

自 立 型 ,785 .825 .845 .615 .670 .890 .?00 .765

産 業 構 成
3次 型

.795

.815 .855

.645 .705

.900

it .785
2・3次 型 .855 .875

DID人 口比

0.8以 上 .155 .830 .875 .895 .715 .760 .745 .815

1.1 .090 .785 .830 .855 .640 .695 .715 .Sao

0.6未 満 .050 .775 .830 .845 .595 .645 .700 .Aso

表2-10簡 略 化モデルの%RMS誤 差

1・97・ 年1・975年

全 都 市17.57( .15)1(6.51-.08)

人 口

10万 ～20万 8.17
(.20)

7.07

(一.09)

20万X30万 7.24
(.17)

5.96

(一.00)

30万 以上 6.62
(.11)

5.79

(‐.oi>

流 動 牲
衛 星 型

4.09
(.04)

3.63

(一.Ol)

自 立 型
7.55
(.10)

6.55

(一.07)

産 業 構 成
3次 型 5.91

(.24)

5.47

(一.08)

2・3次 型
8.26
(.10)

7.07

(一.07)

DID人 口 比

0.8以 上
5.10

(一.00)

4.55
(.00)

0.6～0.8
7.88
(.00)

6.51

(一.00)

0.6未 満
6.76
(.02)

5.81

(一.02)

7.ま と め

注)()内 は簡略化する前からの変化

逆に全都市において誤差が0.1%減 少 した。都市

類型別にもわずかながら誤差は減少した。このよ

うに簡略化モデルの精度は簡略化 しない場合 と同

様良好な値を示してお り,実 用上より簡便になっ

た点に意味があろう。

本章では,発 生量推計の一手法である原単位法

を用い,通 勤者生成原単位の変動を説明する原単

位モデルを,就 業構造を考慮して定式化し,都 市

類型別,年 次別に適用し,そ の適合性を検討する

とともに,よ り一般的なモデルをめざしてモデル

の簡略化に取 りくんだ。これ らの一・連の研究過程

の中で明らかにされた要点をまとめると次のよう

になるo

Gf)原 単位の変動を都市における就業構造の

差異により基本的に説明し得た。大きくは産業の

発展段階を示す2+3次 産業構成比 と正の比例関

係にあることを,時 間的,空 間的に示し得た。

(ロ)さ らに都市の就業構造 と原単位の関係を

明らかにし,原 単位の推計式である原単位モデル

を作成した。このモデルでは,原 単位は産業別原

単位と産業別就業者構成比の積で表現された。

(・り70年 から75年 にかけての都市の変化は,

人口においてはほとんどの都市において増加 し,

流動性は高まり,産 業の3次 化が進行 し,あ わせ

てDID人 口比 も上昇 した。

(二)原 単位は全都市で増加したが,そ の伸び
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は 原単 位 の低 い都市 ほ ど大 きか った。 また,原 単

位 モデ ル の適 合性 は すべ て の都 市 型 におい て良好

で あ った が,特 に衛 星 型,DID人 口比0.8以 上

都 市 におい て 良好 で あ った。

(ホ)簡 略化 され た モデ ルは,簡 略 化 され な い

モ デル と同様,精 度 が良好 で あ った。 都市 の主要

産 業 で ある製 造,卸 売 り ・小売 り,サ ー ビス の原

単位 は5年 間 で顕著 な増加 を示 した。

参 考 文 献

1)毛 利 正光 ・新 田保 次:就 業 構 造 を反映 した通

勤者 生 成原 単位 モ デル につ い て,土 木学 会 論文

報告 集,第328号,pp.89～961982年12月

2)毛 利 正光 ・新 田保 次:都 市類 型別 通勤 老 生成

原 単位 モデ ル につい て,交 通 工 学,VoI.18.

No。31983年5月

3)米 谷栄二 ・明 神証 ・溝 畑靖 雄:交 通需 要 発生

の地 域原 単 位,土 木学 会誌,Vol.51,No.6,

pp.51～54,1966年6月

4)河 上省 吾:通 勤 ・通 学輸 送需 要 の予測 につい

て,土 木 学 会論 文報 告集,No.145pp.33-・46,

1967年9月

5)黒 川 洸:人 の発生 交通 を中心 とした諸 都 市活

動 の 相互 関連 に関 す る研 究,都 市 計画,No.67,

pp.34～44,1971年10月

6)黒 川 洸:パ ーソ ソ トリ ップの発生 特性 に関 す

る研 究,日 本都市 計 画学 会学 術 講演 会 論 文集,

pp.109～117,1969年11月

7)青 山吉隆:大 都 市 通勤 交通 の発生 ・集 中お よ

び分 布 の相 互 関係 につ いて,日 本都 市計 画 学会

学術 講 演 会論 文集,pp.87～94,1969年11月

8)清 水 浩志 郎:通 勤 ・通 学交 通 の発生 ・集 中原

単位 につ い て,第31回 土 木 学 会 年 次講 演 会講

演概 要 集第W部,pp.223～224,1976年10月

9)杉 恵 頼寧:交 通需 要 モ デルの時 間 的移転 可能

性,第3回 土 木 計 画 学 研 究 発 表 会 講 演 集,

pp.295～300,1981年1月

10)Kassoff,H.etal.:Tripgeneration

A.criticalappraisal,-HighwayResearch

Record,No.297,1969.

11)Douglas,A.A_etal.:Tripgeneration

techniques1.Introduction,Traff.Eragng'.

Control,Vol.12,No.7,pp.362^-365,

November,1970.

12)Douglas,A.A.etal.:Tripgeneration

techniques2.Zonalleast‐;squares

regressionanalysis,Traff.Engng.

Control,Vo1.12,No.8,pp.428^-431,

December,1970.

13)Douglas,A.A.etal.:Tripgeneration

techniques3.Householdleast‐squares

regressionanalysis,Traff.Engng.

Control,Vo1.i2,No.9,pp.477^-479,

January,1971.

14)Douglas,A.A.eta1.:Tripgeneration

techniques4.Categoryanalysisand

summaryoftripgenerationtechniques,

Traff.Engrg.Control,Vo1.12,No.10,

pp.532^-535,Feburary,1971.

15)経 済 審 議 会 計 量 委 員 会:計 量 委 員 会 第6次 報

告 一新 経 済 社 会7力 年 計 画 の た め の 多 部 門 計 量

モ デ ル ー,1980年

16)倉 沢 進:"日 本 都 市 分 類 の 一 考 察",都 市 問

題,54-9,1963年

一21一



第3章 一・般化時間を組 み込 んだ交通手段選択

モデル1)

1.は じ め に

わ が国 に お け る交 通需 要 推計 に関す る研 究 は,

1960年 代,70年 代 に,四 段 階 推定 法 を中心 に発

展 を遂 げ,お もに大 都市 圏 の交 通計 画 に有 用 な情

報 を与 えた 。 この時 代 に は,増 加す る都市 人 口 と

車 交通 量 に 対処 す る ため,絶 対 的 な道路 不 足 を背

景 に,幹 線 道路 中心 の交 通 計画 が立 て られ,道 路

が 建設 され た。 この ため,需 要 推計 は,比 較 的大

き く分 割 され た ゾー ソ単位 に集 め られた 情報 を も

とに 実 施 さ れ た 。 そ して,交 通 手段 の 分担 特性

に関 す る研 究は,こ のような事情 に よ り,ゾ ー ソ属

性 と交通 手 段 の分担 関係 を探 り,モ デル 化す る,

い わば,集 計型 の モデル 開発 に焦点 をお い た もの

で あ った。

しか,し,1970年 代 中 途 の第i次 オイ ル シ ョッ

ク を期 に,経 済 活動 が低 成 長期 に入 る と とも に,

交 通 関連 の投資 も制 約 を受 ける に至 った 。 ま た,

都 市 部 の道 路混 雑 に よ り,車 か ら公共 輸 送機 関 へ

の転 換 の必 要性 が 叫 ばれ るよ うにな った。 こ のた

め,既 存 の交通 施設 の運 用 によ り,交 通 サ ー ビス

の 向上 を図 る こ とが重 要 な政 策課 題 として登 場 し

た。 これ らの 政策 評 価 のた め には,集 計 型 モ デル

に よ る ア プロ ーチ では不 十分 な点 が 多 く,交 通 行

動 主 体 に着 目 して,選 択 法則 を把握 し,モ デ ル化

す る非 集計 型 モデル構 築 に関 す る研 究 が行 わ れる

よ うに な った 。

非 集 計交 通 手段 選択 モデ ル に関す る研 究 は,

1960年 代 に欧 米 にお い て始 め られた2)～4)。

Quarmbyの 試 み2)は,哘 動主 体 は交 通 に伴 う非

効 用 を最小 にす る手段 を選択 す る」 とい う仮 説 に

基 づい て モデ ル化 を行 う研 究 の最 初 の試 み で あ っ

た 。1970年 代 に入 る と,MITの 交通 研 究 グル ー

プ を中 心 に,消 費 者行 動選 択理 論 の交 通 部門 への

応 用研 究 が 発展 し,従 来 の四段 階 法 を修正 す る新

しい需 要 推計 手 法 が提 案 され つつ ある5)。 わが 国

で も,こ れ らの影 響 を受 け て ロジ ッ ト型選 択 モデ

ル の研 究 が,杉 恵,太 田,原 田 らを中 心 に進 め ら

れ てい る6)～9)。 この場合,非 効 用 を選択 要 因 の

線形 関係 で示 し,パ ラ メー タ ーを最尤 法 によ り決

定 す る方 法 が と られ て いる が,パ ラ メ ータ ーの性

質 の把 握 に,ま だ不十 分 な点 が あ り,時 間 的,空

間 的 に 一般 性 の あ るモ デル 開発 に 向け て研 究 が取

り組 ま れ て いる状 況 で あ る。

そ こで,本 研究 では,非 集 計交 通 手段 選択 モ デ

ル の効 用 関 数 を,従 来 の よ うに 最尤 法 に よ り,一

気 にパ ラ メータ ー を決 定 し,求 め る とい った方 法

では な く,一 般 化 時 間 を効 用 関数 に組 み込 み,モ

デ ル化 を行 う方 法 を とる こ とに した。 その た め,

まず,一 般 化時 間 とそ れ を組 み込 ん だ選択 モ デ ル

の定式 化 を行 うこ とに した。 そ して,通 勤 交 通 と

業 務交 通 を対 象 に した意識 デ ータ に よ り,一 般 化

時 間 モ デ ル の係数 で ある 「等 価時 間係 数 」 を交 通

モ ー ド別 に求 め,さ らに,一 般化 時 間 の1次 式 で

示 され た非 効 用 の係数 を求 め,2項 選択 型 の選 択

モ デル を決 定 す る こ とに した。

m化 時 間 モ デ ルの等 価 時間係 数 に関す る研 究

は,従 来,次 の ものが あ る。McIntosh・Quarm域

10)は
,交 通 時 間 を交 通 モー ド別 に分 割 し,各 交

通 モ ー ドの等 価時 間係数 をそれ ぞ れの 交通 時 間 に

乗 じ,総 湘 し,一 般化 時 間 を求 め る方法 を提案 し

た。 この提 案 に基 づい て,交 通 モ ー ド別等 価時 間

係 数 が 多 くの研 究老 に よって求 め られ た11)(表

3-1)。 わが 国 では,谷 ・宮武17)が 東 京 と長
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表3-1従 来 の研究 における等価時間係数

縦
着席

瀲
靖

徒
歩

待
ち

乗りか
え1回

他

0暇㎜by勃qg67) i excesstime2.30r2.6

恥正mash。t、1.i°7Q970) 1 2 z

Wil、。net。lj2、assn) i 1 2.0

偽ti。e齔B,Q973) 1 1.7 2.3

R㎎,r、et、ll司q田0) 1 z.a 1.7

Steeleetal'S1(1973)1 2.8 2.1

飴,iset、,M鵬) i 2.5 3.2

谷・宮武171東 亰
鼠

1
1

i.a
1.4

2.5
1.7

1.O
i.s

7.0
8.7

注)乗りかえ1回の0の 単位は(分/回)である。他は単位はない。

崎 にお いて,通 勤 時 を対象 に求 め た。 な お,表3

-1に 示 す値 は ,各 モ ー ドの所 要 時 間 あ るい は乗

り換 え回数 を鉄道 着 席 時 の所 要時 間 に換算 す る係

数 で あ り,た とえ ば,鉄 道 立席 の等価 時 間 係数 が

2と い うこ とは,鉄 道立 席 状 態 で の10分 は 着 席

状 態 で の2×10=20分 と等 価 で あ る こ とを示 す。

また,乗 り換 え1回 の等 価 時 間係 数 が7.0と い う

こ とは,乗 り換 え1回 は鉄 道着 席 状 態 での7.0分

と等価 で ある こ と を示 してい る。Goodwin11)は,

McIntoshら の研 究 を発展 させ要 因 と した新 た に

effortを 導 入 し,定 式化 した 。

い ず れ の研 究 とも,鉄 道 利 用 を中 心 と した場 合

の もの であ り,バ ス ・自転 車な どの ア クセス手 段,

代 表 交 通手 段 と しての車 の係 数 は求 めてい な い 。

本研 究 では,こ れ らの モ ー ドに つ いて も係 数 を求

め る こ とに し,こ れ らの係 数 を用 いて求 めた一 般

化 時 間 を組 み込 んだ選 択 モデ ル を交 通 モ ー ドの選

択 意 識 デ ータに適 用す る こ とを試 みた 。

2・ 一般化時間を組み込んだ交通手段選択モデル

従 来,交 通 手段 選択 モデ ル と して,ロ ジ ッ トモ

デ ル が理論 的背 景 の妥 当性,実 用上 の便 利 さの点

で優 れてい る こ とか ら,多 く使 わ れて きた。 そ こ

で,こ こで も,交 通手 段 選択 モ デル と して,こ の

モ デ ル を採 用 し,2項 選択 型 の交通 手 段 の選 択現

象 を対象 に,効 用 関数 に一般 化 時 問 を組 み込 ん だ

新 た な選択 モデ ルの定 式 化 を図 るこ とに した 。

α)2項 選 択型 ロ ジ ッ トモ デ ル

た とえば,自 宅 か ら勤 務先 に行 く場合 に,A,

Bと い う2つ のル ー トが あ った場 合 に,Aを 選択

す る確率(P∠)は 次 式 で示 され る。

髴:にll脚(UB-UA)〕}
(3.1)

た だ し,

P1,UA:ル ー トAを 選択 す る場合 の確 率 と

効 用

PBUa:ル ー トBを 選択 す る場合 の確 率 と

効 用

なお,効 用Uは 効 用 の中 で変動 しない項,つ ま り

確 定項 を示 してい る。

(2)一般 化時 間 を組 み込 んだ効 用 関数

通 勤,業 務,買 物 交通 な ど,ほ とん どの 交通 は,

交 通 自体 が 目的 で はな く,社 会的 活 動 を遂行 す る

うえで の手段 として 位置 づ け られ るた め,交 通 自

体 は プ ラス の効用 で は な く,マ イ ナス の効 用 を生

ず るこ とにな る。 よ って,交 通 手 段選 択 にお い て

は,こ の マイ ナス の効用(非 効 用 と称 す)を 最 小

にす る手 段 を選択 す る とい うこと にな る。 よ って,

式(3・1)に お い て,丐ITBは 負で示 され る。

一般 に
,交 通 は徒 歩 の みで な され る場 合 は少 な

く,複 数 の交 通 モー ドの組 み合 わ せ に よ って な さ

れ る と ともに,鉄 道 料金,・ ミス料 金 な どの費 用 も

必 要 とす る。 この こ とを考 慮 して,Quarmby

10)・18)ら は
,交 通 時 間 を乗 車時 間(tl),徒 歩

時 間(t2),待 ち時間(t3)に 分 割 し,か つ,費 用

(m)も 考 慮 して,非 効 用 を次式 の よ うに,こ れ ら

の 要 因 の線形 式 で示 した 。

U==bltl十bZt2十b3t3十b4m(3●2)

た だ し,bi:係 数(L=1,2,3,4)

さ らに,C,00dwinii)は,effortの 要 因 も含 ん

だ モデ ル を定義 し,式(3・2)の 係 数 にeffort

が 反 映 してい る こ とを示 した。

本 研 究 で は,要 因 として乗 り換 え回数 も加 える

と ともに,ト リ ップがL個 の交 通 モ ー ドに よ り構

成 され てい る一般 的 な ケ ース を想 定 して,非 効 用

一24一



の 確定項 を式(3・3)で 定義 す る。 また,こ の と

き,各 トリ ヅプに は,上 記 要 因 に より ては影 響 さ

れ ない 固有 の非効 用 が存 在 す る もの と し,そ れ を

定 数(ゐo)で 示 した。

I
U-・ Σ6`死+6必1+6皿1匠+60

`=ユ

<3.3)

た だ し,t:交 通 モ ー ドLの 交 通 時 間

(L=1,2,…,1)

N:乗 り換 え 回 数

M:費 用

式(3・3)をblで 除 す と,

U/bl=tl+(b2/bl)a2+…+(ろ/bl)t7

+(b,/bl)N+(b,,,/bl)M+bo/bl

(3.4)

こ の と き,一 般 化 時 間Gは,次 式 で 示 さ れ,交 通

モ ー ド1を 基 準 に した も の で あ るQ

rG
=F.,uiti-FReN-}一,umM(3.5)

t=1

た だ し,

μ`=ろ`/る1,μ 彡‐be/'b1,μ 隅=bm/"1

こ こで,編 を交 通 モ ー ドLの 「等 価 時 間 係 数 」

と称 す る こ と に し た 。 な お,μ η1ま 時 間 価 値 の逆

数 で表 わ さ れ る 。

よ っ て,一 般 化 時 間Gを 使 う と,非 効 用 は

U=b1G十bo(3.6)

と な る 。

㈲ 交 通 手 段 選 択 モ デ ル

式(3・6)よ り,式(3・1)で 示 し たITA,Us

の 定 数 値 は,AとBで 異 な る とす る と

UAbiGA+b°A/

C3.7)
Ua‐b1Ga+boaJ

と なn式(3・1)は 次 式 で 示 さ れ る。

PB=1-PA}C3.8)

た だ し ・ ∠G=Gβ 一 σ∠

a‐bi

b=bmosOA

この 式 が ここで提 案す る交 通手段 選 択 モデ ル で あ

り,選 択 確 率 は一 般 化時 間差(eG)を 説 明変 数 と

して 示 され る。

3・ 効用の独立性 ・加法性に関する検証

(1)目 的 と方法

交 通 手段 選択 モデ ル は,式(3・3)に 示 す効 用

関数 を基礎 に して導 か れた が,こ の とき,各 モ ー

ドの効 用 の独 立性 と加 法性 を仮 定 してい た。 そ こ

で,こ こで は,こ の仮定 がは た して妥 当性 を もつ

もの か ど うか の検 証 を加 えるこ と に した。 式(3

・3)の 効 用 関 数 は,大 き くは時 間,乗 り換 え回

数,費 用 とい う次元 の異 な る3つ の属挫 に よ って

構成 され,さ らに時 間は モ ー ド別 の所 要時 間 に分

割 され てい る。 本来,こ れ らはす べての 属性 につ

い て効 用 の独立 性 お よび加 法 性 を検証 す る必 要 が

あ るが,モ ー ド数 が 多 いた め質問 項 目が相当 数 に

のぼ り,確 か な情報 を被験 者 か ら引 きだ し得 る こ

とが 困難 で ある と予 想 され る こ とか ら,所 要 時 間

につ い て は,モ ー ド別 に分 割 せず,総 所 要時 間 を

用 い,乗 り換 え回数,費 用 を加 え,3つ の属 性 に

つい て,Keeneyの 方 法21)を 用 い て検 証 す る こと

に した。

(2)調 査 の方 法 と結 果

本 調査 は,通 勤 に要す る所 要 時間,乗 り換 え回

数 お よび 通勤 費 とい う3つ の属性 につ い て,選 好

の独 立 性,効 用 の独 立性,効 用 関数 の加法性 を検

証 す る 目的 で,1983年9月 に大 阪大学 の20才 代

か ら40才 代 まで の教 職 員20名 を対象 に面接 方式

にて実 施 した。調 査 で 用 いた属 性,測 定 単位,許

容範 囲 を表3-2に 示 した。 この とき用い た通 勤

表3-2属 性,そ の測定単位および許容範囲

属 性 測定単位 最 良 最 悪

1

z

3

通 勧 時 間(T)

乗 り換え回数(1V)

1か 月通勤費(M)

分

回

円

30

0

3000

120

4

30000

一25一



時 間,乗 り換 え回数 は片道 の もの で あ り,通 勤費

用 は1か 月 当 た りで ある。 た とえば通勤 時 間(7つ

は片道 の所 要時 間 を示 し,最 良 の ケ ース で30分,

最悪 の ケ ース で120分 を想定 して いる。 な お,調

査 票 の作成 に あた っては 文献22を 参 考 に した。

a)選 好 の独 立性

Keen〔.yの 検証 方 法 に従 い,通 勤時 間(T)と 乗

り換 え回数(適,Tと 通 勤費(M),NとMの 選

好 の 独立性 に 関す る質 問項 目 を作 成 した 。 図3-

1に 前 提 条件 としてMが 最悪 の 水準 にあ る場 合 の

TとNに 関 す る質問 を示 してい るが,同 様 に して

Mが 最 良の 水準 に ある場合 の質 問 を実施 した 。 こ

の よ うに してTとNに 関 して2つ の質 問 項 目 を設

定 し,同 様 に してTとM,NとMに つ い て2つ ず

つ 合計6つ の質 問 を行 った。

問1前 提条件として通勤費(M)は 最悪の水準にあるものとします。
(1)初 めに、あなたはTとNが 最悪の水準にある図の点Dに いるもの

とします。もし、何らかの事情で点A
か点Cに 移ることができるとしたら、
どちらの点を選びますか。

② イ.点Aを 選んだ場合
それでは点Cと無差別となる点は

直線AD上 のどこにありますか。

ロ.点Cを 選んだ場合
それでは点Cと 無差別となる点は
直線CD上 のどこにありますか。

り

IAI120.0)
0

〔鐙.①

」_
lg°6°3°1

図3-1選 好 の独立牲に関する質問

そ の結 果,前 提 条件 にか か わ らず 無差 別 とな る

点 が変化 しなか った 人 は,TとNに 関 しては20

人 中19人,TとMで は14人,NとMで は12人 と

な った。 こ の こ とよ り,選 好 の独 立性 は通 勤 時 間

と乗 り換 え回数 にお い て も最 も高 く,続 い て通勤

時 聞 と通 勤 費,乗 り換 え回数 と通勤 費 の順 とな る

こ とが 判 明 した。 また,全 体 を通 じて,前 提 条件

の変 化 に よ り選択 す る点 が別 の軸上 に移 る の は,

NとMの 選 好 の独 立性 の質 問 におい て1名 存 在 し

た だ けで あ り,無 差 別点 が変 化 した人 のほ とん ど

は 同 一軸 上 で の変 化 に と どま って お り,い ず れ の

組 合 わせ ともほぼ 選好 の独立 性 は検 証 された もの

と思 われ る。

b)効 用 の独 立性

Keeneyの 検証 方 法 に従 い,T,N,Mの 効 用

の独 立性 に関す る質 問 項 目 を作 成 した。 図3-2

に前 提条 件 と してN,Mが ともに最 悪 の水 準 にあ

る場 合 のTの 効 用独 立 を調 べ る質 問 を示 した。 さ

らに,N,Mが とも に最 良 の水 準 に あ る場 合 の質

問 を同様 に して設 定 し,N,Mに つい て も同様 に

して2つ ず つ質 問 を設 けた。

問7前 提条件 として乗 りかえ回数(N)、 通 勤費(M)は ともに噬
の水準 にあるものとします。

〔1)そ の時、あなたは図の3つ のロッタリーa、b丶cを どういう順

序で選びますか。

② あなたは確実に得 られ る75

分 とロッタリーaと で はど

ちらを選びますか。

(3)σ5分 あるいはロッタ リー

を選んだ場含)
それで は、ロッタリーaと

無差別になる所要時間 はい

くらですか。

・・タ・一・く 灘
分

・・タ・一・く 欝
分

・・タ・一・《 臨

図3-2効 用 の独立性に関 する質問

調 査 の結 果,前 提 条 件 の違 い にか か わ らず 無差

別 点 が移 動 せず効 用 の独 立性 が確 か め られた 人 は,

20人 中Tに つ い ては12人,Nに つい て は16人,

Mに つい て は13人 で あ り,乗 り換 え回 数 の効 用

の独立 性 が 最 も高 く,8割 の人 につ いて独 立性 が

確 か め られ た。 続 いて 費 用,通 勤 時 間 とな り,約

6割 の人 に ついて独 立 性 が確 か め られ た。 こ のよ

うに,通 勤 時 間 と費 用 につ いて は効 用 の独 立性 に

や や 問題 が ある もの の,各 属性 と もあ る程 度,効

用 の 独立 性 は検 証 された もの と思 わ れ る。

c)加 法性

Keeneyの 定 理 に よ る と,多 属 性 効 用 関数 が加

法 的 で あ るか乗 法的 で ある ため に は,各 属 性 ペ ア

の選好 独 立 と各 属性 の効 用独立 が前 も って検 証 さ

れて い る こ とが 必要 で あ る。 そ こで,本 調 査 結果

をも とに,各 属 性 ペ アの 選好 独立 と各 属性 の効用

独 立 がす べ て検 証 された被 験 者 を調 べ る と,20人

中 わず か6名 にす ぎ なか った。 この6名 に つい て,

図3-3に 示す 調査 票 を作成 し質 問 した ところ,

ロ ッタ リーが無差 別 で あ る とした 人は3名 とな り,
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問13あ なたは選択案aと 選択案bの 間で無差別ですか。
つまり、1ヵ 月のうち半月を 『状況1」 で、残りの半月

を 「状況Lの 状態で生活するのと、1ヵ 月にうち半月

を 『状況 皿』で、残りの半月を 『状況IV」の状態で生活

するのとであなたにとって満足感は同 じ位ですか。

選択案a

・・タ・一・≒ 劉:謬 謂
。翻

選択案b

・・9'1-b〈ζ;二 欝 翻
。縲:

図3-3関 数型識別ゐための質問

加法 性 が確 認 され た 。残 りの3名 はa,bい ずれ

か の ロ ッタ リーを選 び,乗 法的 効 用 関数 を有 す る

こ とが示 され た。 しか し,こ の6名 以外 の14名

に つい て は,Ke㎝eyが 示 す と こ ろの加 法的 ある

い は乗 法的 効 用関 数 のい ずれ の式 形式 とも妥 当で

な い こ とが判 明 し たo

(3)ま とめ

通 勤 時 間,乗 り換 え回数,費 用 の3つ の属性 に

よ って構 成 さ れた効 用関 数 は,こ こで の分析 を通

じ,選 好 の独 立性 と効 用 の 独立性 に関 しては,6

割 か ら9割 の人 につ い て独立 性 が確 認 された が,

そ の式形 式 にお い ては,加 法 的 あるい は乗法 的 関

数 と して設 定 され るこ とには問題 が ある こ とが判

明 した。 よっ て,通 勤 時 間 をモ ー ド別 に分 割 した

式(3・6)の 効 用関数 にお い て も加 法性 を有 す る

との仮 定 は理 論的 には妥 当で はな い とい えよ う。

しか し,現 時 点 で は こ こで設 定 した よ うな課題 に

対 して,理 論 的な妥 当 な効 用 関数 を提示 で き る段

階 で は ない と考 え られ るので,こ こでは モ デ ルの

操 作 性 を考 え,式(3・6)に 示 す効 用 関数 を使用

す る こ とにす る。 そ して,こ の効 用 関数 の妥 当性

は,こ れ が導 入 された選 択 モデ ルの適 用 時 の有効

性 か ら間接 的 に,ま た,経 験的 に確 か め られ るも

の と考 える。

4.交 通モード別等価時間係数

一般化時間モデルの係数である交通モード別等

価 時 間 係数 が交通 手 段選 択 モデ ルに導 入 され,そ

のモ デル が需 要推 計 手 法 として 有 用性 を発 揮 す る

た め には,そ れ ぞれ の需 要 推計 対 象 に応 じて,こ

の 係数 が 安定 して い るか,あ るい は変 動 してい て

も,そ の特性 が定 量 的 に把握 され,数 学式 と して

表現 され て い る必 要 が あろ う。 そ の た めに は,ま

ず,等 価 時 間係数 の変動 特 性 を把握 す る必 要 が あ

る。 こ の とき,変 動 要 因 と しては,交 通 目的,個

人 属性,交 通 サ ービス 属性 が お もな もの と して あ

げ られ よ う。 そ こで こ こでは,交 通 目的 と しては

通 勤交 通 と業 務 交通 を取 り上 げ,個 人 属性 に よ る

係 数 の変 動 特性 を探 る こ とに した。 ま た,交 通 サ

ー ビス属 性 につい て は ,3節 で効 用 の独 立性 に関

して,あ る程度 分析 して い るの で,こ こで は モ ー

ド別 の所 要 時間 の違 い に よる係数 の変 動 をみ る に

と どめ た。

(1)通 勤 交通 の場合

a)対 象 とす る交 通 モー ド

式(3・5)に 示 したm化 時 間 モ デル の等 価時

間 係数 を,通 勤 交通 に おい て一 般的 にみ られ る 次

の モ ー ドにつ き,求 め る こ とに した。'

代表 交 通 手段 として は,鉄 道 と車 を取 り上 げ,

鉄 道 の場 合 は着席乗 車 と立席乗 車,車 は 自分 で運

転 す る場 合,ま た,ア クセス手段 の場 合 は,バ ス

着席 乗 車 と立 席乗 車,自 転車,徒 歩 を対象 とし,

鉄 道 間 の乗 り換 えの 場合 も含 めて,こ れ らの モ ー

ドに つい て等 価 時間 係数 を求 め るこ とに した。 こ

の とき,基 準 とす る交 通 モ ー ドは鉄 道 着席 乗 車 時

と し,等 価時 間 係数 を1と した。 な お,費 用Mの

等 価時 間 係数 は時間 価値 の逆 数 として,表 わ され

るが,こ れ に つい て は4章 で求 め るこ とに した。

b)等 価時 間係 数 の 求 め方

い ま,A,Bと い う2つ の交 通 手段 の選 択 現 象

を考 える。 この とき,Aを 選択 した場 合 の効 用 の

確 定項 をσ4,Bを 選 択 した場 合 の それ をUBと

す る と,こ れ らの効 用は 式(3・5),(3・7)よ

り次式 の よ うにな る。
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UA-bl(`1∠+,u2t2r1+…+μ 、言〃)

+μ ,ハTA+'umMA+boy C3.9)

σB=bl(t1B+,u2t2B+…+μ ∬trs)

+μ,脇+μ π輪+bOs(3・10)

これ らの式 は,各 属性 にお ける効 用 の 独立 性 を前

提 に して成立 して い る ので,個 々の等価 時 間係 数

は他 の 属性 に よ って影 響 されな い こ とに な る。 つ

ま り,あ る交 通 モ ー ドに着 目す る と,そ の モ ー ド

の等 価 時間 係数 は他 の属性 の値 が どん なに変 化 し

よ う と一定 で ある こ とを意味 してい る。 い ま,仮

に μ2を 求 め たい とき には,al,彦2以 外 の属性

の値 お よび定 数項boをA,Bと もに 同 一 とお け

ば よい。 この同 一部 分 をa,β,boを 使 って 示

す と,

UA=bl(t1A+μ2言2滋+α)+β+bo

(3.11)

UBebl(ε1B+μ2ε2β+α)+β+bo

(3.12)

とな り,UA-UB=0と お くと,次 の よ うに

μ2が 求 ま るo

μ2-(t1B一 言1濯)/(t2A-t2B)

(3.13)

しか しなが ら,効 用 とい う概 念 が 明確 に認識 され

てい な いた め,直 接,効 用比較 に よ って等 価 時間

係 数 を求 める こ とは困 難 と考 え られ る。 そ こで,

選 択 概念 を使 って 求 め る こ とに した。 つ ま り,UA

-iTBの と き,Aの 選 択 確 率 は式(3・8)よ り

PA=0.5と な るの で,こ の とき のtlt2をA,

Bに つ い て求 めれ ば よい こ とにな る。 しか し実際

に は,個 々人 の選 択確 率 を求 め る こ とは困難 で あ

るの で,各 人 の選 択結 果 を集計 化 した デ ー タを用

い,そ の選 択 率 が0.5と な る とき のtl,a2の 値

を求 め るこ とに した。

た とえば,鉄 道立席 の等 価 時 間 係数(Wrs)を

求 め る場 合 は次 の よ うに したσ 図3-4に 示す よ

うな質 問 を設 定 し回答 を求 めた が,こ の とき,

「電車 で 立 ったま ま20分 行 く場 合 」 のWrsは,

図3-5(a)に 示 す よ うに,「 電 車 で座 ってx分

で行 く場 合 」 のxを22,25,30,35分 と変 化 さ

せ た場 合 に つ き,そ れ ぞ れの 立席 を望 ま しい とす

C交 通手 段 の選 択 意 識 につ いて 、お たず ね しま す 。

問16交 通 機関 を利用 して出 勤 す る場 合 、次 の1か ら32ま で の 各 質問 にお い て と りあげ られ て い

る.AとBの 二 っ の 交 通手 段 の 利用 の うら、 あ なた は ど ち らが よ り好 ま しい と判 断 され 、利 用

し たい と思 わ れ ます か 。 それ ぞれ の 質 間 のAとBの うち 、利用 したい と忠 われ る方 に○ 印 を

つ けて 下 さい 。 な お 、い ず れ の質 問 と も料 金 は 同 じ と し ます 。

(例)

1A=電 車 に立 った ま ま20分 行 く場 合
③=電 車 に座 ・て22分 行 く場 合

2A=電 車 に立 った まま20分 行 く場 合 .B)=電 車 に座
って25分 行 く場 合

3' .A)=電 車 に 立 っ た ま ま20分 行 く場 合 B=電 中 に座 って30分 行 く場 合

4③=電 車 に立 った まま20分 行 く場 合 B=電 車 に座 って35分 行 く場 合

o電 車で 立 つ場 合 と座 れ る場 合

1A=電 車}ζ立 った ま ま20分 行 く場 合 B=電 車 に座 って22分 行 く場 合

2A=電 車 に立 った ま ま20分 行 く場 合 B=電 庫 に座 って25分 行 く場 合

3A=電 車}ζ立 った ま ま20分 行 く場 合 B=電 車 に座 って30分 行 く場合

4A=電 車 に立 った ま ま20分 行 く場 合 B=電 車 に座 って35分 行 く場 合

図3-4通 勤交通 における等価時間係数 を求める質問
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図3-5通 勤交通 における交通 モー ド別選択率の分布
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る選 択 率 を求 め,こ の選 択率 が50%と な る点 の

xを 求 め た。 この とき,図 上 の点 と点 との間 は直

線 で結 ぶ もの とした。 図3-5(a)に 示 す よ うに

50%タ イ ル値 のxは28.7分 とな り,Wrsは1.44

(=28.7/20)と な った。 他 の時 間 に関 す る モ

ー ドの等 価時 間 係数 も 同様 に して求 め た。 各 ケ ー

ス の50%タ イル値 の求 め方 を図3-5に 示 してい

る。 なお,こ こで設 定 した よ うな仮 想 的 な質 問 に

い ては,2つ の選択 肢 のそ れ ぞれ の効 用 の定数 項

boは 同一 とみ な して もよい と思 われ る。

調 査 は図3-4に 示 した よ うな交 通 モー ド別等

価 時 間係 数 を求 める項 目に加 えて,表'3-3に 示

す 項 目 をもつ調 査票 を作 成 し,大 阪府庁,吹 田市

役所,阪 神 高速 道路 公 団 の職 員 を対象 に,1981年

12月 に調査 を行 い,563の 有効 回収 数 を得 た。

c)結 果

交 通 モ ー ド別等価 時 間 係数 を表3-4に 示 した。

鉄 道 立 席 の等価 時 間係 数 は,全 体 を対 象 に した場

合,立 席20分 の場 合 で は1.44,40分 の 場 合 で

表3-3通 勤交通における調査項目

個

人

属

性

[調 査 項 目

通勤

交
通
実
態

等価

時間

係数

時
間
価
値

性 別

年 令

自宅および勤務先住所

運転免許証の有無

運 転 歴

車の保有台数

世 帯 人 数

世帯の通勤人数

年 間 収 入

自宅出発時刻

勤務先到着時刻

通動交通手段 ・経路

交通手殺別所要時間

電車での混雑状態
パスでの混雑状態

電 車 立 席

電 車 待 ち

乗 り換 え

徒 歩

自 転 車
バス着席,立 席

車

電車利用の通勤交通

電車利用の

買物 ・レジャー交通

表3-4通 勤交通にお ける等価時間係数

電 車(立 席) パ ス 自 動 車
乗 ウ換 え

20分40分 (着 席)(立 席)
VSIVS

鉄道三30分 鉄道60分

自転車
圏

徒 歩 待 ち
(1回)

一 　 一

大 阪 府 庁 L43 i.ss i.ss 2.75 1.25 i.zs 2.37 2.31 o.ss 9.63

調査対象 阪神高速道路公団 L44 1.36 1.94 2.75 0.98 i.u 2.24 2.37 o.ss 9.77

吹 田 市 役 所 i.4a 1.41 2.35 2.93 i.u 1.?A 2.53 2.38 1.00 10.25

性 別
男 性

女 性

1.43

i.as

1.37

i.ao

2.01

2.33

2.77

2.94

i.iz

一

1.20

冖

2.39

2.21

2.33

2.43

1.00

i.u

9.85

9.55
.

124 1.38 i.za 2.08 2.87 一 一 1.73 2.04 o.a3 8.45

2529 1.45 i.as 1.94 2.79 1.03 1.15 i.ss 2.39 o.as 9.11

年 令 30～34 i.as L36 i.ss 2.70 i.02 i.zi 2.48 2.35 o.sz io.is

(歳) 35～39 i.4s i.ss i.ss 2.67 1.22 i.zi 2.54 2.42 0.95 io.ss

4045 1.42 i.90 2.44 3.06 1.21 i.z2 3.20 2.36 i.zi 9.80

45～ L45 1.36 2.21 3.IX1 1.22 i.zz 2.50 2.25 1.67 io.sc

運転免証
有 i.as 1.36 z.oz 2.79 1.15 1.20 2.34 2.32 o.sa 9.63

無 1.44 i.ao 2.13 2.83 一 一 2.46 2.41 1.17 10.14

自家用車
・ 有 i.aa 1.36 2.10 2.79 i.w i.zo 2.28 2.35 o.sa 9.77'

無 1.45 i.as i.sa 2.79 i.za i.zo 2.44 2.32 i.20 9.88

20D未 満 1.41 1.33 i.ss 2.73 一 一 i.ss 2.29 0.67 8.52

200台 1.43 1.32 2.00 2.65 i.zi 1.21 1.90 2.17 1.00 9.42

年間収入 300台 1.46 i.s$ 1.97 2.91 1.16 i.ai z.as 2.35 1,57 10.59

(万円) 400台 1.44 i.ss 2.04 2.57 1.08 1.15 2.45 2.33 o.sa io.io

500台 1.42 i.ss 1.95 2.76 0.97 1.00 2.70 2.39 i.oi 9.47

600以 上 1.41 1.39 z.eo 3.64 1,27 1.26 3.00 2.78 i.is 10.42

全 体1・ ・馴1.372.・512.791…51・ ・2・[2.3712.35・ ・219.・ ・
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も ほぼ 等 し く,1.37の 値 を示 した 。 また,グ ル

ー プ別 に みて も ,変 動 は少 な く,ほ ぼ,1.4で 安

定 してい る とい え よ う。

バス 着席 の等 価 時 間係数 は,全 体 では2.05を

示 した。 グル ープ別 で は,吹 田市,女 性,年 令40

才 以上,年 間収 入600万 円 以上で,比 較 的 高 い値

を示 し た。バ ス立 席 の等 価時 間 係数 は,全 体 では

2.79と な り,バ ス着 席 の場 合 に比 べ て,0.74高

くなった 。 グル ー プ別 で は,バ ス着 席 の場 合 ほ ど

大 きな変 動 は ない ものの似 か よ った傾 向 を示 した。

自転 車 の等価 時 間係 数 は,全 体 で2.37と な っ

た が,グ ル ー プ別 で は,年 令 が若 い ほ ど小 さ く,

収 入が 多 い ほ ど高 くな る傾 向 を示 した。徒 歩 の場

合 は,全 体 では2.35と な った 。 グル ー プ別 の変

動 は小 さく,ほ ぼ安定 して い るが,24才 以下 で

や や小 さ く,年 間収 入600万 円以上 で 高 くな った。

待 ち 時間 に つい て は,全 体 で は1.02と 鉄 道 着

席 の場 合 とほぼ 等 しい 結果 を示 した。 グルー プ別

で は,年 令 の若 い 層 ほ ど小 さ くな る傾 向 に あ った。

全 デ ー タに よる乗 り換 え1回 の等 価 時間 係数 は,

9.80と な り,乗 り換 え1回 が鉄 道着 席 の約10分

に 相当 す る こ とが 判 明 した。 ま た,24才 以 下 お

よび所 得 が200万 未満 でや や小 さ くな った 。 自動

車 を自分 で運 転 して行 く場合 の等 価時 間係 数 は,

鉄 道30分 に対 す る場合,1,15,60分 に 対 す る

場 合,1.21と な り,ほ ぼ1.2を 示 した。

この よ うに,等 価 時 間 係数 は交 通 モー ドに よ り

異 な る値 を示 す こ とが 明 らか にな った。 特 に,電

車,バ ス の場 合,着 席 状態 と立 席状 態 で は明 らか

な差異 を示 した。一 方,電 車 と自動 車 につい て は

所 要時 間 を2ケ ース設 定 して比較 した が,明 確 な

差 異 は み られ な か ったQ個 人属 性 に よる変動 状 況

は,自 転 車 と待 ち時 間,乗 り換 え回数 にお いて,

年令 が上 がる につ れて 係数 が高 くな る傾 向が み ら

れ た。ま た,バ ス の場 合 も40才 以 上 で 高 くな っ

た が,そ れ 以外 で は特 徴的 な傾 向 はみ られ な か っ

た。以 上 の こ とよ り,交 通手段 選択 モデル と して

実 用化 を図 る場 合,モ ー ド別 に等 価 時 間係数 を設

定 す る こ との妥 当性 は示 された と思 われ るが,さ

らに,特 に年 令 に よ り係数 に違 い が み られた モ ー

ドにつ い ては,年 令 に よ りセ グ メ ソ ト化 し,年 令

別 モ デル を開 発す る こ とも考 え られ る。

(2)業 務交 通 の場合

a)調 査 の概 要

業 務 交 通 に おけ る交通 モ ー ド別等 価 時 間係 数 を,

通勤 交通 の場 合 と同様 に して求 め るため,図3-

6に 示 す よ うな調 査 票 を作 成 した。 この とき,対

象 とした 交 通 モ ー ドは,鉄 道 立席,徒 歩,待 ち,

乗 り換 えの4つ で あ る。 他 の交 通 モ ー ドにつ いて

は,大 阪 都心 の業 務 交通 におい て あま り重 要 で な

い と思 わ れ るため省 略 してい る。 ほ か に も,表3

-5に 示 す 項 目を含 めて調 査票 を作成 し、業 務 交

Fあ な たが仕 事 で公共 交通 機関(電 車 、バ スな ど)に 乗 って 目的地 ま で行 くとした さ い、下の

1か ら28ま での各質 問 にあ げ る二 つの 状況 の うち、 どち らが よ り好 ま しい とお感 じにな りま

すか。 それぞ れのAとBの うち、好 ま しい と思 われ る方 にO印 をつけ て下 さい 。

i A立 った まま10分 乗 って行 く場合 B12分 かか るが、座 ってい ける場合

2 A 同上 B15分 かか るが 、座 っていけ る場合

3A 同上 B20分 かか るが、座 っていけ る場合

4 A 同上 B25分 か か るが、座 っていけ る場合

図3-6業 務 交通 における等価時間係数 を求める質 問
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表3-5調 査項 目(業 務交通)

[調 査 項 目

性 別

個 年 令

業 務 内 容
人 運転免許証の有無

属 通勤定期の有無

性 業務におけるおもな交
通手段と頻度

業務目的地

最寄り駅からの徒歩

負 パス停からの徒歩

担
直行タイプの徒歩

待 ち 時 間
意 乗り換え回数

識 乗り換え時間

公共交通の混雑

等時
間

電車 ・パス立席

徒 歩

係
価数

待 ち時 間

乗 り換 え

通 が 多量 に発 生す る大 阪市 内都 心4区(北,東,

南,西 区)に 事業 所 を有す る大 企業 約30社 を抽

出 し,1社 当 た り原 則 として30名,合 計 約1000

名 にア ソケ ー ト用紙 を配布 した 。事 業 所 は,1970

年 に行 わ れ たパ ーソ ン トリップ調 査 で用 い られ た

4桁 ゾー ソ単 位 に,従 業者数 の多 い ところ か ら,

従 業 者 数 に ほぼ 比例 す るよ うに して抽 出 した。 ま

た,事 業 所 が特定 地 点 に集 中す るの を避 け るた め

に,鉄 道駅 か らの距 離 に応 じて抽 出 した。 調 査票

の 回収 状 況 を表3-6に 示 した。 なお,調 査 は

1980年11月 か ら12月 にか けて行 った。

表3-6調 査票 ゐ配布 ・回収状況

1北 区1東 区 陣 区1西 区1・ ・他1合 計

配驚 弾12・2442糾

髄 愍 数2493…on…6・823

b)等 価 時 間係 数

通 勤 交 通 の場合 と同様 に して,等 価 時 間係 数 を

求 め た。結 果 を,図3-7,表3-7に 示 した 。

図3-7は,全 体 のデ ータ に対す る選 択率 をプ ロ

ッ トし,50%タ イ ル 値 の求 め方 を示 した も ので

あ り,表3-7は,こ の よ うに して求 めた グル ー

表3-7業 務交通 における等価時間係数

立席電車 徒 歩 待 ち 乗り換

・・分1・ ・分 AIB CD
え1回

㎝ 一 　 一 一
男 1.56 i.so z.m 2.14 2.06 2.08 8.69

性
女 i.ss 1.49 2.00 i.ss i.ss i.gr 8.48

29才 以 下 i.si 1.48 2.01 2.01 L97 1.96 8.38

年 30才 代 1.57 i.55 2.07 2.15 亭.06 2.07 8.73

令
40才 代 1.50 1.47 2.08 2.16 2.12 2.17 8.78

50才 以 上 i.ss 1.52 2.16 2.18 2.12 2.10 9.12
一

業務
管 理 職

事 務

1.44

1.62

i.so

i.s2

2.07

2.04

z.is

z.m

z.io

2.02

2.16

z.oz

8.15

8.63

内容 販 売

他

i.ss

1.61

1.47

i.as

2.06

z.is

2.16

2.13

z.m

2.09

2.11

2.00

8.99

10.00

免 有 1.57 1.53 2.07 2.13 2.07 2.08 8.72

許 無 1.59 i.sa 2.03 2.06 2.01
…

2.03
一

8.56
一 一
定 有 1.57 1.50 2.04 z.os 2.04 2.05 8.65

期 無 1.59 1.51 2.19 2.21一 2.11一 2.15 8.50
一

地 下 鉄 i.sa 1.50 2.04 2.09 2.03 2.05 8.46

業務

交

他 の 鉄 道

パ ス

i.so

1.73

1.51

i.ss

2.08

2.33

2.13

2.46

2.06

2.14

2.05

2.12

5.75

9.64

通 タ ク シ ー 1.54 1.48 2.03 2.13 z.os 2.11 8.13
手
段 自 動 車 冖 1.47 2.19 z.s4 z.zz 2.15 10.00

徒 歩 ・2輪 i.67 i.as 2.05 2.07 2.08 2.10 8.66

回
1回1日 未 満 1.51 1.47 z.oz z.os 1.98 2.00 5.17

1,2回1日 i.so 1.54 z.os 2.10 2.06 z.os 5.82

数 2回 ノ日以 上 i.sa 1.48 z.m 2.14 2.14 2.13 8.94

全 体 .581.5012.0612.012.0512.068.66

注)A=座 って10分 乗 ったあと,10分 歩 く場合

B=座 って20分 乗 ったあと,10会 歩 く場合

C=10分 待ったあ と,座 って10分 乗 る場合

D=10分 待ったあ と,座 って20分 乗 る場合

プ別 の等 価 時間 係数 を示 した もの で あ る。

鉄 道立 席 の 等価 時 問係 数 は,全 体 を対 象 に した

場 合,立 席10分 の場 合 で は,1.58,立 席20分

の場 合 で は,L50と ほぼ 等 しい値 とな った 。 グ

ル ープ別 では,1.47か ら1.73ま で変 動 してい る

が,顕 著 な変 動 特性 は み られ なか った。

徒 歩 で,全 体 を対象 とした場合,「 座 って10

分 乗 った あ と10分 歩 く場 合 」 は2.06,「 座 って

20分 乗 った あ と10分 歩 く場 合」 は2.10と,ほ

ぼ 等 しい値 を示 した 。 グル ープ別 で は,業 務 にお

も にバ ス を用 い る グル ー プが2.3～2.5と 比 較的

高 い値 を示 した も のの,他 の グル ープ は比 較 的安

定 した値 を示 した。

待 ち時 間 の等 価 時 間係 数 は,全 体 の場合,「10

分 待 った あ と,座 って10分 乗 る場 合 」 は,2.05,

「10分 待 った あ と,座 って20分 乗 る場合 」 は,

2.06と きわ めて類 似 した値 を示 した 。 グル ープ
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図3。7業 務交通における交通 モー ド別選択率 の分布

別 では,業 務 に 自動 車 を利 用 す る グル ープがや や

高 い値 を示 した もの の,他 の グル ープ はほ ぼ似 か

よ った値 を示 した 。

乗 り換 え1回 の場 合 は,全 体 で8.66と な っ た

が,グ ル ー プ間 で は,8.13か ら10.00の 間 を 変

動 した。 特 に,年 令 が高 くな るに つれ て,若 干,

大 き くな る傾 向 がみ られた。 また,バ ス,乗 用車,

貨 物 車 利 用者 は高 い値 を示 した。

こ こで も等価 時 間係 数 は交 通 モ 尸 ドによ り異 な

る値 を示 す こ とが 確認 され た。電 車 立席 の場 合 は,

通 勤 交通 の と きに比 較 してや や高 い値 を示 したが,

徒 歩 で は逆 に低 くな った。待 ちは徒歩 の場 合 とほ

ぼ 等 しい値 を示 した が,通 勤交 通 の場 合 の 約2倍

と な り,大 きな差異 を示 した。 乗 り換 え1回 は通

勤 の場 合 よ り,や や低 くな った。 また,所 要時 間

の 違 い に よ る係 数 の変 化 は,各 モ ー ドとも顕 著 で

は なか った。 個 人 属性 によ る変 動 で は,乗 り換 え

1回 に おい て,年 令 が上 が るに つれ て高 くな る傾

向 が通 勤 交通 の場 合 と同様 にみ られ た。
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5.交 通手段選択モデルの係数決定

(1)モ デ ル の係数 決 定 の 方法

式(3・8)で 示 した ロジ ッ ト型 の選択 モ デル の

係 数 α,ゐ を,通 勤 交 通 と業 務 交通 を対 象 に,等

価 時 間係 数 を求 めた調 査 デ ータ に よ り,次 の手順

で求 める こ とにす る。 な お,図3-4に 示 した鉄

道 立席 の 等価 時 間係 数 を求 める質 問 を例 に説 明す

るo

D選 択 モ デル の単純 回帰 型 へ の変形

式(3・8)のPAは 次式 で示 され た。

PA=1/〔1+eXP(α4σ+b)〕

03.14)

さ らに式(3・9)は 次 の よ うに誘導 され る。

1-RC1/PA-1)=¢dG十b(3.15)

ここ で,Y=an(1/PA-i),X=dGと お くと,

Y=aX十b(3・16)

と な り,単 純 回 帰 分 析 に よ り,a,bを 求 め る こ

とが で き る。

iDYの 求 め方

図3-4に 示 した 「電 車 で立 つ場 合 」 と 「座れ

る場 合」 の質 問 にお い て,着 席 時 間22,25,30,

35分 それ ぞ れ の場 合 につ き,Aの 選 択 率 馬 が

求 ま る。 こ れ よP,Yを 求 め る。他 の ケ ース につ

い て も,同 様 に して 求 め る。

iiDXの 求 め方

Xは,dG=GB‐GAで 表 わ され た。 そ して,

GAは,回 答項 目Aの 場 合 の 一般 化 時 間 で あ り,

4節 で求 め た全体 の等価 時 間係 数(表3-4,7)

を使 い,式(3・5)に よ り計算 す る 。GBも 同様

で ある。 た と えば,図3-4に 示 した ケース では,

GA=Wrsto=1.4×20=28分

「電 車 に座 って22分 行 く場合 」のGBは,次 の よ

うにな る。

GB=WT 。tB=1.0×22=22分

よ って,X=dG=(YTB-GAe22-28=-6と

な る。 着席25,30,35分 の場合 も同様 に して計

算 で き る。

(2)選 択 モデ ル の係数

前項 に示 した方 法 に よ り,選 択 モ デル の係数 を

求 め た ところ,次 の結 果 が得 られ た。

a)通 勤 交 通 の場 合

通勤 交 通 にお け る選択 モ デル の係 数 α,bを 表

3mに 示 した。 「電 車立 席 」対 「電 車 着席 」 の

場 合 は,立 席20分,40分 の場 合 とも,α=-0.27

とな り,こ れ と同 じ α値 を示 す もの に,「 電 車乗

り換 え1回 」対 「電 車乗 り換 えな し」,「 徒 歩

10分+電 車 」 対 「徒歩5分+電 車 」,「 〉ミス 立席

10分+電 車 」 対 「パ ス立席5分+電 車」 のケ ー

ス が あ った 。 「バ ス着 席+電 車 」 の選 択 にお い て

は,-0.23と な り,「 自転 車+電 車 」の場 合 も

同 じ値 で あ った 。 こ の よ うに,ア クセス 手段,乗

り換 えの有 無 にかか わ らず,電 車 を利 用 す る場 合

同士 の選 択 にお いて は,お お む ねdは 一 〇.25と

な った。 しか し,待 ち時 間 を含 む 場 合 は,-0.15

表3-8通 勤交通における手段選択 モデル

交 通 モ ー ド

A B

モ デ ル の
パラメーター

a b

F値 サンプ
ル 數

電車立席20分 電車着腐z分
一〇.27鱒

(10.9

o.ss120
.26・・(2

.87)

電車立席40分 同 上
一〇.27・1-0.33

(6.78)(0噂88)
51.60・

1°
、畑 み 瞬 黝 襴,8:i°45・ ・s.ca・

1回 乗 り換え+乗 り換えな し 一〇.27●

電車着席20分 電車着席2分(6.09)

0.3673 .79'(2.18)

徒 歩10分+徒 歩5分+-0.27榊 一〇.00
電車着席30分 電車着席z分(13.49)(o.00)

179.88紳

4

パス着庸10分+パ ス着席5分+-0。23.0.12

電車着席30分 電車着席a分(8.63)(1.14)
74.49・

パス立席10分+パ ス立席5分+-0.27鱒 一〇.Ol

電車着席30分 電車着席s分(20.44)(0.13)
433.21・ ・

自転車10分+自 転車5分+-o.23°80.04
電車着席30分 電車着席 τ分(13.83)(0.52、

194.62・ ・.

電車着席30分 車x分

電車着席60分 車S分

一〇.07鱒

(8.0.5)

-0 .10・・

(7.87)

o.os63
.46軸5(0

.89)

0.3362
.53・'16(2.14)

注)①()内 は 診値

② 爭:5%有 意 ・゚:1%有 意

③ 選択率モデルPa=1/[1十exp(adG.tb)]

と少し大きな値を示した。 「電車着席」対 「自動
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車 」 の場 合 は,電 車 同士 の選択 現 象 とは 異 な り,

-0 .10～-0.07と 大 きな値 を示 した。 こ ゐ こ と

は,電 車対 自動 車 の場 合 は,一 般 化時 問差 の変 動

が,電 車 同士 の選択 ケ ースほ ど,強 く選択 率 に影

響 を及ぼ さな い こ とを示 してい る。 なお,α=0

とい う帰 無仮 説 に対 して検定 を行 った ところ,す

べ ての ケース とも5%有 意 とな り,帰 無仮 説 は棄

却 され た。

bは,m化 時 間差 が0の とき,選 択 率 が0.5

を とる場 合,0を 示 す ので あ るが,表3-8に 示

す よ うに,お おむ ね0の 近辺 を とる もの の,1司

が0.3を こ え るもの もみ られ た。 しか しな が ら,

t検 定 の結 果,b=0の 仮説 は5%の 危 険 率 では

す べて の ケ ース とも棄却 されず,お おむ ね0と み

な してよ い もの と思 わ れ る。 モデ ルの推 定性 に関

す るF検 定 では,す べ て の ケ ース とも5%有 意 と

な り,モ デ ル の再 現 性 は ある程度 確 か め られ た。

b)業 務 交 通 の場 合

表3-9に 示す よ うに,α はお おむ ね 一 〇.25

と,や や 小 さな値 とな った。bは0.07か ら0.43

の間 を変 動 した。 ま た,t検 定,F検 定 とも通 勤

交 通 の場 合 とほぼ 同様 な結果 を示 した。

6・ ま と め

以上,本 章 では,い くつ か の交通 手 段 とか,交

通 状況 の 組合 わせ にお い てな され る交 通 モ ー ドの

選 択現 象 の うち,二 項 選択 型 現象 に着 目し,そ の

モ デル化 を行 った 。 こ の とき,効 用 と選択 率 の関

係 は,従 来 の ロ ジ ヅ トモデ ル で示 した が,効 用 は

従 来 とは異 な り,一 般化 時間 に よ り説 明す る こ と

を試 み,定 式 化 を行 った。 そ して,個 々 のパ ラ メ

ー ター を選択 意識 調 査 デ ータに よ り決 定 し,次 の

お もな結 論 を得 た 。

α)一 般化 時 間 の 係数 で あ る交 通 モ ー ド別 等 価

時 間 係数 を,通 勤 お よび 業務 交通 を対象 に求 め た

とこ ろ,お おむ ね表3-10に 示 す結 果 を得 た。

「立席乗 車」 の場 合,両 交 通 とも,あ ま り差 は み

られ ない が,「 徒 歩 」 で は,通 勤 に おい て,や や

高 くな った。 「待 ち」 で は,業 務 で通 勤 の2倍 と

表3-9業 務交通における手段選択 モデル

交 通 モ ー ド
モ デ ル の
パラメーター

F値
サンプ
ル 数

AIB aIb

騨 立刷 ・分 電輟 恥 分 ‐°.z°・(4.8#)脳)23…'

騨 蛉 ・・分 同 上 一゜.25・(7.43)°(1:蓊55…'

電車着席10分 電車着席z分 一〇.22.0.11
+徒 歩io分+徒 歩1分(6.33)(0.55)

40.09'

轡 嬲 雰 同 上 ‐o.zs・(7.36),鴇贈1・
i

咢晶 薯 、t,0券鼇晶 磊 蕩 モ9:囂;(8:き54・ ・soy

薹毳 蠶 、赫 同 上 一゜.26・(7.72)鴣 ・9.98'

電車着席10分 乗 り換えな し
+1回 乗 り換え 竃車着席a分

一〇.33・10.43

(7.22)(1.88)
52.04'

表3-10交 通 モード別等価時間係数

1通 司 業 務一
電 車 立 席1.4L5パ ス 立 席

徒 歩2,42.1待 「,

自 転 車2.4一 乗 り 換 え

パ ス 着 席2。 王_自 動 車

2.8

i.0

9.8

1.2

2.1

8.7

注)④()内 は ∫値

② 申:5%有 意.,:1%有 意

③ 選択率モデルPA=1/[1+exp(adG+b)]

と通 勤交 通 の場 合 と似 か よ った値 を示 した 。 しか

し,電 車立 席10分,電 車着席10分+徒 歩10・ 分

の場 合 は,そ れぞれ,-0.20,-0.22と やや 大

きな値 を示 した。 乗 り換 えの有 無 の場 合は 一〇.33

高い 値 を示 した 。 「乗 り換 え」で は通 勤 がや や高

い値 を示 した。

(ロ)選 択 モ デル の係数 α(表3-8,9)は,

ア クセス手 段 を含 めた電 車 を利 用す る場 合 の選 択

現 象 におい て は,お おむ ね 一 〇.25付 近 の値 を 示

した が,待 ち,乗 り換 えを含 めた場 合,通 勤 と業

務 に おい て,や や異 なる値 を示 した。通 勤 交 通 に

お け る電 車対 車 の選 択 で は,約 一 〇.1を 示 し,電

車対 電 車 の場 合 に比 べて,一 般 化時 間差 の選択 率

に及 ぼ す 影響 が小 さい こ とが判 明 した 。
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第4章 い くつか の交通行動 にお ける時間価値1)

1・ は じ め に

時 間 と費用 は従 来 よ り,交 通 行動 者 が交通 手段

や経 路 を選 択 す る際 の重 要 な2大 要因 と言 われ て

きた。 しか しなが ら我 国 にお い ては,選 択 現 象把

握 の際,時 間 につ い て は比較 的 詳 し く分 析 され て

ぎた が,費 用 につ い て独 自に研 究 した例 は少 な い。

交 通手 段 や経 路 を選 択 す る際,時 間 と費用 の トレ

ー ドオ フ関係 に よ り意 思決 定 を行 な ってい る ケ ー

ス が多い が,こ の と き異 な る次元 の両 者 を結 び つ

け る指 標 として時 間価 値 が考 え られ た。時 間 価値

は分 母 に時 間,分 子 に金 額 を と り,時 間 を金 額 に

換 算 す る指標 で あ る。 ところで,時 間価値 に関 す

る研 究 の系譜 をま とめ た もの と して青 山 ら2)の 研

究 が ある。 これ に よ る と,時 間価 値 につい て の研

究 には5つ の 系統 の流 れが あ る こ とが示 され てい

る。 これ らは1)所 得2)費 用 関数3)行 動 モ

デル4)効 用 理論5)土 地 価格 に よる方法 で あ

る。 本研 究 で 用 い る時 間価値 は2節 で示 して い る

よ うに,各 経 路 に費 され る時 間 と費用 を基 準 モ ー

ドの所要 時 間 にす べ て 換算 して一般 化時 間 として

表現 す るた め の,と くに費 用 を時 間 に換算 す る係

数 と して の意 味 を持 って い る。 そ して,こ の一般

化時 間 は2節 で示 す 確 率効 用理 論 にも とつ く2項

選択 型 ロジ ッ トモ デ ル の効 用関 数 を形 づ け る もの

と して考 え られ て お り,こ こで用 い られ る時 間価

値 も必 然 的 に この モ デル を前提 として誘導 され る。

よ って,本 研 究 にお いて 対象 とす る時 間価 値 は,

青 山が い うと ころ の行 動 モデ ル に よる方法 に該 当

す る もの と思 われ る。

本章 では,い くつ か の交 通手 段選 択 現象 が考 え

られ るな か で と くに,鉄 道 を使 って通 勤 す る際 の

経 路 選 択 に お ける時 間 価値,同 様 に買物 ・レジ ャ

ーに鉄 道 を使 う場 合 の時 間価値 ,P&R通 勤 者 を

対象 とした駅 周辺 の駐 車場 選択 にお ける時 間 価値,

この3種 類 の時 間価 値 を ア ンヶ 一 ト調査 デ ー タ を

も とに して求 め るこ とに した。

2.交 通手段選択モデルと時間価値の求め方

す で に3章 にお い て,い くつ かの交 通 モ ー ドの

組 み 合わ せ に おい て な され る交通 を対 象 と した,

2項 選 択 型 の 交通 手段 選 択 モ デル を一 般化 時 間 を

組 み 込 ん で定 式化 した。 この とき,交 通 手段 選 択

モ デル は式(3・8),一 般化 時 間 は式(3。5)で

表現 した。 しか しなが ら,一 般 化時 間 を求 め る式

(3・5)で は,そ の費 用 に関す る項Mが 交通 経 路

全 体 にわた って費 され る費 用 の総和 と して表 現 さ

れ る に と どま ってい た。 現実 には,鉄 道 や バ ス の

料 金,自 動 車 の走 行 費用 や駐 車料 金 な ど,い くつ

か の異 な るモ ー ドの費用 に よ り構成 され る ケース

が 多 いの で,こ こ で は,一 般化 時間 を求 める式 を

さら に一 般 的 なも の に拡 張す る こ とを試 みた 。つ

ま り,Mを モ ー ド別 の費 用 に分 割 し,そ れぞ れ時

間価 値 が 異 な る もの として,一 般化 時 間Gを 次式

の よ うに表現 す る こ とに した。

IT

σ譫 認
、μ詳計 曜 ㌔ 三、m./λ・

(4.1)

た だ し,m.J=モ ー ド ノ に 関 す る 費 用

(ノ=1,2,…,」)

λブeモ ー ドノ の 時 間 価 値

C1=1,2,…,J)

と こ ろ で,式(4・1)に お け る 等 価 時 間 係z
ノ
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に つ い ては,3章 に お いて,表4-1に 示 す よ う

に通 勤時 の代表 的 な交 通 モ ー ドを対 象 に す で に求

め る ととも に,8に つ いて も推 定 して い る ので

本 章 では残 された 時 間価 値 を推 定す る こ とに した 。

こ の場 合 の推定 方 法 は3章 で述 べ た等 価 時 間 係数

を求 める方 法 とほぼ 同様 で あ る。

表4-1通 勤交通 における交通 モード別等価時間係数

鉄 道 バ ス

車
自
転
車

徒

歩

一・乗

同 り

z着席 立席 着席 立席

1.0 1.4 2.1 2.8 1.2 2.4 2.4 9.8

っ ま り,A,Bと い う2つ の経路 の選 択 現 象 を

考 える とす る と,Aを 選 択 した場合 の効 用 の確定

項 ら,Bを 選 択 した場 合 の それUBは,式(4・

1),(3・6)よ り

I

i=1

J
+

ゴ三、伽/λ ゴ)+6・

r

UB=bl(謁 嬉 ・+・ み

(4.2)

1
+

、三 、丐 ・/λ ・)+b・(4'3)

と な る 。 こ の と き,定 数 項boは3章 で 述 べ た 理

由 に よ り経 路A,Bで 異 な ら な い も の と し て い る。

次 に,今,L=1の モ ー ドの 時 間 を基 準 に し た 時

間 価 値 λ1を 求 め る とす る と,tl,瓰1以 外 の 属 性

の 値 お よび 定 数 項60を,ABと も に 同 一 とお い

て 次 の よ う に し て 求 め る 。 こ の 同 一 部 分 を α で 示

す と

UA‐bt(t1A-1-m1A/.11-Fa)+by

(4.4)

UB-bl(`1β+m1B/λ 、+α)+b。

(4.5)

と な り,UA=UBと お く と,λ1は,

λ1=(m1β 一 η31オ)/(`1ズ ε1B)

(4.6)

と して 求 ま る。 そ して,等 価 時間 係数 の場 合 と同

様,UA=UBの とき,PA=PB=0.5と な る こ

とを利 用 して,次 節 以下 で時 間価 値 を推定 す る こ

とに した。

3・ 通勤交通における鉄道選択時の時間価値

(1)時 間価 値 の求 め方

図4-1に 示 す 質 問 項 目を持 つ ア ンケ ー ト調 査

を,1981年12月 に大 阪府 庁,吹 田市役 所,阪 神

高 速道 路公 団 の職 員 を対象 に実 施 した。 この調 査

にお いて は,図4-1に 示 した,直 接,時 間価 値

に関連 す る質 問項 目以 外 に,個 人属 性,通 勤交 通

実 態,等 価時 間 係数 把 握 の ため の質 問 な ども含 ま

れ て い る。 回収数 は,大 阪 府庁194,吹 田市役 所

188,阪 神高速 道路 公 団181,計5〔 氾票 とな った。

時 間価 値 は,こ の調 査 デ ー タ を も とに,2節 で示

した 方法 に よ り,具 体 的 に は次 に示 す方 法 で 求 め

た。

問17今 、Aか らBへ 行 くの に鉄 道 が2本 あ ります。一

方 は他 方 に比較 して速 度 は早 いが、料 金 は高い場

合 、出勣時Aか らBへ 行 くの にど ちらの鉄道 を利

用 され ます か。 通勤 手当 はい ずれ も支 給 され、 自

己負担 はあ りませ ん。

1.高 くて も早 い方 を利 用す る。

2.二 つ の路線 め通 勤定期 代 と所要時 間 か ら、 ど

ちらを利 用 す るか判断 す る。

問18出 勤時 にAか らBへ 行 くのに 、一・方の鉄 道 を利

用す る と、 所要 時間 が30分 、1ケ 月の定 期代 が

5000円 か か ります。他 方 は20分 で行 けます が定

期代 が高 くなります。 い くら以下 なら、20分 で

行 ける鉄道 を利 胴 され ますか。

1.6000円2.7000円3.8000円

4.9000円5.1111'以 上(円)

問19出 勤時 にAか らBへ 行 くのに 、一・方の鉄 道 では

60分 、1ケ 月定期 代 が10000円 かか ります。他 方

の鉄道 で は40分 の場合 、1ケ 月の定期 代 がい く

ら以下 な らこの 鉄道 を利 用 され ます か。

1.12000円2.14000FI3.16000F`14.18000円

5.20000円6.そ の他(円)

図4-1通 勤交通の時間価値に関す る質問項目
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今,0か らPへ 行 くのに,A,Bと い う鉄 道 が

2本 ある とし,次 の所 要 時間 と費用 を有 す る もの

とす る。 これ ら2つ 以外 の 要因 は,両 鉄 道 を使 っ

た経 路 と も同 一 であ る と仮 定 す る。

鉄 道Aの 場 合,所 要時 間30分,

1ヵ 月定期 代5,000円

鉄 道Bの 場合,所 要時 間20分,

1ヵ 月定 期 代X円

この時,各 被験 者 は,図4-1の 問18の よ うに,

ス ピー ドは早 いが,費 用 が高 くな る鉄 道Bを 選 択

す る際 の一 ケ 月定期 代 の上 限値Xを 答 え るよ う指

示 され るqし か しな が ら,直 接,こ のXを 回答 す

る よ う被 験者 に要求 して も,判 断 に苦 しむ と思 わ

れ る ので,問18の よ うに,1,000円 オーダーで の

選 択 肢 に回答 す る よ うに した 。 こ の回答値 を も と

に,式(4・6)に よ り,各 個人 につ き,時 間 価値 が

求 め られ るが,選 択 確率 が50%と なる時 のXの

値 は,た とえ ば,問18で7,000円 に 回答 した と

す る と,正 確 には,7,000±500円 の範 囲内 に存

在 し,7,000円 で も って 代 表 させ る には誤差 が大

きい と考 え られ るの で,次 の よ うに集 計 化 した デ

ータ を用 い るこ とに した
。

た と えば,回 答者 総数100人 と して,6,000円

に回答 した 人10人,7,000円30人,111円20

人,9,000円30人,10,000円10人 とす る と,B

が6,000円 を少 しで も越 えた値 でのAの 選 択率 は

0.1(=10/100),7,000円 の場 合 では0.4(=

(10+30)/100)と な る。 この よ うにXの 値

に 応 じて求 めた鉄 道Aの 選 択率 が図4-2に 示 す

よ うに変化 した とす る と,こ の時Aの 選 択 率 が50

%に 相 当す るXの 値 は7,500円 とな る。 よ って時

間価 値 は,式(4・6)よ り,

d=(7500‐5000)/(30‐20)=250

C4.7)

となる。 た だ し,こ の場 合 の時 間 価値 は式(4・7)

の分母 が地 点0か らPへ 行 く場 合 の片 道 の所要 時

間 差 で示 され,分 子 がOP間 の1ヵ 月 の通 勤定 期

代 の差 で示 され てい る こ とに注 意 を払 う必 要 が あ

る。 よ って,こ の場合 の時 間価 値 は,片 道 鉄 道1

分 間 を1ヵ 月の定 期代(円)に 換算 して表 わ した

もの となる。 な お,こ の時,問18に 示 す ケ ース

以 外 に,鉄 道Aが60分,1ヵ 月定 期 代 が1万 円,

鉄道Bが40分 の ケ ース につい て も 同様 に し て時

間 価値 を求 め,こ れ らの時 間価 値 の比 較 も行 った。

図4-2鉄 道Aの 選択率 の分布例

(2)結 果

図4-1の 問17で は,A地 点 か らB地 点 に 行

くのに2つ の鉄 道,一 つ は速度 は速 い が料 金 が高

く,他 は速 度 は遅 い が料金 が安 い とい う鉄 道 が あ

った場 合,ど ち らを利 用 す るか を問 うてい る。 こ

の時,通 勤 手 当 は支 給 され る も の と してい る。結

果 を表4-2に 示 したが,回 答総 数535の うち,

「高 くて も早 い方 を利 用す る」 と答 えた人 は337

人 で63.0%を 占 め た。残 りの198人(37.0%)

が 「運 賃 と所 要 時 間 か ら判断 す る」 と答 え てい る。

こ の よ うに,通 勤手 当 が全 額支 給 され る場 合 で も,

運 賃 と所 要 時間 を考 慮 して鉄道 の経 路選 択 をす る

人 が約4割 にのぼ った とい うこ とは 興味 深 い 。
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さ らに グル ープ別 にみ てみ る と,大 阪府 庁 と吹

田市 役所 では 「高 くて も早 い方 を利 用 す る」 割合

が10%以 上 の差 を有 してい る。大 阪 府庁 の職 員

は吹 田市 役 所 の職 員 に比較 して,通 勤 時 間 が長 い

が,こ の こ とが影響 してい る こ と も考 え られ る。

表4-2問17の 鉄道選択判断結果

選 択 肢

属 性

高くても早い方
を利用する

運賃と所要時間
から判断する 合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 %

事
業
所

大 阪 府 133 69.3 59 30.7 192 ioo.o

阪神高速道路公団 ion 61.1 68 38.9 175 ioo.o

吹 田 市 97 57.7 n 42.3 168 100.0

性
男 302 63.4 174 36.6 476 100.0

女 35 60.3 23 39.7 58 100.0

年

令
,.

叢
v

一一24
30 73.2 11 26.8 41 100.0

25^-29 53 60.9 34 39.1 87 100.0

30--34 116 71.6 46 28.4 162 100.0

35--39 73 65.8 38 34.2 111 100.0

40^-44 36 53.7 31 46.3 67 100.0

45～ 27 42.9 36 57.1 63 100.0

免
許

有 231 63.5 133 36.5 364 ioo.o

無 104 62.3 63 37.7 167 100.0

車
有 202 ss.z 103 33.8 305 ユ00.0

無 135 59.5 92 40.5 227 100.0

年間

収
入
A

万
円
v

一一200
22 55.0 18 45.0 40 100.0

200台 53 68.8 24 31.2 77 ioo.o

300台 111 .: 50 31.1 161 ioo.o

400台 74 so.a 49 39.8 123 100.0

500台 41 56.9 31 43.1 72 100.0

600以 上 28 54.9 23 45.1 51 100.0

全 体 337 63.0 198 37.0 535 100.0

年 令 別で は,お おむ ね若 い 層 よ り,高 令 層 ほ ど

「運 賃 と所 要 時 間 か ら判 断 す る」割 合 が 高 く,ま

た,年 令 と比 例 関係 にあ る と思 われ る収 入別 で も,.

収 入 が多 い層 ほ ど,こ の割合 が高 くな って い る。

性 別,免 許 証 の有 無 別 で はあ ま り差 は み られ ない。

自家 用車 の有 無別 では,保 有 してい る層 に お いて

「高 くて も早 い方 を利用 す る」 と答 えた 割合 が 高

くな って い るo

次 に,「 運 賃 と所 要時 間 か ら判断 す る」 と回答

した人 を対 象 に,問18,19に 示 す 時 間価 値 を求

め る 質 問 を行 った 。 この デ ータ を も とに先 に示

す方 法 に よ り求 め た時 間価 値 を表4-3に 示 した 。

な お この とき,所 要 時 間 の差 異 に よ る時 間 価 値 の

変動 状況 をみ るた め,間18で は所 要時 間30分 と

20分 の場 合 の選 択 問題,問19で は60分 と40分

表4-3鉄 道 を利用する場 合の時間価値

交通目的

属 性

s1)
通勤交 通

買 物 ・ 嚀2)

レジャー交 通

問18 問19 問20 問21

事
業
所

大 阪 府 111.9 142.1 3.6 3.9

阪神高速道路公団 119.1 116.0 3.4 4.2

吹 田 市 75.1 117.5 3.3 3.6

性
男 94.0 122.2 3.5 3.9

女 (166.7) (156.3) 3.4 4.0

年

令
(

歳
)

一一24 (175.1) (150.0) 3.3 3.6

25～29 127.2 130.7 3.3 4.3

30～34 85.7 139.5 3.7 4.2

35^-39 13.5 146.5 3.6 3.8

40--44 57.1 39.7 3.0 3.3

45 8L6 107。2 3.6 3.8

免
許

有 90.1 120.6 3.5 3.9

無 127.1 135.9 3.4 3.8

車
有 103.1 12$.4 3.5 4.0

無 108.8 122.2 3.4 3.8

年
間
収
入
(

万
円
)

Zoo (150.0) (128.5) 3.5 3.3

2001台 (128.6) (136.4) 3.4 4.3

300台 85.5 118.3 3.3 3.9

400台 100.0 136.1 4ユ 4.1

500台 122.3 122.3 3.2 3..8

600以 上 (ioo.o) (]30.0) 3.4 3,9

全 体 ,., 123.0 3.3 3.8

(注)零1)通 勤交通の場合の時閻価値 の単位は、鉄道片道1

分間 あた りの1ケ 月定期代 の金額(円)で ある。

索2)買 物 ・レジャー交通の場合 の時 聞価値 の単位 は、

乗車券 を買 って乗った場合 の1分 聞 あたりの金額

(円)で ある。

*3)()は デー タ数30以 下 のもの。

の場 合 の選 択 問題 と した。

問18の ケ ースで は,全 回 答 者 を対 象 に した場

合,鉄 道 片道1分 間 の時 間 価値 は1ヵ 月定期 代 に

して99.0円 とな った。 この時 の鉄 道B(所 要 時

間20分,1ヵ 月定期 代X円)のXの 各 値 に対す る

鉄 道Aの 選 択 率 の分布 状況 を図4-3(a)に 示 し

た。 鉄 道Aの 選択 率50%に 相 当す るXは5,990円
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とな り,時 間 価値99.0円/分 は(5990-5000)

/(30-20)に よ り求 め られた。 問19の 場 合 も

同様 に して図4-3(b)に 示 す値 を も とに して,

123.0円/分 と計算 され た 。こ の値 は1ヵ 月の定

期 代 で測 った場 合 の1分 間 の時 間価 値 で あるが,

仮 に1ヵ 月 に25日 通 勤 に 往 復,鉄 道 を利用 す る

図4-3鉄 道1ヵ 月定期代 と選択率の関係(全 体)

とす る と,1ヵ 月50回 こ の鉄 道 に乗 る こ とにな

る。 よって,1回 乗 車 あた りの時 間価値 は,問18

の ケ ース の 場合,99÷50=2.0円/分,問19

の ケ ース では2.5円/分 とな る。

グル ープ別 に時 間 価値 をみ る と(表4-3,図

4-4),問18の ケ ース の場 合,お おむね 収 入

が増 加 す るに つれ て時 間価値 は大 き くな って い る。

しか し,そ れ以 外 で は顕 著 な特徴 は み られ なか っ

た。 問19の ケ ース で は,収 入 階 層別 に おい て も

明確 な特徴 は見 られ なか った が,い ず れ の グル ー

プ にお いて も,お おむ ね問19の ケース の 方 が 問

18に よ る時 間 価 値 よ り大 き くな った。 こ の こ と

は,所 要 時 間 が60分 とい った 鉄 道 に お け る時 間

短 縮 に支 払 われ る金額 は,こ れ よ り短 かい所 要 時

間 が30分 の 場 合 の 同一 時 間 の短 縮 に対 して支 払

わ れ る金額 よ り大 な るこ と を示 してい る。

4.買 物 ・レジ ャー交 通 に お ける鉄道 選 択 時 の時

間価 値

(1)調 査方 法

3節 に示 した通 勤 時鉄 道 を利用 した場合 の時 間

価 値 を求 め る調査 票 に,図4-5に 示 す 買物 ・レ

ジ ャー交 通時 の鉄 道 に関す る時間 価値 を求 める質

問項 目,問20,21を 加 えて,調 査 を行 った。 こ

の時,こ れ らの質 問 にみ られ るよ うに,前 節 の場

合 の1ヵ 月定 期 代 に変 えて,た だ,片 道 料金 を お

い てい る。 問20に おい て は,一 方 の 鉄 道 を所 要

時 間30分,料 金200円(こ の鉄 道 を鉄道Aと 称

す),他 方(鉄 道Bと 称 す)を 所 要時 間20分,

料 金 をX円 とお い て,Xの 値別 に鉄 道Bの 選択 意

識 を問 うて い る。問21で は,こ れ に 比較 して所

要 時間 と料 金 が2倍 にな る ケ ース で 同様 の質 問 を

した。

(2}結 果

時間 価 値 の求 め方 は前 節 と同様 で あ る。全 回答

.者 を対 象 に した場合 の問20で の時 間 価 値 は,表

4-3に 示 す よ うに3.3円/分 とな った。 この時

の鉄道Bの 料金 に対応 す る鉄 道Aの 選択 率 の分 布
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678910

鉄道Bの1ヵ 月定期代(千 円)

(a-1)鉄 道A丶30分 、1!i円

年間 収 入300万 円台

678910

鉄道Bの1ヵ 月定期代(千 円)

(b-1)鉄 道A、30分 、5000円

年 間収入400万 円台

678910

鉄 道Bの1ヵ 月定期 代(千 円)

(c-1)鉄 道A、30分 、5000円

年間収入500万 円台

1214161820

鉄道Bの1ヵ 月定期 代(千 円)

(a--2)鉄 道A、60分 、10000円

年間収入300万 円台

1214161820

鉄道Bの1ヵ 月定期 代(千 円)

(b-2)鉄 道A、60分 丶10000円

年間収 入400万 円台

1214161820

鉄 道Bの1ヵ 月定 期代(千 円〉

(c-2)鉄 道A、6G分 、10000円

年間収入500万 円台

図4-4鉄 道1ヵ 月定期代 と選択率の関係(年 収別)

II



状 況 を図4-6(a)に 示 した。鉄 道Aの 選 択 率

の50%タ イ ル値 は233円 とな り,時 間 価 値 は

(233-200)/(30-20)=3.3円/分 と して計

算 さ れた。 同 様 に,問21の 所 要時 間 が長 く,料

金 が高 くな る ケ ース につ い ての選択 率 の 分布 状況

を図4-6(b)に 示 した。 こ の時,時 間 価値 は

3.8円/分(=(476-400)/(60-40))と な

問20買 物 や レジャーで出 か けられ る場 合、Aか らBへ

行 くの に二 つの鉄道路 線 があ り、一方 は所 要時 間

30分 で料金 は200円 かか ります。他方 は所 要時間20

分 で すが、料 金は高 くなる場 合 、料金 がい くら以

下 な らこの鉄 道 を利 用 され ますか。

1.220円2.240円3.260FrJ

4.280円5.300円6.そ の他(円)

問21買 物 や レジャーで出 か けられ る場 合、Aか らBへ

行 くの に二 つの鉄道路 象 が あ ります。一 方 は所 要

時間60分 で料 金は400円 かか ります。他 方 は40分 で

行 けますが 、料金 が高 くな る場 合、料 金 がい くら

以下 な らこの鉄道 を利 用 され ます か。

1.450円2.500円3.550円4.600円

5.650円6.700円7.そ の他(円)

図4-5買 物 ・レジャーの時間価値に関する質問項 目

り,所 要 時 間6,料 金 とも小 さい問20の ケース よ

り,0.5円/分 大 き くな った。3節 に示 した鉄道

定 期 代 に換 算 した場 合 も,同 様 の結 果 を示 してお

り,1時 間 く らいかか る場 合 で の時 間短 縮 に おい

て は,30分 く らい かか る ケ ースで の 同 一 時 間 の

短 縮 に対 して よ り,よ り多 くの費用 を負担 して も'

よい との意 識 を回答者 が有 す る こ とが うかが われ

よ う。ま た,3節 で 求 めた全 回 答者 に対 す る時 間

価値 を,1ヵ 月 に50回 鉄 道 に 乗 車 す る として,

1回 乗 車 あた りの時 間価 値 に換算 した ところ,問

18の ケース では2.0円/分,問19の 場 合2.5鬥

/分 とな り,本 節 で の買 物 ・レジ ャー交 通時 の よ.

うに切符 を買 うケ ース での時 間 価値 よ り小 さ くな

って い るo

(a)鉄 道A、30分 、料金200円 の場合

(b)鉄 道A、60分、料金400円 の場合

図4-6買 物 ・レジャ ー交通 時 の鉄道 料 金 と選 択 率

の関係 の関 係(全 体)

5.通 勤時有料駐車場を選択する場合の時間価

値

(1)調 査 方 法 と時間 価値 の求 め方

通 勤 時 に 自動車 を利 用 してい る人 を対 象 に,図

4-7に 示 す 質問 項 目を持 つ調査 を行 った 。 こ の

質 問 に お い ては,次 の よ うな駐車 場 の選択 現 象 を

想 定 して い る。 今,駅 の近 くに駐 車 料 金 と駅 ま で

の徒歩 時 間 の異 な るA,B2つ の有 料 駐車場 が あ

る とす る。駐 車場Aは 駅 まで歩 い て3分,1ヵ 月

の駐 車 料 金 が7,000円,駐 車場Bは 駅 まで歩 い て

8分,Aよ り5分 時 間 がか か るが駐 車 料金 が安 く
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問22【 自劾 車利 用の方 のみ 、お答 え下 さい】

今 、 自宅 か ら駅 まで 自動 車 を利用 し、 それか ら鉄

道 に乗 りか え、通勤 ・通 学先 まで行 くと します。

この とき、駅 の近 くにA・Bと い う2つ の有 料駐

車場 があ り ます。駐 車場Aの 場 合 、駅 まで歩 いて

3分 、1ケ 月の駐車料 金 が7000円 です 。駐車 場B

鱗 象:畿灘 萎1盆欝 怨鷁三鈎
い くらまで な らBの 駐車場 を利 用 され ますか 。 な

お、駐 車料金 は 自己負担 と します 。

1.6500円2.6000円3.5500円4.5000円

5.4500円6.4000円7.3500円8.3000円

9.そ の他()円 まで

図4-7駐 車場選択時の時間価値 を求める質問項 目

な る。 こ の とき,Bの 駐 車場 を選択 す る際 の料金

の許 容限 度 を問 うて い る。

この時,徒 歩 時 間1分 に相 当 す る時 間 価値 を,

1ヵ 月 の駐 車料 金 に換算 して求 め た が,こ の 考 え

方 は3節 に示 した もの と同 じ で ある。 た とえ ば,

駐 車 場A,Bの 選択 率が50%を とる時 の 駐 車 場

Bの 料 金 をX円 とす る と,時 間 価値 は(7000→ ○

/(8-3)と して求 ま る。

な お,本 調査 は駅 周辺 に実 際 にP&Rし てい る

通 勤 ・通 学 者 を対 象 に行 った もので ある ことか ら,

図4-7の 問22に おい て 想 定 したP&Rは,調

査 対 象者 に とって ある程度 現 実性 を有す る もの と

考 え られ る。 こ の調 査 は1983年10月 に北 大 阪急

行 千 里 中央,江 坂,阪 急 北 千 里,山 田,南 千 里,

京 阪樟 葉 の6駅 で実施 され,1131人 か ら回 収 を

得 た。 な お,こ こで の分 析 で は通 勤 者 の み を対象

と して い る。

(2)結 果

表4-4に グル ープ別 の時 間価 値 を示 した 。全

回答者 を対 象 に した時 間価 値 は,徒 歩1分 あ た り

566円 とな った。 グル ープ別 にみ る と,性 別 では

男性536円,女 性652円 とな り,女 性 の方 が100

鬥 以 上 も高 く顕 著 な差異 を示 した。年 令 別 で は,

一般 に年 令 が上 が るにつ れて 時 間価値 も高 くな る

表4-4駐 車場選択時の時 間価値

属 性 時間価値 デー タ数

性
男 536 208

女 652 41

年

令
(

歳
)

～29 540 34

30代 642 64

40代 596 90

50～ 514 47

車
1台 574 197

2台 ～ 546 53

家

族

人

数

～2人 560 31

3 570 51

4 536 106

5 600 40

6 .11 20

通勤
人数

1人 592 125

2 542 121

年

収

400万 円未満 510 58

400万 以上600万 未満 604 77

600万 以上800万 未満 542 55

800万 円以上 642 46

駐
車
料
金
(
円
)

0円 586 19

7000円 台 550 98

8000円 台 576 50

9000以 上/iOOOO_未 満 536 48

12000円 台 650 31

通

勤

時

間

50分未満 584 36

50分 台 606 53

60分 台 540 66

70分 台 544 41

80分以上 540 53

全 体 566 250

注)こ の場合の時間価値の単位は、駐車場 か ら駅 までの徒歩

1分 間あたりの1ケ 月駐車料金の金額(円)で 示 している。

と思 われ る が,調 査結 果 は逆 の傾 向 を示 し,30才

代 の642円 を ピーク に以後 減少 してい る。 年収 別

で は,収 入 が あが る につれ て時 間 価 値 も上 昇 す る

と予 想 され るが,表4-4に 示 す よ うに年 収800

万 円以 上 で642円 と ピー ク値 を示 し,400万 円未

満 で最低 値 を示 す もの の,400万 円 以 上600万 円

未満 の層 と600万 円 以上800万 円 未 満 の層 で逆 転

を生 じて い る。 他 の グル ー プにお い て は あ ま り顕

著 な差 異 は み られな い 。 なお,全 体,性 別,年 令'

..



別 グル ープ の駐 車場Aの 選 択率 の分布 状 況 を図4

-8に 尓 してい るo

とこ ろで,こ こで 求 め られた時 間 価値 は徒歩1

分間 あた りの時 間価 値 で あ った 。3節 に おい て は

1ヵ月の駐車料金(千 円)

(a)性 別

1ヵ月の駐車料金(千 円)

(b)年 齢別

図4-8駐 車料 金 と駐車場 の選択率 との関係

鉄 道乗 車1分 間 あた りの時 間価 値 を求 め てい る。

そ こで,両 老 を比較 す るた めに,こ こで 求 め た時

間価 値 を鉄 道1分 間 あた りに換算 す る こ とを試 み

る。 前章 で示 した よ うに徒 歩1分 は鉄 道2.4分 に

相 当 す る とい う結 果 が得 られて い る。 そ こで,こ

の値 を使 うと,全 回答 者 を対 象 に求 め た時 間 価値

566円 は,鉄 道1分 間 あ た りに換算 す る と236円

とな り,鉄 道選 択時 の時 間価 値 の約2倍 とい う結

果 とな った。 また,駐 車 場 を1ヵ 月 に25回 利 用

す る と仮 定 す る と,1ヵ 月 あた りの駐 車 料金 に換

算 して566円 とい う時 間価 値 は,駐 車場1回 利 用

す る たび に徒 歩2分 の時問 短縮 を得,1カ 月で は

50分 の時 間短 縮 とな るの で,徒 歩1分 間 あた り

の時 間価 値 は厳 密 にい うと,11.3円,鉄 道1分

間 あた りに換 算 す る と4.7円 とな り,買 物 ・レジ

ャー時 の 時間 価値 よ りも高 い値 とな った 。

6.ま と め

本章 で は,以 上 みて きた よ うに,A,Bと い う

2つ の時 間 と費用 の異 な る経 路,た とえばAはB

に比 較 して時 間 はか か るが 費用 は安 い とい った場

合 に,A,Bい ず れ とも選択 率 が50%ず つ に な

る場 合 の 時間 と費 用 の トレー ドオ フ関 係 に よ り時

間価 値 を3つ の ケース を対 象 に算 出 した 。そ の結

果,主 に次 の結 論 が得 られた 。

(イ)通 勤 時鉄 道 を利用 す る場合 の時 間価 値 は,

片道 鉄 道 乗車1分 間 あた り1ヵ 月定期 代 に して,

全 回答 者 を対 象 に した場 合,99円 と123円 が 得

られ た。 前者 の数 値 は遅 い方 の鉄 道 の所 要時 間 が

30分,後 者 は60分 の ケ ース で あ る。 こ の よ うに,

所 要 時間 が長 い時 の方 が 時間 価値 は大 き くな った 。

なお,通 勤時 に定期 代 が全 額勤 務 先 か ら負担 され

る場 合で も,費 用 と時 間 の両者 を考慮 して鉄 道 を

選 択 す る 人が,40%近 くに も上 った。 残 りは 高

くて も早 い方 を利 用す る人 で あるが,こ の結 果 か

らみ て,通 勤 時 の経 路 選択 問題 を考 える際,何 ら

かの形 で時 間 のみ な らず 費用 も考 慮す る必 要 が あ
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る と思 われ る。

(ロ)買 物 ・レジ ャーのた め に鉄道 を利 用 す る

場 合 には,乗 車 の たび に乗 車券 を購入 す る が,こ

の ケ ース で求 め た時 間価 値 は鉄 道1分 間 あた り,

遅 い方 の鉄 道 の所 要 時 間 が30分 の場 合,3.3円,

60分 の場 合 で は3.8円 とな り,通 勤時 と同様,

所 要 時 間 が長 い方 が大 きな値 を示 した。

(ハ)通 勤 時 にP&Rす る人 を対象 に して求 め

た駐 車 場選 択 時 の時 間 価値 は,駐 車場 か ら駅 まで

歩 く際 の徒 歩 時 間1分 あた り,1ヵ 月 の駐 車料 金

に して566円 とな った 。徒 歩 時 間1分 は鉄 道着 席

状 態 で2.4分 に相 当す るの で,こ の値 を使 う と,

鉄 道1分 間 あ た り236円 とな り,通 勤 時 鉄道 を利

用 す る場 合 の時 間価 値 の約2倍 とな った。

(二)以 上,3種 類 の ケ ース の時間 価値 を比較

す る ため,通 勤交 通 にお け る鉄 道 選択 と駐 車場 選

択 時 の時間 価値 を1ヵ 月 に25日,通 勤 の た め鉄

道 お よび駐 車場 を利 用 す る もの として計算 す る と,

鉄 道 選択 時 お よび 駐 車場 選 択時 の時間 価値 はそ れ

ぞ れ,鉄 道1分 間 あた り2.0円 ～2.5円,4.7円

とな り,通 勤 時 に鉄道 を選 択 す る場合 の時 間 価値

が最 も小 さ く,通 勤時 に有 料駐 車 場 を選択 す る際

の時 間価 値 が 最 も大 き くな った。

1984年3月
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第5章 バ ス利用者 の鉄道駅選択 モデル と

需要推計へ の適 用1)2)

1.は じ め に

近年,住 宅地の郊外化に伴い,鉄 道駅 の勢力

圏はますます拡大し,郊 外駅を利用する通勤者は

増加しつっある。また,住 宅地は郊外駅周辺にお

いても,さ らに駅から除々に離れて立地する傾向

にある。このためアクセス手段としてのノミス利用

老が増加するとともに,バ スサービスの不十分さ

を補う形で自転車,パ イクが急増している。そこ

で,増 加するバス需要に対しては駅前広場にどれ

だけのバスパース数を確保したらよいか,ま た,

自転車,パ イクでは駐車場を各種利用抑制策 と連

動して,ど こに,ど の位の規模で作ればよいかと

いった課題が,郊 外駅周辺施設整備計画の中で重

要な位置づけを有してきているように思われるQ

これらの計画課題達成のためには,各 種対策の

政策変数に鋭敏に反応する需要推計手法の確立が

必要となろう。駅に集中するアクセス手段の需要

推計においては,競 合する駅がない場合(孤 立駅

タイプ)と ある場合(競 合駅 タイプ)で は推計手

順が異なってくる。孤立駅タイプでは駅選択を考

える必要がなく,交 通手段間の選択のみ考えれば

よい。競合駅タイプでは手段選択に加えて駅選択

も考える必要があり,問 題は複雑 となる。駅選択

にも同一路線内の駅選択と異なる路線間の駅選択

の2種 類が存在するが,後 者は自宅か ら目的地ま

で通して交通条件 を考える必要があり,よ り複雑

である。

そこで本章では,従 来あまり研究が進んでいな

いアクセス手段がバスの場合の通勤者による路線

間 駅選択 現 象 を研究 対象 とす る。 この とき駅 選 択

にお いて も,二 者択 一型,三 者 択一 型 な どの ケ ー

スが 考 え られ るが,こ こでは まず,現 実 に最 も多

く実 現 し てい る と思 われ る二 者択 一型,三 者 択一

型 の ケ ース を取 り上 げ る。 そ して,行 動 主体 に と

って は,駅 選 択 は 経 路 選 択 の 一 環 と し て 行 わ

れ る との 観 点か ら駅 選択 現 象 を分 析 し,す で に3

章 で 示 し た一 般 化 時間 を組 み込 ん だ交 通手 段 選択

モ デル3)を 適 用す るこ とに よ り駅 選択 モデ ル の構

築 を図 り,そ の妥 当性 を検討 す る。 つ づい て,こ

のモ デル を使用 した 需要 推 計方 法 を示 し,吹 田市

北 部 の山 田地域 を ケ ース ス タデ ィとしてバ ス 利用

者 の需 要 推計 を行 い,こ の需要 推 計方 法 の妥 当 性

も検 討 した。 なお,自 転 車,バ イ クにつ い ては7

章 で検討 す るこ とに した。

従 来,鉄 道 駅 の選 択現 象 を取 り扱 った主 な研 究

には 次 の ものが あ る。 奥平4)5)は 駅 勢 圏 の境 界 と

路 線 間境 界 に分 け,そ の決 定 に関 す る研究 をま と

めた 。 そ の とき,統 計 力学 の原 理 を応 用 した 駅 選

択 モ デル を開 発 し,ア クセ ス手段 が徒 歩,バ スの

場 合 に適 用 した 。 この とき,要 因 としては 時 間の

み考 慮 した が,さ らに費用,乗 りか え回数 券 な ど

も含 め て路 線選 択特 性 を分 析 し,判 別 関数 モデ ル

も提 案 し た。 毛 利 ・渡 辺6娠 実用 的 な駅勢 圏 区 画

式 を開 発す る こ とを 目的 として,と くに激増 して

い る 自転 車 に焦 点 を あて研 究 を行 った。 この とき

の駅 選 択 の考 え方 は 自宅 か ら 目的地 まで の所要 時

間が 短い 方 の駅 を選ぶ とい うもので,ア クセス時

間の 推定 方 法 につい て も提 案 してい る。1980年 代

に入 る と,非 集 計 モデル を駅選 択 現象 に適用 す る

.・



7)8)研 究 がみ られ る よ うに な
った。 原 田 ・太 田 ら

は駅選 択 を手段 選択 と同時 に扱 う立 場 か ら,ロ ジ

ッ トモ デル を改 良 したNestedLogitモ デ ル の適

用 を試 み た。 ア クセス 手段 とし ては徒 歩,バ ス,

自転 車 を対 象 としてい る。 そ して,ア クセス手 段

間 よ りも駅 間の類 似 性 が高 くな る こ とを 明 らか に

9)した
。 一方,欧 米 にお い て は,Liou・Talvit孟e

が多項 ロジ ッ トモデル によ り,駅 ・ア クセ ス手 段

同時 選択 型 モ デル と2種 類 の連 続 型 モデル の構 築

を行 い,駅 選 択後 手段 選択 を行 う連続 型 モデ ルが

精 度 上最 も良好 で あ る こ とを示 した。 また,

Desforlo)は パ ー ク ・ア ン ド ・ライ ド,キ ス 。ア

ン ド ・ライ ド利用 者 を対象 に プ ロ ビ ッ トモ デ ル と

回 帰 モ デル に よる駅 選択 モ デル の構築 を行 い,良

好 な結 果 を得 た。

ま た,駅 選 択現 象 に 適用 してい な い もの の,こ

の問題 に関連 す る と思 われ る代 表 的 な経 路 モデ ル

と して次 の もの が あげ られ る。 谷 ・宮 武11)は 心

理 学 の比較 判 断 の法 則 に基 づ く経 路 モ デル を提 案

した。 この モデ ル は非 集計 モデ ル と同様,個 人 の

選 択行 動 に ある仮 説 を設 定 し,演 えき的 に導 い た

モデ ル であ る。 一方,モ デル が具 備す べ き関 数 条

件 か ら出発 し導 い たモ デル に,河 上iz),宇 野 ら13)

-15)の 研 究 があ る
。宇 野 は 関数 方 程式 を解 くこ と

に よ り,モ デル の 一般 性 を求 め た。 また,佐 藤,

五十嵐 ・田村16)～18)は要 因 抽 出 に実験 計 画法 を取

り入 れ,独 自の モ デル を展 開 して い る。

本研 究 は この よ うな 従来 の研 究 との関連 で次 の

よ うな特 色 を有 してい る と思 われ る。 ひ とつ は,

研 究対 象 として従 来 あ ま り手が つ け られ てい な か

った ア クセ ス手段 がバ スの場 合 の路線 間駅 現 象 を

分 析 した こ と。 ふ た つ は,駅 選 択 モ デル の構 築 に

お い て3章 で開発 した 一般 化時 間 を組 み込 んだ交

通 手段 選択 モデ ル の適 用 を試 み た こ と,主 に以上

2点 で ある。

2.2項 選択型経路選択モデル

(1)経 路選択モデルの一般形

今,自 宅から勤務先に通勤する場合に,最 寄 り

の駅Aを 経由する通勤経路と駅Bを 経由する経路

の2つ が考えられるとする。このとき,通 勤者は

自宅から勤務先までのそれぞれの経路から生ずる

非劾用を比較することによって,最 寄 りの駅A,

Bの いずれかを選択する。このよ うな状況におけ

る2項 選択型 ロジットモデルを,そ の効用関数に

一般化時間を組み込んですでに3章 で示した。こ

のとき示したモデルは鉄道駅を利用しないケース

にも使える一般的なものであったが,本 章では通

勤交通において多々見うけられる駅選択を伴う経

路選択現象に特定してモデル構築 を行なう。この

とき,時 間価値は等価時間係数 と同様,モ ード別

に設定するものとした。経路選択モデルは次の通

りである。

自宅から勤務先まで通勤するに要する総所要時

間をT,総 乗 りかえ回数をN,総 費用をMと し,

Tは 等価時間係数の異なる1個 の交通モー ド,M

は時間価値の異なる」個のモードによって構成さ

れるとすると,

I
T=Eai(5●1)

`=1

ノ
M==」 Σ7ηLノ(5・2)

ブ司

とな る。 交通 モ ー ドiの 等 価 時間 係 数 を 穆,モ

ー ドノの 時間 価値 を λ
∫ とす る と,こ の経 路 に関

す る 一般 化時 間Gは,す で に式(4・1)で 示 し

た よ うに次 の よ うに表 わ され た。

17

G=淫
1μ・`・+μ ・Nち ゼ1硴プ/λ ゴ

(53)

ただ し,.Oeは 乗 りか え1回 に関 す る等 価 時間 係

数 で ある。

こ こで,駅A,Bを 選 択 した場 合 の経 路 の一般
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化 時 間 をそれ ぞれGA,GBと し,一 般 化 時 間差

dGをGB-GAと す る と,経 路A,Bの 選択 率

PA,PBは 式(3・8)よ り次式 で示 され る。

PA=1/(1-f-exp(adG-Fb))

PB=1‐PA

(54)

た だ し,α,bは 定 数 で ある。

(2)経 路選 択 モデル の解釈

式(5・3)に 示 した一般 化 時 間 を組 み込 ん だ

経 路選 択 モデ ル は,一 般 的 な形 で示 され た モ デル

で あ り,現 実 に生起 す る現 象 にお い ては,式(5

・3)の 独立 変 数 を個 々の現 象 に 応 じて抽 出す る

こ とが必要 で あ る。 つ ま り,時 間 に関 して必 要 と

され る,モー ド数1お よび費 用 に関 す る モ ー ド数J

を式(5・1),(5・2)の 条 件下 で決 定 し,

各ti,吟 を求 める こ とが必要 となる。

さ らに,こ のよ うに して抽 出 された 選 択要 因 と

しての 独立 変 数 で あ って も,選 択 モデル が式(5

・4)に 示 され る よ うに一般 的時 間差 の関 数 と し

て表現 され るた め,両 経路 の 独立 変数 の値 が等 し

い 場 合 には そ の モ ー ドに 関す る一 般化 時 間差 は0

とな り,選 択 率 に影響 を及 ぼす 要 因 とは な らず,

こ のよ うな 独 立変数 を考 慮 す る こ とは計 算上 無駄

な こ と とな る。 た とえば,両 経 路 とも鉄道 に座 っ

て通 勤 で き,こ の乗車 時 間以 外 の独立 変数 の値 が

す べ て 両経 路 とも等 しい場 合 で は,式(5・4)

の一 般 化時 間 差 は単 な る鉄道乗 車時 間差 とな り,

選 択 モ デ ル は単 な る所 要 時間 差 モ デル と等 し くな

る。 よ って,現 実 に モデ ル を適用 す る場 合 に は,

本 モデ ル の構 造 を理解 した上 で,適 用 ケ ース に応

じて 必要 とされ る要 因の み考 慮 し,独 立 変数 とし

て取 り上 げ,一 般 化時 間 を計 算 し た方 が実 用的 で

あ る。

なお,図5-1に,乗 りか え回数,費 用 を順 に

一般 化 時間 に組み 入れ るこ とによ って
,駅 選 択 モ

デ ルの 的 中率 が上 昇す る過 程 を模 式的 に示 してい

図5-i駅 選択 モデルの的中率の上昇過程

る。図(a)は 単 な る所要 時間 差(dt)と の関

係 で,駅 選 択 の観 測値 を プロ ッ トした もの で あ る。

この 段階 で は両 駅 の 選択 が 同mtに お い て オ ー

バ ー ラ ップして い る ところが 多 く,的 中 率 は低 く

な る。次 に乗 りか え回数 も考 慮 して 一般 化時 間 を

求 め,そ の時 間差(d(,.)と の 関係 で示 した のが

図(b)で あ る。 この ケース で は乗 りか え回数 を

含 めて 一般 化 時 間 を計算 す る こ とに よ り,オ ーバ

ー ラ ップす る部分 が 少 な くな り的中 率 は上 昇す る。

さ らに図(c)にお いて は費用 も考 慮 した結果,駅 別
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選択 者 層 をよ り分 離 す る こ とがで き,的 中 率が さ

らに上 昇 す る。

3.バ ス利 用者 の2駅 選択 モデ ル

(1)調 査対象地域と駅選択状況

2項選択型駅選択モデルの構築に際して,そ のデ

ータ収集にふさわしい地域 として図5-2に 示す

図5-2調 査対象地域

大 阪府 吹 田市 北部 の 山 田地 域 を選定 した。 この地

域 のバ ス路 線 は阪急 千 里線 山 田駅 と国鉄 東海道 線

岸部 駅 方面 を結 ぶ形 で走 って い る。 また,地 域 は

おお む ね 中高層 の分 譲 マ ンシ ョソ群 よ り構成 され

てお り,大 阪市 中心 部 か ら直 線 距離 で12Kmの 所

に位 置 してv・る 。調 査 は1981年11月 か ら12月 にか

け て家庭 訪 問 留置 方式 に よ り実 施 した。 配布 ・回

収 状況 は表5-1に 示 す 通 りで ある。

次 に通 勤 交通 実 態 の概 要 を示す 。 勤務 先分 布 で

は,吹 田市 が12%,大 阪 市 中心5区 は34%,大 阪

市 そ の他 は23%と な り,大 阪市全 体 で は57%と6

割近 い 値 を示 した。 ま た,表5-2に 示 す 勤務 先

別代 表 交通 手 段分 担 率 をみ る と,大 阪 市 中心5区

は鉄 道 が87%と 高い値 を示 した。 大阪 市 その他 で

は,鉄 道 が中 心5区 に比 較 して30%も 低 くな り,

逆 に車 が増 加 した。大 阪 市 以外 で は鉄道 よ り車の

方 が高 い値 を示 した。

鉄 道 利用 者 の最寄 り駅 選 択状 況 は表5-3に 示

す よ うに3本 の 路線 の7駅 に また が ってい る。 な

かで も阪 急 山 田駅 は59%と 最 も高 く,つ づい て国

鉄 岸辺 駅 は26%と な り,両 駅 で85%を 占めた。表

5-4に は駅 別 の ア クセ ス交通 手 段 別分 担 率 を示

して い るが,利 用者 の 最 も多 い 山 田駅 の分 担 率 で

はバ スが61%と 最 も高 く,つ づい て徒 歩,自 転 車

の順 とな った。 岸 辺駅 へ はバ ス が87%を しめ,千

里丘 へ はバ ス 利用 者 はな く,自 転車 が多 数 を占 め

た。 これ は千 里丘 駅へ はバス 路 線 は あ る ものの本

数 が少 な く,か つ,バ ス停 か ら駅 ま で の路離 が長

い た めで ある と思 われ る。 この よ うに調 査 対象 地

域 では,駅 へ の ア クセス 手段 と して バ ス を中心 に

考 えた場 合,お お むね 阪 急山 田 と国鉄 岸 辺 を最寄

り駅 とす る二者 択 一型 の 選択 現 象 を呈 してい る と

考 え られ る。

(2)経 路 デ ータ の求 め方

a)分 析 対 象者 分 析対 象 者 の抽 出基 準 は次

の通 りで ある。 対 象者 は これ らの基 準 す べて に該

当す る も の と した。

・阪急 山 田駅 また は 国鉄 岸辺 駅 を乗 車 駅 とす る者

a駅 ま で バス を利 用 し てい る もの

・最終 降 車駅 か ら勤務 先 ま で の交 通 手段 が徒 歩 で

ある者

・山田駅 お よび 岸 辺駅 利用 の経 路 が,相 互 に代 替

し うる と思 われ る淀 川 以南 の大 阪 府 あ るい は豊

中,吹 田,摂 津,茨 木,高 槻 の いず れ か に勤 務

す る老

・午前6時 か ら午 前10時 まで の間 に 自宅 を出発 す

る者

以 上 の 条件 に該 当す る通勤 者 は130名 とな った。

b)経 路 デー タの収 集 式(5・4)に 示 した

モデル を構 築 す るた め には,式(5・3)に 示 す 一

般 化時 間 を各 通 勤者 につい て現 状 経 路 と代替 経 路

別 に求 める 必要 が あ る。 この とき,交 通 モ ー ドと

しては,バ ス停 まで の徒 歩,バ ス停 での待 ち,バ

ス乗 車(着 席 また は立 席),ノ ミス 降 車後 駅 プ ラ ッ

トホ ー ムまで の徒歩,鉄 道 待 ち,鉄 道 乗 車(着 席
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表5-1配 布 ・回収状 況

跏 世帯数 配布数 回収数 回収率 抽出率

A 一条 池スカイハイツ 345 80 79 98.8 22.9

B 千里 レックスマンション 244 72 32 44.4 13.1

C 山田西第1次 団地 150 ss 57 83.8 38.0

D 山田西第2次 団地 312 129 122 94.6 39.1

E 山田西B団地 160 73 65 89.0 40.6

F 千里台スカイハイツ 439 145 114 78.6 26.0

G 千里台スカイタウン 495 126 124 98.4 25.1

計 2145 693 593 85.6 27.6

(注)回 収率=(回 収数/配 布数)×100%

抽出率 一(回 収数/世 帯数)×100%

表5-3最 寄 り駅の選択状況

利用駅 選択者数 選択率
00

阪

急

山田 173 58.8

南千里 3 1.0

国

鉄

千里丘 22 7.5

岸辺 76 25.9

吹田 2 o.z

北

急

:0 iz 4.1

千里中央 s 2.0

計 294 100.

表5-2勤 務先別代表交通手段別選択者数と分担率

勤

段務先
吹田市

大阪市
他 計

中心5区 他

鉄 道 17
(27.4)

151
(87.3)

61
(52.6)

56

(36.4)

285
(56.4)

車 31

(50.0)

16
(9.2)

47
(40.53

87
(56.5)

iai

(35.8)

バ ス 1
(1.6)

1

(D.6)

1艦

(0.9)

4

(2.6)
暫

7
tl.4)

自転車
バイク

10

{16.1?

5

(Z.9)

7
(6.0)

7
t4.5)

29
t5.7)

徒 歩 3
(4.8)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

3

(0.6)

計 62
(100.)

173

(100.)

116
(100.)

154
(100.)

505
(100.)

表5-4駅 別 アクセス交通手段別分担率

阪急山田 国鉄岸辺 国鉄千里丘

緲 15.6 22.7

パス 60.7 86.8

車 2.9 1.3 13.6

自転車 14.5 9.2 54.5

バイク 6.4 2.6 9.1

計 ioo. ioo. ioo.

(注)大阪市中心5区:東 、西、南、北、天王寺

または立席),鉄 道乗 りかえ徒歩,乗 りかえ時の

鉄道待ち,最 終降車駅から勤通先までの徒歩が考

えられ,こ れ らの交通モード別所要時間を求める

とともに乗 りかえ回数も把握した。また,鉄 道と

バスの1カ 月通勤定期代も算出した。

現状経路に関する交通モード別所要時間の求め

方は次の通 りである。実態調査によって現状の通

勤経路の把握はできるものの,モ ード別所要時間

を求めることは不可能であった。そこで,鉄 道,

バスの乗車時間は時刻表より30分間時刻帯別に求

めた。待ち時間は30分間隔の時刻帯別に平均運行

時間間隔を求め,そ の半分とした。アクセス徒歩

時間,イ グレス徒歩時間は調査票の回答値を用い

たが,回 答のない場合は直線距離を分速70mで 除

した値を用いた。乗 りかえに要する徒歩時間は実

測した。また,鉄 道,バ スの着席状況は調査票の

データより求めた。

代替経路の場合は次の方法で求めた。

・現状で山田駅を利用している人は,代 替駅とし

て岸辺駅を考え(岸 辺駅利用者はこの逆),勤

務先まで最も速く行くことができる経路を代替

経路とした。

・最寄 りのバス停は現在利用しているバス停とし

た。
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。待 ち時 間,乗 車 時 間は現 状 の 出勤 時刻 と同 時刻

に 出勤 した として,現 状経 路 の場 合 と同様 な方

法 で求 め た。

・ア クセス,イ グ レス 徒歩 時 間,乗 りか え徒 歩 時

間 は,現 状 経 路 の場 合 と同 様 に して求 めた。

・鉄 道,バ ス の着 席 状況 は現 状経 路で の状 況 をも

とに把握 した。

(3)経 路特 性

一 般 化 時間 は式(5・3)で 示 した よ うに,時 間,

乗 りか え回数,費 用 とい う3つ の異 な る次元 を持

つ要 因 の総 合化 指 票 として表 わ された。 そ こで,

ここ では現 状 経 路 と代替 経 路 につ い て各指 標 の値

を個 人別 に把 握 し,両 経 路 を比 較 す る こ とに よ っ

て,ど うい う点 で代 替 経 路 が不利 か,さ らに総 合 化

指標 として の 一般 化時 間 で も って,代 替経 路 の不

利 さ を説 明 し うる のか を明 らか にす る。

表5-5,6に 示 す よ うに,乗 りか え回数 の平 均

表5-5現 状経路 と代替経路の特性比較

指 標 駅別利用者
現 状 経 路 代 替 経 路 代替経路一

獺

平均値 C=':1 平均値 灘 平均値 gip..pr

乗りかえ
回数(回)

山田利用者
岸辺利用者

1.44
1.65

0.55
0.63

2.14
i.sa

0.63

0.59

o.ss
O.04

o.TT
O.25

灘
(分)

山田利用者
岸辺利用者

64.3
62.6

13.5
ii.i

67.3
78.3

13.2
12.5

3.1

15.6

ii.s
10.3

費用
(円/月)

山田利用者
岸辺利用者

13021
12250

.:.

D
13616

1幻餠

2052
?A44

595
487

1餠1

iooz

費用無一・般

化時間(分)

山田利用者
岸辺利用者

114.0
124.4

23.7
22.3

134.2
140.8

23.5
23.5

20.3
16.4

22.2
19.5

一・般 化時間

(分)

山田利用者
岸辺利用者

232.4
235.8

41.8
40.0

258.0
256.6

叙.8

38.6

25.7
20.9

31.2
23.6

注)サ ンプル数は山田駅利用者81人 岸辺駅利用者49人 である。

表5-6代 替経路利用時の増分

欄 増加乗り換え回数 増加費用

山田駅利用者が岸辺
駅を利用した場合

3.05分 0.69回 595円/月

岸辺駅利用者が山田
駅を利用した場合

15.59 0.04 487

は1.44回 で ある が,代 替 駅 として岸 辺駅 を利 用 す

る とした場 合,2.14回 とな り,0.69回 の増 加が

み られた。 一方,岸 辺駅 利 用者 は0.04回 増 加 した

にす ぎな か った。 自宅 か ら勤務 先 ま での所要 時間

では,山 田 駅利 用者 の平 均 は64.3分 で あ り,代 替

駅 として 岸辺 駅 を利 用 した場 合の67.3分 よ り3.1

分 短 か った。 一 方,岸 辺駅 利用 者 の平均 は62.6

分 で,代 替 経 路 の78.2分 よ り15.6分 も短 くな った。

また,バ ス,鉄 道 に かか る1ヵ 月定 期代 で費用 差

をみ る と,山 田駅利 用 老 は岸 辺駅 利 用 の場 合 に比

較 して595円 安 くな り,岸 辺 駅利 用 者 で は487円

安 くな った。 この よ うに,山 田駅 利 用 老 に とって

は,代 替 経 路 に比較 して乗 りか え 回数 が少 な い,

岸辺 駅利 用者 に とっては所 要 時間 が短 い とい った

点 が,選 択 判断 に重 要 な要 因 とし て反映 され てい

る と思 われ る。 費 用 は両 駅利 用者 とも代 替 経 路 よ

り若 干安 い程 度 に と どま ってい る の で,要 因 とし

て は重要 で ない と考 え られ る。

一般 化 時 間 では2つ の タイ プを考 えた 。 ひ とつ

は 費用 を含 まない 一 般化 時 間(費

用 無 一般 化時 間(ーノ7),他は 費用 を

含 む 一般 化 時間(一 般 化 時商 σ)

で あ る。Gノ,Gは 弐(5・3)を も

とに本 ケース で は次 式 に よ り求 め

た。

G'一 ・〆 プ+・btb+・t TT

+μ 。㌦+μ 、N

G=G'+M/λ

(5・5メ

(5.6)

ただ し,添 字fは 徒 歩,ゐ は バ ス,rは 鉄 道,w

は待 ち を表 わす 。 また,Mは 鉄 道 とバ スの1ヵ 月

定 期代 の合計 値 で あ る。 そ して,等 価 時間 係数 は

3章 の結 果 よ り μ∫=2.4,μ ω=1.0,μ 、=9.8

とし,時 間価 値 λは4章 の 結果 を も とに110円 と

した。 μが μ.は 実 態 調査 で 得 られ た個 人 の着 席

状 況 を も とに,経 路 別 手段 別 に等 価 時 間係数 の 平
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均 値 を求 め,表5-7の よ うに設 定 した。

表5-7経 路別修正等価時間係数

経 路 鑓 バス

山田ルー ト

岸辺ルー ト

1.3
1.4

2.5
2.3

費用 無一 般化 時 間 は表5-5に 示す よ うに,山

田駅 利 用者 の 場合,現 状 で114.0分 が代 替 経 路 の

場 合134.2分 へ と20.3分 の増 加 がみ られ,現 状 で

岸 辺駅 利用 老 の場 合 もほぼ 同様 に124.4分 か ら

140.8分 へ と16.4分 の増 加 とな った。一般 化時 間

も山 田駅利 用 者 は232.4分 か ら258.0分 へ と25.7

分 の増 加,岸 辺 駅利 用 者 では235.8分 か ら256.6

分 へ と20.9分 の増 加 が代替 経 路 に お い てみ られ

た。 費用 を含 むm化 時間 の場 合,一 般 化 時 間差

が 費用 無一 般化 時 間 に比較 して,わ ず か5分 増 加

した にす ぎな か った が,こ れ は表5-6に 示 す よ

うに費 用差 で は両 駅 利用者 ともほぼ 同様 な値 を示

したた めで あ る と思 わ れ る。 いず れ にせ よ一般 化

時 間 では 明確 に代 替経 路 の不 利 さを示す こ とがで

きた とい え よ う。

(4)モ デ ル の係数 決定 と適合 性

山 田駅 と岸 辺 駅 のい ずれ か を選択 す る モ デル は

式(5・4)よ り次 の よ うにな る。

Py=1/{1-1-exp(adG-1-b)}
(5.7)

Pk=1-Py

た だ し,添 字y,kは それ ぞれ 山 田駅。 岸 辺駅 を

示 す 。 また,dGはdG=Gk‐Gyと なる。 こ

の とき,各 駅 利用 の場 合 の一 般 化時 間 は式(5・6)

に よ り計算 で き るが,こ こでは 式(5・7)のGG

に相 当す る部 分 を次 のよ うな タ イ プにお きか え,

モ デルの 係数 と適合 性 の比較 を試 み るこ とに した。

タイ プA:dGを 単 な る所要 時 間差dtと した

場 合

dt=tk‐ty

t=自 宅 か ら勤 務先 ま での所要 時 間

タイ プB:dGを 費用 を含 まない一 般化 時 間差

とした 場合,式(5・5)に よ り計 算

タイ プC:式(5・6)の 一般 化時 間 を使 う場 合

これ らの モ デル の タ イプ別 に最尤法 に よ り,係 数

α,bを 求 め,あ わ せ て適合 性 を示 したのが 表5

-8で ある。 的 中率 ,尤 度比 指 標(-zA)と も最

表5-82駅 選択 モデルの係数 と適合性

モデルのタイプ a b 的中率% PZ サンプル数

A
B
C

一〇.iso

11:'
-0 .(£0

一1.田
一〇.an
-0 .50

82.3
83.1
78.5

0.認4

0.402

0。361

130

注)Py=1/〔1+exp(a△G+b)〕

Py;山 田駅の選択率

も高い値 を示 した の は費用 を含 ま ない 一般化 時間

を使 った タイ プBの モ デルで,つ づい て,単 なる

所 要 時間 を使 った タイ プAと な った 。す べ て の要

因 を考慮 した タイ プCの モ デル は意外 な こ とに,

タ イ プAよ り的 中率,P2と も下回 った。 次 に定

数項bに 着 目す る と,い ず れ の タイ プ とも0と は

な らなか った が,タ イ プB,Cに お い てや や0に

近 い値 を示 し た。 タ イ プAで は,定 数項 の絶 対値

は大 き く,dt●iに おい てPy=0.83と な り,

山 田駅 の 方 に大 幅 に選 択 が偏 よる傾 向 が み られ た。

以 上,モ デル の適 合性,定 数 項 の大 き さか ら判 断

し て,モ デル として は タイ プBが 最 もす ぐれ てい

る こ とが示 され た。 しか しな が ら,こ の こ とは式

(5・4)で 提 案 した モデル に 費用要 因 を考 慮 しな

くて も よい とい うこ とを示 してい るの では な く,

た また ま本 ケ ース では 表5-6に 示 した よ うに,

山 田駅,岸 辺 駅 利用 者 とも代替 経 路 におい て は わ

ず か の増 加 費用 とな ってい るよ うに,費 用 要 因 が

駅 選択 の際 の 決定要 因 として 具現 しな か ったた め

で ある と思 わ れ る。
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4。 バ ス利 用者 の3駅 選 択 モ ヂル

(1)多 項選 択 型 経路 選 択 モ デル の定化 式

多 項選 択型 ロジ ッ トモ デル にお いて は,n個 の

選択 肢 の 中か ら選 択肢iを 選 択 す る確PZは,

次式 で示 され るo

れ
Pi=exp(Z.Z)/

i=exp1(Z・)・

L=1…,n(5●8)

た だ し,Z`=選 択 肢`の 効 用 の確定 項

この モデル を,3つ 以 上 存在 す る経路 の う ちい ず

れか ひ とつ を選択 す る よ うな多 項選 択 型経 路選 択

現 象 に適 用 し,ZLを 一 般化 時 間 を用 い て表 わ し

た場 合 の経 路選 択 モデル は次 式 とな るo

Pi=exp(α σ・)確
1exp(¢G.)・

L=1,2…,n(5●9)

た だ し,,:路Lを 選択 した場 合 の一般 化 時

間(ノ=1,2,…,n)

αeパ ラメー タ

この モデ ルが,こ こで 提 案す る多項 選択 型駅 選 択

モ デル で あ る。 なお,一 般化 時 間 は式(5・3)と

同 じで ある。

(2)調 査 対 象 地域 と駅選択 状 況

3項 選択 型 駅 選択 モ デル の構 築 に際 して,そ の

デ ー タ収集 にふ さわ しい地 区 とし て,図5-3に

示 す 吹 田市 山 田西1丁 目地 区 を選 定 した。 この地

区 は3節 で対 象 とした地 区 のす ぐ南 側 に位置 して い

る。そ して,こ の地 区 の 中の 千里 山 田 団地,千 里山田

西 団地 を対 象 に3節 で示 した 調査 と同時に世帯 調 査

を実 施 した。 配布 ・回収 状 況 は表5-9に 示 した。

表5-9調 査票の配布 ・回収状況

団 地 名 世帯数 醐 回収数 回収率 抽出率

H 千里山田団地 780 212 193 91.0 24.7

i 千里山田西団地 謝 141 117 83.0 30.5

計 1164 跚 310 .. 26.6

注)回 収率=(回 収数/配 布数)×100%

抽出率=徊 収数/世 帯数)×100%

調 査 よ り得 られ た勤 務 先分 布 で は,吹 田市15%,

大阪 市 中心5区35%,大 阪 市 そ の他23%と な り,

大阪 市全 体 で は59%を 占め た。また,勤 務 先 別 代

表 交 通 手 段 の 分 担 率 を表5-10に 示 し た が,

分 布 率,分 担 率 と も3節 で 取 り あ げ た対 象地

域 とほぼ 同 じ傾 向 を示 し た。

鉄 道 利用 者 の最寄 り駅 選択 状 況 は,表5-11に

示す よ うに主 に 阪急 南 千 里,国 鉄

岸辺,北 急 桃 山 台 の3駅 に選 択 が

集 中 し,三 者 択 一 の 選択現 象 を呈

してい るこ とが確 か め られ た。

つ づい て,表5-12に は駅 別 ア ク

セス 交通 手 段別 分 担 率 を示 したが,

い ずれ の駅 ともバ ス分 担 率 が最 も

高 い こ とが わか った。 と くに北 急

桃 山台,阪 急南 千 里 で は高 くな っ

た。 岸 辺 で は少 し低 くな り,か わ

って 自転 車 が増 加 した。

図5-3調 査対象地域
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表5-10勤 務先別代表交通手段別選択者数 と分担率

嫐
先

手段
吹田市

大 阪 市
他 計

中心5区 他

道鉄
13

(31.7?
72

(75.0)
31

(48.4)
27

僻.5}

143
(52.4)

車 20
(48.8)

18
U8.8)

30
(46.9)

39
154.2?

107
(39.2)

ス
　

f

一ノ　

4
(9.8)

4
(4.2?

3
(4.7)

3
(4.2)

14
(5.1)

自転車
バイク
「　

3
(7.3)

2
(2.1)

0 2
(2.8)

7
2.6)

歩徒
1

(2.4}
0

(0.0)
0 1

(1.4)
z

(0.7}

計 41
(100.)

96
(100.)

64
(100.)

72
(100.)

273
(100.?

注)大 阪市中心5区:東 、西、南、北、天王寺

表5-11駅 選択 状況

利 用 駅 選択者数
w

辮
00

阪

急

山 田 3 2.1

南千里 49 34.3

国

鉄

千里丘 i o.s

岸 辺 51 35.7

吹 田 0 0

北

急

D 39 27.3

千里中央 0 0

計 143 iao.o

表5-12駅 別アクセス交通

手段別分担率
単位;%

＼ 駅
手段＼

鮠
南千里

鴎
髄

北急
贈

徒 歩 一 7.3 一

バ ス 91.8 72.7 87.5

車 一 1.8 5.0

自転車 4.1 14.5
一

バ イク 4.1 3.6 7.5

計 100. 100. 100.

(3)経 路 特性

阪急 南 千 里,国 鉄 岸辺,北 急 桃 山台 を乗 車駅 と

す る者 を対 象 に,前 節 と同様 な抽 出基 準 に よ り,

対 象者 を選 ん だ。 この とさ対象 者 は80名 とな った。

次 に これ らの人 を対 象 に現 状経 路 と代替 経 路 を 前

節 と同様 に して 設定 し,こ れ らの経 路特 性 を所 要

時間,乗 りか え回数,費 用 お よび 憎般 化時 間 で も

って把 握 す る こ とに した。

これ ら4指 標 にお ける変 化(=代 替経 路 の値 一

現 状経 路 の 値)を 対 象者 一 人一 人 に つい て求 め,

つ づい て,指 標 別 に全対 象 者 の平均 値 で もって そ

の変 化 を表 わす と,図5-4の よ うにな った 。 現

在,桃 山 台 駅 を利用 してい る人 につ いて は,代 替

駅 を岸 辺 とした 場合,所 要 時 間,乗 りか え回数 は

ともに増 加 した が,費 用 は若 干減 少 し,ト レー ド

オ フ関 係 が現 わ れた。 代替 駅 を南千 里 とした場 合

はい ず れ の指標 とも明 らか に代替 駅 が不 利 に な っ

た。 岸 辺駅 利 用者 で は,い ず れ の指標 とも代 替 駅

にお い て有 利 さはみ られ な か ったが,現 在,南 千

里 を利 用 し てい る人 では,代 替 駅 が 岸辺 の場 合,

費 用 にお い ては 代替 駅 の方 が安 くな り,ト レー ド

オ フの関 係 が現 われた。 この よ うに,選 択 駅 に お

い て は,場 合 に よ っては指 標間 に トレー ドオ フ関

係 が現 われ るこ とが確 認 され た。 この よ うな ケ ー

スで は単 一 指標 だ け で も って選 択 行動 を説 明す る

こ とは不 可 能 で ある。 そ こ で,つ づ いて これ ら指

標 の総 合 化 指標 で あ る一般 化時 間 を前 節 と同様 に

して計 算 し,求 めた結果 を あわせ て 図5-4に 示

したが,ト レー ドオ フ関係 が現 われ た ケー ス にお

い て も,一 般 化 時間 で は代 替経 路 に おい て増 加 し,

不 利 にな る こ とが判 明し,二 者 択 一型 の駅 選択 ケ

ース と同 様
,一 般 化 時 間指 標 の妥 当性 が確 認 され

た。

(4)モ デ ルの 係数 決定 と適合 性

桃 山 台駅,岸 辺 駅,南 千里駅 の3駅 の 中 か らい

ず れ か ひ とつ を選 択す るモ デル は,式(5・9)よ

り次式 の よ うにな る。
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図5-4代 替駅を利用 した場合の各種指標の増分

3
Pi=exp(¢G.)/Σexp(¢G.z

ノ=1丿)・

i=1,2,3(5・10)

この とき,L=1は 桃 山台駅,2は 岸 辺 駅,3は

南 千 里駅 を示 す 。 な お,(Tiは 式(5・6)に よ り

計 算す るが,前 節 と同様,こ の亠 般化 時 間 を用 い

た モデ ル と比 較 す る ため に,Gを 単 な る所要 時 間

aで お き か えたモ デ ル(タ イ プA),Gの 中 か ら

ノ

費用 を除 い た式(5・5)のGを 用 い た モデ ル(タ

イ プB)も 考 えた。 最 尤法 に よ4,こ れ らの モデ

ル の タイ プ別 にパ ラ メータ αを求 め,適 合性 を調

べ た ところ ,表5-13に 示 す結 果 を得 た。 尤度 比

指標(-2A)で は いず れ も0.42と 比 較 的高 い値 を示

し,差 異 はみ られ なか った ものの,的 中率 でみ る

とタイ プCが 最 も高 く,80%を 越 える値 を示 し,

す ぐれた モデル で あ る こ とが判 明 した 。 この よ う

に2駅 選択 モ デル の場 合 に比較 し て,こ の3駅 選

択 モデル で は,費 用 まで含 め た一 般 化 時間 を用い

る こ との妥 当性 が 明 らか にな った が,こ れ は前 項

で の経 路特 性 の分 析 結果 が 示す よ うに,時 間,乗

りか え回数,費 用 の間 に2,3の ケ ース にお いて

トレー ドオ フ関係 み られ たた めで あ る と思 わ れ る。
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よ って,こ れ ら3指 標 間 に,よ り明確 な トレー ド

オ フ関 係 が現 われ るよ うな経 路選 択現 象 に 本 モデ

ル を適 用す る と,さ らには っき りとモ デル の有効

性 を証 明 し うる もの と推察 で き よ う。

表5-133駅 選択モデルの係数 と適合性

タイプ a

的中率
00 p2

サン

プル数

A 一〇
。294 76.3 0.424

80B 一〇.117 76.3 0.416

c 一〇.ms 81.3 0.415

注)3

Pi=exp(aGi)/(Eexp(aGi)
_+

5.駅 選択モデルを用いたバス利用者の需要推計

(1)需 要推計の方法

ここでは,最 寄 り駅が2つ 以上ある住宅地から

発生する通勤者のうちで,バ スで鉄道駅に行き,

鉄道に乗 りかえ勤務先まで通勤する人を対象に,

バスや鉄道などの交通サービス条件が変化した場

合に,ど のように駅選択行動が変化し,結 果 とし

て各駅のバス利用者がいくらになるかを推計する

ための手順を,先 に構築した駅選択モデルを取 り

込んで考えることにした。このときの需要推計手

順を図5-5に 示した。

Step1:通 勤者 の発 生 量推 計

今,ゾ ー ソLの 世 帯数 をm.z,通 勤 者 発生 原単

位(単 位 は 人/世 帯)を9iと お く と,ゾ ー ソか

ら発 生す る通 勤者niは,

ni=9zXmi(5.11)

とな り,全 通 勤者Nは 次式 で示 され る。 た だ し,

ゾー ンは1個 存在 す る とした。

I
N=dΣn.(5●12)

ti
=1

SteP2:分 布 量 の推 計

ゾー ンLに お け る 目的地 ゾー ン ノ(ノ=1,…,

J)へ の通 勤 割 合(分 布 率)をdiiと す る と,`ノ

間の通勤者数Dり は,

1
D・广 π・×`り ・

、i1`り=1(5'13)

Step3:代 表 交 通手 段別 利用 者数 の推計

ゾー ン`ノ 間 にお け る代 表交 通 手段k(k=19

…
,K)の 分担 率 をPijkと し,そ の利 用者 数 を

Pijkと す る と・

ズ
Pり 广Dり ×pijk・

、ξ1P・ ゴ・=1

(5.14)

SteP4:鉄 道 の ア クセス交 通 手段 別利 用者 数 の

推 計

式(5・14)で 求 めた 鉄道 利用 者数 をTび とお

き,こ の 時 の ア クセス手 段1(1=1,…,L)

の分 担 率 を4ijlと し,そ の利 用者 数 をQε ブ5と

す る と

ム

Q・ノ广 『・ノ×4ijl・E
a=14ijL-1

(5.15)

Step5:駅 別 バ ス利 用者 数 の推 計

式(5・15)で 求 めた ア クセ ス交 通手段 別 利 用

者 数 の うちで,バ ス利 用者 数 をB`∫ とお く。つづ

い て,駅S(s=1,…,S)の 選択 率 をTijsと

し,そ の 利 用者 数 をE万sと お くと,

S

馬 ・峨 ブ × 砺 ・・9=1「 ・ブ・=1

(5.16)

とな るQ尾 ゴsは ゾースiノ 問 を通 勤す る人 の う

ちで 鉄道 駅Sヘ バ ス で ア クセスす る人 の 量 で ある。

つ づ いて,需 要 推計 対 象地 区全 体 か ら発 生す る人

を対 象 に した,駅Sヘ バ スで ア クセ スす る通 勤者

BScVSを 求 め る と,次 式 の よ うにな る。
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1嫐 撒

.通 勤者の発生原単位

t

通勤者の発生量

　噸OD分 布率

曹

分布量

崛OD別 代表交通手段別分担率

i ll
OD別 鉄道

利用者数

OD別 車直行OD別 その他

アクセス交通手段の分担率咽

◎ 寺 ioi

バス 跡 自転車 バイク その他
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図5-5山 田地域における駅別バ ス利用通勤者数の需要推計手順
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こ のよ うに して,各 駅 ご との バ ス利用 者数 が推 計

される。 先 に構 築 し た駅 選択 モ デルは,こ の とき

のr.zjSを 推定 す るた め に使用 され る。

(2)由 田地 域 にお け る需要 推 計 結果 と駅 選 択 モ

デル の現 状再 現 性

2駅 お よび3駅 選択 モ デル構 築 の際 の調 査対 象

地 区 で あ った吹 田市 山 田地 区 の8団 地(つ ま り,

2駅 選 択 モ デル の適 用 で は一 条池 ス カイハ イ ツ,

山 田西第1次 団地,山 田 西第2次 団地,山 田西B

団地,千 里 台 ス カイ ハイ ツ,千 里 台 ス カイ タ ウ ン

の6団 地,こ の と き千里 レ ヅクス マ ン シ ョソで は

バ ス利用 者 が い なか ったた め対 象 か ら除外 した。

ま た,3駅 選択 モ デル の適用 にお い ては 千 里山田

団地,千 里山 田西 団地)を 対象 に,前 項 に示 した

需要 推手 順 に よ り駅別 バス 利用 者 の推 計 を行 った。

その結 果 を次 に示 す 。 な お,こ の とき,本 研 究 に

お い ては 駅選 択 モ デル の妥 当性 を検討 す る ことが

目的 で あ るため,駅 選択 率 以 外の 諸元,つ ま り発

生 原単 位,分 布 率,代 表 お よび ア クセ ス交 通手 段

分 担 率 は調 査 結果 の値 をそ の まま 用い た 。

Step1:通 勤 者 の発生 量 推計

発生 地 の ゾー ンは上 記8団 地 と し,通 勤 者発 生
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原 単 位 は,こ の8団 地 を対 象 に して調 査 に よ り得

られた 次 の値 を用 い た。

g=1.194(人/世 帯)

なお,原 単 位 は各 団地 によ り若 干 の変 動 は み られ

るが,あ ま り差 が ない ので,各 団地 一 率に 上記値

を適用 した。 この とさ,8団 地全 体 の世 帯数 は

3065世 帯,通 勤者 は3660人 とな った。

SteP2:分 布 量 の推 計

目的地 は 大 阪市 中心5区,大 阪 市 そ の他,吹 田

市,豊 中市,茨 木 市,大 阪 府北 部,大 阪 府東北 郡,

そ の他 の8ゾ ー ンに分割 した。分布 率 は調 査結 果 の

値 を用 い,式(5・13)に よ りOD分 布 量 を計 算

した。

SteP3:代 表 交 通 手段別 利 用者 数 の推計

調 査結 果 よ り得 られたOD別 鉄道 分 布 率 を用 い,

式(5・14)に よ り鉄 道利 用 者数 を計 算 す る と,

8団 地全 体 で2004人 とな った。

SteP4:ア クセス 交通 手段 別利 用 者数 の推 計

調査 結果 よ り得 られた ア クセ ス手 段 として のバ

スの分 担 率 を用 い て,式(5。15)に よ りOD別

バ ス利 用者 数 を計算 した。 こ の と き,8地 区全 体

では1399人 とな った 。

SteP5:駅 別バ ス利 用者数 の推 計

SteP4でOD別 のバ ス利用 者数(B`pを 求

め た。 この 値 に,式(5・16)に 示す 駅Sの 選 択

率 ㌦ 丿8を 乗 ず る こ とに よ ってEε ∫3が 求 ま る。

この と き,rのsは 駅選択 モ デル に よ り推定 す る

の で,そ の計 算手 順 を示 す こ とにす る。

① ゾー ソ リ 間 の交 通 サ ー ビス条件 の把握

2駅 選択 モ デル(式(5・7)),3駅 選 択 モ デ

ル(式(5・10)),に おい て は,各Lノ 間の 一

般化 時 間 を求 める必 要 が ある。 そ のた め,こ こで

は,各 住宅 団地 か ら目的 地 ま での一 般化 時 間(式

(5・6))を 計 算 す るに必要 な デ ータを収 集 した。

この うち,各 団地 か ら各 利 用駅 まで の交通 サ ー ビ

ス デ ータ を参考 ま でに表5-14に 示 し た。 なお,

本項 で は調 査 時点 での モデ ルの再 現 性 をみ る こ と

を 目的 として い る ため,表5-14に 示す ダイ ヤ改

正前 のデ ータ を使用 してい る。 同様 にして各 駅か

ら 目的地 ゾー ン中心 地 まで の交 通 サ ー ビス デ ー タ

を収 集 した。

② 経 路 別 一般 化 時間 の計 算

① で求 めた交 通 サ ー ビス デ ータ を もとに,式

(5・6)よ り,経 路別 一般 化時 間 を計算 した。結

果 を表5-15に 示 した。

③ 駅選 択 率 の推 定

② で 求 めた 経路 別一 般化 時 間 を式(5・7),式

(5・10)に 代 入 し,OD別 の 駅 選 択率(Tijs)

を計算 した。

以 上 の様 に して 駅選択 率 が推 定 で きた。 つ づい

て,式(5・16)に よ り,Rz19を 計算 し,式

(5・17)に よ り駅別 バ ス利用 者 数 σ忽)を 推 計

す る と,表5-16の よ うに な った。一方,駅 選択

率 をモ デ ルに よ らず,実 態 調査 結 果 の値 をそ のま

ま用 い て計 算 した 値 を実際 値 として,あ わ せ て表

5-16に 示 した。 両者 の差 は小 さ く,誤 差 は おお

む ね10%以 下 で あ り,本 節 で提 案 した駅 選 択 モデ

ル を用 い たバ ス利用老 の 需要 推計 方 法 の現 状 再現

性 は高 い とい え るo

(3)パ ス ダイ ヤ改正後 の 需要 推計

ここで 需要 推 計 の対象 とした山 田地 区 に おい て

は,1984年10月1日 に バ ス路線 再編 成 と ダイ ヤ

改 正 が行 われ た。 この とき のバ ス サ ー ビス の変化

を表5-14に 示 し た。 主 な特 徴 は次 の通 りであ る。

イ.パ ス増便 に よ り待 ち 時間 の減 少 が行 わ れた。

と くに,一 条池ス カ イ ハイ ツ,山 田西 第1

次,第2次,B団 地 にお い ては岸 辺 駅 へ 向

か う場 合 の待 ち時 間 が大 き く減少 した。 あ

わ せて,山 田駅へ 向 か う場 合 の待 ち時間 も
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表5-14ダ イ ヤ改 正前 後 のバ ス サー ビス の比 較

団 地 利用駅
tf(分)冖 tw(分) tb(分) Mb(円/月)

改正前 改正後 改正前 改正後 改正前 改正後 改正前 改正後

一条池

スカイハイッ

山 田 4.3 4.3 3.5 2.2 4 4 ㎜ 欄

岸 辺 4.3 4.3 15 5.6 12 24 黝 7140

山田西

第一次団地

山 田 2.6 2.4 4 2.5 5 5 躙 ㎜

岸 辺 3.2 3.4 11.5 5.6 11 23 刪 7140

山田西

第二次団地

山 田 4.6 5.3 4 2.2 5 4 膕 跚

岸 辺 5.1 5:0 11.5 5.6 11 23 ㎜ 7140

山田西B団 地

一

山 田 z.s 2.9 4 2.5 5 5 ㎜ ㎜

岸 辺 2.0 2.3 11.5 5.6 11 23 欟 7140

千里台

スカイハイッ
ー 一 一

山 田 4.3 4.6 10 2.8 6 s ㎜ ㎜

岸 辺 2.3 1.9 11.5 5.6 16 19 欟 7140

千里台

スカイタウン

山 田 1.0 1.0 23 4.6 11 11 膕 ㎜

岸 辺 1.5 1.5 11.5 5.6 17 17 ㈱ 7140

千里山田団地

桃山台 4.6 4.6 4.7 3.4 11 11 4620 欟

岸 辺 2.7 2.7 5.3 5.2 10.5 10.5 4620 ㎜

南千里 4.6 4.6 3.2 2.2 s s 4620 ㎜

千里山田西
黝

桃山台 7.1 7.1 4.7 3.4 11 11 4620 欟

岸 辺 5.9 5.9 5.3 5.2 10.5 10.5 4620 ㎜

南千里 7.1 7.1 3.2 2.2 s 6 4620 ㎜

注}t{=団 地からバス停までの徒歩時間、tW=バ ス停での待 ち時間
tb.=バ ス乗車時問、Mb=1力 年のバス定期代

減 少 した 。 千里 台 ス カイハ イ ツ,千 里 台 ス

カイ タ ウ ンでは 山田 駅 へ行 く場 合 の待 ち時

間 が大 幅 に減 少 し,岸 辺 駅 へ行 く場 合 の待

ち時 間 よ り少 な くな った。 千 里 山田,山 田

西 団地 におい て は桃 山 台,南 千里方 面 が若

干 改善 され たが,岸 辺行 は 変化 が な か った。

R.パ ス 路線 再編 成 に よ る乗 車 時間 の変 化 をみ

る と,一 条 池,山 田西 第1次,第2次,B

団地 におい て岸辺 行 のパス 乗 車時 間 が10分

以上,千 里 台 ス カイ ハイ ツで も3分 増 加 し

た。 山田駅 では変 化 はみ られな か った。 千

里 台 ス カ イタ ウ ン,千 里 山 田,山 田西 団地

にお いて は変化 が なか った 。

ハ.バ ス停 位置 はほ とん ど移動 が な く,徒 歩 時

間 にほ とん ど変 化 がみ られ な か った。 定期

代 は一 条池,山 田 西第1次,第2次,B団

地,千 里台 ス カイ ハ イ ツ,ス カイ タ ウ ソで

は 山田行,岸 辺 行 とも1260円,千 里 山田,

山 田西 団地 にお い て は桃 山 台,岸 辺,南 千

里 とも1680円 増 加 した。こ の よ うに各 団地

に おい て は,利 用 駅 に よ って増 加額 が 異 な

る とい った こ とは な か った 。

以 上 の こ とに よ り,バ ス路線 再 編 成,ダ イ ヤ改 正

に伴い,バ スサ ー ビス に大 きな変 化 が生 じた のは,

一 条池
,山 田 西 第1次,第2次,B団 地 におけ る

岸 辺行 利用 者 の場 合 で ある。 待 ち時間 は少 な くな

った もの の,乗 車時間 が10分 以 上 も増 加 し不便 と

な った 。逆 に山 田行 は待 ち時 間 の 減少 によ りよ り
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表5-15各 団地か ら目的地 までの一般化時間(ダ イヤ改正前)

目的地

団地 利用駅

大阪市
中心
5区

大阪市

その他
吹田市 豊中市 茨木市

欟

北部

欟

東北部

一条池

ス カイハ イツ

山 田 脳 137 117 193 169 20Q 183

岸 辺 218 151 153 躅 150 252 167

山田西

第一次団地

■

山 田 205 138 117 193 169 200 183

岸 辺 211 144 146 229 143 245 160

山田西

飆

山 田 239 172 151 227 203 234 217

岸 辺 2A5 178 180 瓣 177 278 194

山田西B団地
山 田 205 138 117 193 169 200 183

岸 辺 208 141 143 226 140 242 157

千里台

スカイハイツ

山 田 217 150 130 嬲 182 212 1%

岸 辺 221 154 156 239 153 255 170

千里台

スカイタウン

山 田 234 iss 147 ㎜ 199 蹴 213

岸 辺 220 153 155 238 152 253 169

千里山田団地

桃山台 18s 161 126 躅 121 餌1 271

岸 辺 193 134 129 209 154 221 138

南千里 191 138 114 189 251 191 186

千里山田西
颱

桃山台 195 167 132 252 257 278 277

岸 辺 201 142 137 216 129 229 146

南千里 197 144 120 195 160 197 192

便 利 とな って い る。他 団地 におい て は,変 化 が ほ

とん どみ られ な か った。

こ の よ うな バ スサ ー ピス の変 化後 のパ ス 利用 者

表5-16 駅選択モデルによる

需要推計値 と実際値

区地 利用駅
推計値
W

靆
w

誤 差'
oo

2択
馳
選区

山 田 491 471 4.0

岸 辺 301 謝 5.9

3択
馳
選区

m ins 160 13.1

岸 辺 234 蹴 1.7

南千里 嬲 205 8.3

注)誤 差=(1推 計饐一実際値[/実 際値)×100

の需要 推計 を前項 に示 した 手 順 に よ り行 った 結

果,表5-17に 示す よ うに,2駅 選択 地区(一 条

池 ス カイ ハイ ツ,山 田西 第1次,第2次,B団 地,

表5-17ダ イヤ改正後の駅別利用者の変化

地区 利用駅
改正前
推計値
w

改正後
推計値
w

醐

w

2択
馳
選区

山 田 491 脳 +113

岸 辺 301 1田 一113

3択
巍
選区

m 139 143 +4

岸 辺 脳 231 一3

南千里 222 221
一i
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千里 台 ス カイハ イ ツ,千 里台 ス カイ タ ウ ン)で は,

山 田駅利 用者 が大 幅 に増 加 し,逆 に岸 辺駅 利 用者

が減 少す る結 果 とな った。3駅 選択 地 区(千 里 山

田,山 田西 団地)に おい て はほ とん どが変 化 が な

か った。

6.ま と め

本 章 で は,一 般 化 時間 を組み 込 ん だ交 通 手段選

択 モ デル を,経 路選 択 の一 環 として行 われ る駅 選

択 現象 に適用 し,2項 選 択 型 お よび 多項 選択 型 の

駅 選択 モ デル を作成 した。 この 駅選 択 モ デル を通

勤 者 を対 象 に,ア クセス 手段 が バ スの場 合 の事 例

に適 用 し,モ デル の有 効 性 を検 討 した。 さ らに,

この モ デル を適 用 した 駅 別 のバ ス利 用者 の需 要 推

計法 を提 案 し,こ の方 法 の妥 当性 を検討 した。 そ

の結果,次 の こ とが判 明 した。

ω2駅 選 択 モデ ル におい て は,一 般 化 時間 を

組 み 込 んだ モ デル(m化 時 間選 択 モデ ル),単

な る所要 時間 のみ 考 慮 した モ デル(所 要 時 間選 択

モ デ ル)と も,適 合 性 は 良好 で あ った。 しか し,

両者 には ほ とん ど差 が現 われ なか った。 こ の原 因

は,今 回 モデ ル を適 用 した地 区 の対象 者 に おい て

は,一 般 化時 間 の主 要 な構 成要 因 で あ る時間,乗

りか え回 数,費 用 にお い て経路 間 に トレー ドオ フ

関 係 がみ られ なか った こ とにあ る こ とが わ か った。

(ロ)し か し,3駅 選択 モ デル におい ては,そ の

適用 地 区 におい て,と くに費用 と時 間 におい て ト

レー ドオ フが あ らわれ る ところ が あ り,こ うした

場 合 はm化 時 間 選択 モデ ルの適 合性 がす ぐれ て

い るこ とが判 明 した。 この よ うに,一 般 化時 間選

択 モ デル は,よ り一 般 性 を持 つ モ デル で ある とい

え るo

←う つづ い て,こ れ らの一 般化 時 間選 択 モ デル

を駅 別バ ス利用 者 の需 要 推計 に組 み 込 む方法 を提

案 し,山 田地 区 を対 象 に ケース ス タデ ィを行 い,

現 状 再現 性 で も って こ の推計 方法 の妥 当性 を確 認

した と ころ,十 分 有効 性 を有 す る こ とが明 らか と

な っ た 。
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第6章 交通手段転換意識 モデル に よる急行

バ スの需要推計1)

1.は じめ に

近年,大 都市郊外部においては大規模な住宅開

発に伴い,大 量の交通 が発生し,い くつかの交

通問題が顕在化している。本章で研究対象 とした

大阪北部地域はこのような問題をかかえる典型的

な地域であり,と くに通勤時の交通渋帯,そ れ

によるバスの遅延,ま たバス,鉄 道の車内混雑に

より,交 通管理者の努力にかかわらず住民に負担

を強いているのが現状である。

このような地域の交通問題を解決するためには,

現在都市計画道路を中心に進められている道路整

備を推進する一方,増 大する開発人口に対処する

ため,鉄 道,新 交通システムなどの導入も含めた

公共交通体系の整備が必要であると思われる。し

かしなだ ら,鉄 道,新 交通システムなどの軌道 シ

ステムにおいては輸送力の格段の向上が期待され

る一方,採 算性において多くの課題が残されてい

るo

そこで本研究では,大 阪北部地域の道路整備の

一貫 として都市計画決定された阪神高速道路の延

伸部分が将来この地域まで伸びるのを機に,都 市

高速道路の新しい使われ方としての急行バスの導

入について検討することにした。ここで構想した

バスは通勤者を主に対象とするものであり,ひ と

つは鉄道へのアクセス機能を重視したタイプ,他

は鉄道と類似した代表交通機関としての機能を持

つタイプの2つ である。

これらの急行バス計画の評価においては,各 種

の条件に応じた需要推計値が重要な資料となる。

この 需要推 計 に おい ては 従来 と同様,基 本的 には

4段 階推 定 法 をこ こでは 用い るが,第3段 階 目に

位 置 づ け られ る交 通手 段 別交 通量 の推 計 にお いて

は,急 行 バス とい う全 く新 しい交 通機 関 を考 える

た め,従 来 の よ うな行 動 デ ータに もとつ く交 通手

段 選択 モデ ル を使用 で きな い とい う問題 が あ る。

そ こで本 研 究で は,需 要 推 計 の手順 として,ま ず

最 初 に,現 状 と同 じ交通 サ ー ビス状 況 が将 来 も続

い た として需 要 推計 を行 い,次 に推計 された 個 々

の交 通手 段 か ら,転 換 モデ ル を用 い て 急行バ スへ

の転 換量 を推計 す る とい う2段 階 の手順 をふ む こ

とに した。

よ って 本章 で は,ま ず 第1に,意 識 デ ー タに も

とつ く転 換 モ デル を,す で に3章 で提 案 した一 般

化 時 間 交通 手 段選 択 モデル2)を 適用 す る こ と によ

り構 築 し,個 々の転換 ケース に応 じて パ ラメ ータ

推定 を試 み る こ と,あ わせ て その差 異 につい て考

察 す る こ とを 目的 とし,つ づい て,構 想 した2つ

の急 行バ ス タイ プの うち代 表型 急 行 バ ス にっい て

転 換 意識 モ デル に よる需要 推計 の試 算例 を示 す こ

とと した。 なお,代 表 型 急行 バ ス とは,対 象地 区

か ら阪急 梅 田駅 まで運 行 す るバ スで あ り,鉄 道 に

代 替 し うる とい う意 味 で代表 型 と名 づ けた。

従 来,新 しい 交通機 関 に関す る需 要 推計 方法 を

示 した 研 究 は数 少 ない。 その 中で代 表 的 な もの と

して,一 連 の佐 藤 ・五 十嵐,河 上 ・広 畠 の研 究 が

あ る。 佐 藤 ・五 十嵐 らは3)～7),交 通 手段 の選択

意 識 を把 握 す る際 に実 験計 画法 を用 いた ユニ ー ク

な調査 方 法 を考 案 し,そ の デ ータに基 づ き手 段 選

択 を規 定 す る要 因抽 出 を分 散分 析 に よ り実施 し,
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この選ばれた要因を用いて,直 交多項式モデル,

オメガモデル,集 計ロジットモデルと順次モデル

の発展を行 ってきた。そしてこの実験計画モデル

が短期予測において精度が良いことを明らかにし

た。一方,河 上 ・広畠らは,2つ のアプローチに

より,そ れぞれ交通手段選択モデル8)と交通手段

転換モデル9)10)の開発を行っている。手段選択モ

デルでは,選 択行動主体は現在利用している交通

手段に規定されて,評 価構造は異なるとし,客 観

的要因をそのままモデルの効用関数に入れるので

はなく,ま ず客観的要因により主観的評価 を求め,

それを用いて選択率を推計するという方法 をとっ

ている。そして地下鉄開通による手段転換現象に

このモデルを適用し,有 効性を検証した。また転

換モデルでは,転 換抵抗が存在するとの仮定のも

とで,い くつかの新しいモデルを作成し,各 転換

ケースに応じてモデルの妥当性を検証した。

以上のような従来の研究 との関連で本研究の特

徴を示すと次のようになる。ひとつは,都 市高速

道路を運行する通勤型の急行バスを需要推計の対

象として選んだこと。ふたつは,こ の新しい交通

手段の需要推計方法を,事 前調査の交通実態に基

づく発生,分 布,交 通手段別需要推計部分 と新し

い交通手段の利用意識調査をもとにした転換モデ

ルによる交通サービス条件の変化に応じた交通手

段別需要推計部分に分けて示 したこと。第3は 転

換モデルの構築において,す でに3章 で提案した

一般化時間選択モデル2)を急行バスへの転換現象

に適用 し,一 般化時間と選択率を結合するパラメ

ータの推定を行ったこと,以 上3点 である。

2.対 象地域の交通実態と急行バス利用意識

(1)調 査地域の選定

兵庫県川西市,大 阪府池田市を中心とする猪名

川流域は,近 年住宅開発が大々的に行われている。

また,将 来にわたっても大規模な開発が計画され

ている。本研究ではこれらの地域の中でとりわけ

現 在,交 通渋 帯 に よ り最寄 りの鉄 道 駅 へ 向か うバ

スの 大幅 な 遅れ が 生 じて い る とと もに,公 共 交通

機 関 の サ ー ビスの 悪 さか ら車が大 量発 生 して お り,

急行 バ スの導 入 に よ りそ の交 通混 雑 の緩 和 が望 ま

れ る地域 として 清 和台,伏 尾 台 の2地 区,さ らに

急行 バ ス の導入 に よ り,交 通 手段 の選 択 幅 が広 が

り,あ わせ て ア クセ ス交 通手 段 と して のバ ス,能

勢 電 鉄 の混 雑緩 和 が予 想 され る地 区 として多 田 グ

リー ソハ イ ツの計3地 区 を調 査対 象地 域 に選 定 し

た。 な お,調 査 地 区 を図6-1に 示 した が,阪 急

図6-1調 査対象地域

バ ス の旅 客 流動 調査 デ ータ(1979年11月)に よる

と,清 和 台 か ら川 西能 勢 口にむ か うバ ス の場 合,

朝 ラ ッシ ュ時 の平均 速 度 は12～13Km/hrで あ り,

表 定 速度 の21～22Km/hr(所 要 時 間24分)を

大 きく下 回 り,最 も遅 い バ スで は30分 以上 の遅

れ を生 じてい た。 また,伏 尾 台 か ら池 田 ま での場

合 では表 定 速 度17Km/hr(所 要 時 間21分)に

対 し,平 均 運 行速 度 は11Km/hrで あ り,最 大

20分 の遅 れ が あ った0多 田 グ リー ソハ イ ツで は,

ほぼ ダイ ヤ通 りに運 行 して い たが,能 勢 電鉄 の混

雑 率は ピ ー ク時180%に 達 してい た。
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(2)通 勤 交 通の 実態

3地 区の 通勤 交通 実 態 と急 行バ スへ の転 換意 識

動 向 を探 るた め に,1982年2月 か ら3月 にかけ て

家 庭訪 問調査 を実施 した。 そ の ときの配布 ・回収

状 況 を表6-1に 示 した。 こ の地 区の通 勤 交通 実

表6一 董 配 布 ・回収 状況

地 区 配布数1回 収数 回収率%

清和台 466 396 85.Q

多田グリー ンハイツ 350 269 76.9

伏尾台 286 236 82・ 罰

計 1102 901 81.8

態 の概 要 は,OD分 布 の場 合,表6-2に 示 す よ

うに,い ず れ の地区 とも大 阪市 が最 も多 く,清 和

台31%,多 田 グ リー ンハ イ ツ52%,伏 尾 台50%

とな った。 つづ い て隣接 市 が多 い が,と くに 清 和

台 では 尼 崎 市が 多 く,兵 庫 県 内へ の通勤 が 他 の2

地 区 に 比 べ て大 きな 割合 を示 した。

代表 交通 手 段 の分担 率 は表6-3に 示 す よ う に,

鉄 道 で は 多 田 グ リー ソハイ ツの分 担 率 が最 も高 く,

つづ い て伏 尾 台,清 和台 とな った。 清和 台 で は鉄

道 よ り車 の分担 率 の方 が高 い値 を示 した 。 ま た,

鉄道 利 用 者 の 最寄 り駅選 択 状 況 を表6-4に 示 し

た が,清 和 台 では川 西能 勢 口,多 田 グ リー ソハ イ

ツでは平 野,伏 尾台 で は池 田駅 の 選択 が最 も多 か

った。駅 へ のアクセス 交通 手段 分担 率 は表6-5に 示

表6-2通 勤者のOD分 布

0

大阪市 池田市

豊中市

川西市

伊丹市
尼崎市 他 計

中心5区 抽

清 和 台 76
(20.7)

38
(10.4)

67
(18.3)

64
(17.4)

62
(16.9)

so
(16.3)

367
(100.)

多田グリー ンハイツ 88
(34.6)

43

(重6.9)

33
(13.0)

z7
(10.6)

zi
(8.3)

42
(16.5)

254
(100.)

伏 尾 台 71
(32.0)

39
(17.6)

47
(21.2)

4
(1.8)

12
(5.4)

49
(22.ll

zzz
(100.)

計 235
(2T.9)

izo
(14.2)

147
(17.4)

95
fl1.3)

95
(1i.3)

151
U7.9)

843
(100.

{注)中 心5区;東1酉,南,北 天王寺。()内 は分布率賄

表s‐3代 表交通手段別選択者数 と分担率

交 通

手 段

灘 多 田グリー ンハイッ 伏尾台 計

人 数 % 入 数 % 人 数 % 入 数 %

鉄 道 134 36.8 153 61.2 119 53.1 406 48.4

車 iss 53.8 91 36.4 94 42.0 381 45.5

バ ス 16 4.4 1 0.4 8 3.6 25 3.0

自転車
バイク

14 3.8 1 0.4 0 一 15 1.8

徒 歩 2 0.5 i 0.4 0 一 3 0.4

他 2 0.5 3 1.2 3 五.3 8 i.o

計 364 ioo. 250 100. 224 100. 838 100.

す よ うに,い ずれ の地区 と もパ ス が

最 も高 い値 を示 した 。

(3)急 行 バ スの 利用 意識

高速 道路 を利用 した急 行バ ス と して,

清 和 台,多 田 グ リー ンハ イ ツ,伏 尾

台 の各 地区 と阪 急 梅 田駅 を結ぶ 厂代

表 型 急行 バ ス」(図6-2)と,各

地 区 と阪急 池 田駅 を結 ぶ 「アクセス

型 急行 バ ス」(図6-3)の2種 類

を考 えた。 そ し て,勤 務先 を大 阪府
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下で淀川以南の市と滋賀県,奈 良県,和 歌山県に

持つ人を対象に利用意識を調べ,結 果を図6-4

に示 した。

表s‐4最 寄 り駅の選択率

単位:%

駅 清和台 多 田グ リー ン
ハイ ツ

伏尾台

能勢電 平野 12.4 96.2 一

能勢電 鼓滝 0.7 一 24.6

能勢電JII西能勢口 82.4 2.5 一

阪急 池田 2.0 一 75.4

他2駅 2.6 1.3 冖

総 数(入) 153
i157 130

代 表 型 急行 バ ス におい て は,「 利 用 した い」 と

考 える人 の割 合 は多 田 グ リー ンハイ ツで最 も多 く

37%,清 和 台 で,伏 尾 台 も3割 を越 えた。 「条件

しだ いで 利用 す るか も しれ ない 」人 を加 える と,

清 和 台 では73%と な り,伏 尾 台,多 田 グ リー ソハ

イ ツにお い て も7割 近 い値 を示 した。 ア クセス型

急 行 バス で は,「 利 用 した い」 と答 えた 人 は,伏

尾 台 で最 も高 く63%を 示 し,続 い て 清和 台43%,

多 田 グ リー ンハ イ ツ26%と な り,地 区 に よ り大 き

な差 異 を示 した。 な お,多 田 グ リー ンハイ ッ以 外

の清 和台,伏 尾 台 で は代表 型 の場 合 よ り高い 利用

意識 を示 した。 ま た,「 条 件 しだ い で 利用 す る か

も しれな い1人 を加 える と,伏 尾 台85%,清 和 台

78%,多 田 グ リー ソハイ ッ65%と な った。伏 尾

台,清 和 台 におい て,ア クセス型 急行 バス に対 し

て,高 い 利 用意 識 を示 したが,こ れ は これ らの地

区 と最寄 り駅 を結 ぶバ ス が,道 路 混 雑 に よ り大 幅

表6-5ア クセス交通手段別分担率

単位:%

清和台 多 田グ リー ン
ハイツ

伏尾台

徒 歩 一 20.3 11.8

バ ス 74.6 61.4 66.4

車 14.2 13.1 17.6

自転車 o.z 1.3 一

バイク 9.0 3.9 3.4

他 1.5 一 t

総数(入) 134 153 119

0102D鉛405060708090100%

利 用 した い
条件 しだいで

利用するかもしれない 利用 しない

…[
。淵1鸛i課1畿{103

爨.ン[。淵 藷 畿 知1鴒::1

…[
。淵 艦 典 結1錨

・[
。瀏 【鸛 鬻 樵ll:1:

サ ンプル数

105

大阪(梅 田)経 由通勤者について

図6-4急 行バス利用意識

な遅れ を生 じて い る こ とへ の不満 を

反映 した ため で ある と思わ れ る。

以上 述 べた よ うに,こ こで仮定 した

急 行バ ス に 対 して通 勤 者が か な りの

利 用意 識 を示 した こ とは,こ こで想

定 した急 行 バ スが計 画上 ある程 度現

実 的 な意味 を有 して い るこ とを示 し

た もの とい えよ う。

一70一



■ 高速 バスの利 用意識 につ いて(全 員 記入)

近 い将 来、阪神高速道 路大 阪池 田線 を現在 の 大阪空港付 近 よ り池田 市木 部町 まで延 伸す る

ことが計 画 されて いま す。

(高速 バ スについ て)

今 、この阪神 高速 道路 を他車 に く らべ て優先 的に走 行 し 、あ なたが住 んでい る地区 と阪急

梅 田駅 との間iz、 次 のよ うな特徴を もつ高速 バスが 運 行 され た場合 、通勤 に利用 す るか ど

うかお 考え下 さい。 ただ し、高速 バ ス以外 の既存の 交 通機関(自 動 車 も含 む)の サー ビス

(所要 時間、費用 な ど)は 現 状 と変 らない もの と します。

高速バ スの特徴

。阪急梅 田駅 まで座 って いけ ます 。

・阪急梅 田駅 まで の所要 時間は60分 で す。

。バ ス停 はお宅か ら歩い て3分 以 内 の ところにあ ります。

・ほ とん ど待 たず に乗 れ ます 。

。帰 宅時 も出勤時 と同 様 、良好 な 高速バ スサー ビスが確 保 されます。

問26こ の よ うな 高 速 バ ス を通 勤 に 利 用 し た い と思 い ま す か 。

i.利 用 し たい2.条 件 しだ い で 利 用 す るか もしれ な い3. 利用 しない(理 由:

問27高 速 バ ス の1カ 月 の 定 期 代 は15000円 で 、勤 務 先 か ら全 額 支 給

され ま す 。 しか し 、 これ に 加 え て 高 速 料 金 が 必 要 で あ り、 これ は

自 分 で 負 担 しな け れ ば な り ませ ん 。 高 速 料 金 代 がtカ 月 い く ら ま

で な ら高 速 バ ス を 利 用 し た い と思 い ま す か 。

i.tOOO円 まで2.3000円 まで3.5000円 まで

4.7000円 ま で5.9000円 まで6.11000円 まで

7.そ の他匸:::コ 円 まで8.利 用 した くない9わ か らない

図6-2 代表型急行バスの利即意識に関する質問

3。 急行バス転換意識モデルの構築

(1)転 換 意 識 モ デル

急行 バ ス へ の転 換意 識 モ デル とは,新 し く急 行

バ ス が運 行 された 時 に,今 まで通 勤 に使 って い た

経 路 か ら,こ の新 しい 急行 バ スへ 転換 す る 割合 を

推定 す る モ デル の こ とをい い,3章 で示 した一 般

化 時 間 を組 み 込 ん だ交通 手段 選択 モ デル2)を こ の

ケ ース に適 用 した もの で あ る。 この転換 意 識 モ デ

ルは式(6・1)に 示 す よ うに,急 行 バ ス へ の転 換

率 を,現 状 の経 路 と急 行バ ス を利 用 した経 路 の 一

般 化時 間 差 に よ り説 明 す る ロ ジ ッ ト型 モ デル と

な ってい る。

Pa=1/(1-1-exp

dG=Gr‐Gb(α ∠σ+b)〕}

ただし,

Pa=急 行バ ス へ の転換 率

(6.1)

G=現 状の経路を利用した場合の一般化時間
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(直 行 パ ス につ い て)

今 、阪 神 高 速 道 路 の 延 伸 され た部 分 を 通 り、 あ な た が庄 ん で い る地 区 と阪 急 池 田 駅 との 問

に 、次 の よ うな 特 徴 を もつ 直 行バ ス が 運 行 され た場 合 、 通勤 に利 用 す るか ど うか お 考 え 下

さい 。 た だ し、 直行 バ ス 以外 の 既 存 の 交 通 機 関(自 動 車 も含 む)の サー ビス(所 要 時 問 、

費用 な ど)は 現 状 と変 らな い もの と し ます 。

直行バ スの特徴

。阪 急 池 田駅 ま で座 って いけ ます 。

。阪急 池 田駅 ま での 所 要 時 間 は清 和 台 地 区 、多 田 グ リー ン ハ イ ツ地 区 か ら25分 、伏 尾

台 地 区 か ら15分 です 。

。バ ス停 は お宅 か ら歩 いて3分 以 内 の と こ ろ にあ ります 。

。ほ とん ど待 たず に 乗 れ ます 。

Q帰 宅 時 も出勤 時 と同 様 、良 好 な 高速 バ スサ ー ビ スが 確 保 され ます 。

問28こ の よ うな直 行 バ ス を 通 勤 に利 用 した い と思 い ます かO

l。 利 用 したい2.条 件 しだ いで 利 用 す るか も しれ な い3. 利 用 しな い(理 由:

問29直 行 バ スの1カ 月 の 定 期 代 は8000円 で 、 勤務 先 か ら全 額 支 給

され ます 。 しか し、 これ に加 え て 高 速料 金 が 必 要 で あ り、 これ は

自分 で 負 担 しな け れ ばな りませ ん。 高速 料 金 代 が1カ 月 い く らま

で な ら、直 行 バ ス を利 用 した い と思 い ま す か 。

i.iOOO円 まで2.2000円 まで3.3000円 まで

4.4000円 まで5.5000円 まで6.6000円 まで

7.そ の他 匚:コ 円 まで8.利 用 した くな い9 .わ か らな い

図6-3ア クセス型急行バ スの利用意識に関する質問

Ga=急 行バ ス を利用 した場 合 の一般 化 時 間

(2)分 析 用 デ ータの作 成

次 のD～iv)に 示す 条 件 にす べて該 当す る人 を,

モデ ル構 築 の際 の対象 とした。

i)AutoCaptive層 の 人 は ど うして も車 を使 わ

ざ るを えない 人 で ある ので,急 行 ノミス の利 用

は困難 であ る と思 われ る。 よ って,残 りの

TransitCapti鴨 層,Choi㏄ 層 を対 象 とし

た(表6-6)。

ii)通 勤 者 の交 通 モ ー ドパ タ ー ンは様 々で あ るが,

少数者 のパ タ ー ソに ついて モ デ ル 構 築 を 行

うこ とは精度 上 問題 が ある ので,比 較 的多 数

の デ ータが見 込 まれ る次 の3つ のパ ター ンの

どれ かに該 当 す る人 を対 象 と した。

イ.自 宅 → バ ス利 用一→鉄 道 利 用→ 勤務 先 ま で

徒歩

ロ.自 宅 → 車 利用→ 鉄 道 利用 → 勤 務先 まで徒

歩

ハ .自 宅 → 車 利用→ 勤 務 先

iii急 行 バス は主 に大 阪 都心 方 面 へ の交通 混 雑 を

緩 和 す るた め に立 案 され たの で,勤 務先 を大

阪 府下 に 有す る人 を対象 とした。 た だ し,調

査 地 区 よ り北 部 の豊 能郡 は除 き,さ らに,代

表型 急 行 パス の場 合 は淀 川 以 北 の市 を除 い た。

一72一



表6-6Choice層 とCaptive層

地区

層

清和台

i多田グ リー

ンハイツ 伏尾台
丁人数

i / % 人薮i

TransitCaptive 82 23.3 73 30.0 55 24.8

AutoCaptive 54 15.4 37 15.2 49 22.1

Choice 215 61.3 133 54.7 118 53.2
-一

計 351 1(}0. 243100. 2221100.

iv)ま た,午 前6時 か ら午 前8時 ま でに泊 宅 を 出

る人 を対 象 と した。

以 上の 条件 に該 当す る通 勤者 は280名 とな った。

な お,こ こ で,TransitCaptive層 は,免 許 の

有 無に 関係 な く,自 家 用 車 も勤務 先 の持 ち帰 り車

もない 人で,家 族 ・知 人 の車 に も乗 る こ ともで き

ず,ど うして も鉄道 しか利 用 で きな い人 とし,

AutoCaptive層 は,免 許 を持 ってお り,通 勤 に

車 を利 用 し てい る人 で,勤 務 時 間,仕 事 上 の都 合

で,車 通 勤 してい る人 とした。 そ して,残 りの人

をChoice層 とした。

m化 時 間 を求 め る際 に は,交 通 モ ー ド別 の所

要 時間 を各 通勤 者 に つい て求 める必 要 が ある。'そ

こ で,こ れ らのモ ー ドの うち,バ ス乗 車 時間 は 阪

急バ ス の実 態調査 デ ー タを も とに,鉄 道乗 車 時間

は 時刻 表 に よ り,30分 間隔 の 時刻 帯別 に算 定 した。

待 ち時 間 は30分 間 隔 の時 刻 帯別 の平 均 運行 時間 間

隔 を求 め,そ の半 分 とした。 ア クセス お よび イ グ

レス徒歩 時 間 は調査 票 の 回答 値 を用 い たが ,回 答

の ない場 合 は直 線距 離 を分 速70mで 除 した値 を用

い た。 乗 りか えに要 す る徒 歩 時間 は実 測 した 。車

の所要 時 間 は調査 票 の値 を用 いた 。

急行 バ ス利 用 の場 合 は,図6-2,3に 示 す調

査 票 の条件 通 り経 路情 報 として 入 力 し,バ ス降 車

後 の勤務 先 ま での経 路 につい て は,現 状 の経 路 を

尊 重 して設定 した。 この 時,現 状 の経 路 が不 明の

場 合 は所要 時 閲 が最 小 とな る経 路 とし,現 状 の経

路 の場 合 と同 じ方 法 に よ りモ ー ド別所要 時間 を求

めたo

通勤 費用 の 計算 は,公 共 機 関 につ いて は1982

年3月 時 点 の1カ 月定期 代 とし,車 の場 合 は ガ ソ

リン1Qあ た りの走 行 キ ロ9 .5Km,使 用 日数1カ

月 あた り25日 とし,調 査 で把 握 した 通勤 時 の 片道

の走行 距 離 を もとに1ヵ 月 の燃料 費 を求 め
,こ れ

に駐 車料,有 料 道路 通行 料 を加 えて 車の 費用 とし

た。 急 行 バ ス料 金 は図6-2,3に 示 す よ う設定

したo

(3)モ デル の係 数決 定 と適 合性

モデ ル の係 数決定 の方法 を代表 型 急行 バス を例

に説 明す る。 図6-2に 示 す 調査 票 の問26の 「1.

利用 した い」 あるい は 「2.条件 しだい で利 用 す る

か もしれ ない 」 に回 答 し,か つ問27の1か ら7の

項 目に回 答 した人 は 急行 パ ス に転換 す る意志 が あ

る とみ な した 。 た と えば,問27の 「3 .5000円 ま

で」 に 回答 した とす る と,当 然5000円 よ り安 い料

金 で は急 行 バス に転 換 し,こ れ を越 える場 合 は転

換 しない こ とにな る。 そ こで,こ こで は問27の1

～6ま での料 金形 態 に応 じ
,各 通 勤 者の 急行 バ ス

利用 の 場 合 の一般 化 時間 を計 算 し,か つ,6種 類

の料 金形 態 に応 じて 転換 す る場 合 は式(6・1)の

Paを1,転 換 しな い場 合 はPa=0と し,最 尤法

に よ リモ デル の係 数 を求 め る こ とに した。 な お
,

問26で 「3.利用 し ない」,問27で 「8.利 用 し

た くない 」 と回答 した人 は6種 類 の料 金形 態 のす

べてPゐ;0と し,問27で 「9.わ か らな い」 と答

えた人 は 対象 か ら除 い た。 よ って,サ ソプル 数 は

対象 者 の6倍 とな った。

式(6。1)の 一般 化 時 間Gは 式(3・5)に よ り

計算 しぜ3こ こで用 いた交 通 モ ー ドは鉄道 着 臙

鉄 道立 席,パ ス着 席,バ ス立 席,車,徒 歩,乗 りかえの

7種 類 であ り,それぞれの等価 時間 係数 は表3-10に

示 す値 を用 いた。 時 間価 値 は4章 で示 した 鉄道1

分 間 あた りの 時間 価値 の平 均 的 な値 で あ る110円

(単 位 は 鉄道 着 席1分 間 あた りの 一 カ月定 期 代)1D

を使い,各 通勤 者 の通 勤経 路 別 に算 出す る とと も
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に,急 行 バ ス を利用 した場 合 に も 同様 に して 求 め

た。 な お,時 間価 値 は鉄 道 の場 合 の みな らず,バ

ス,車 に 関す る費用 の場 合 も鉄 道 に 関す る時 間 価

値110円 を用 い た。

こ の よ うに して求 めた モデ ルの 係数 と適 合性 を

表6-7に 示 した。 ここ で は,現 状 の交 通手 段 と

し て,バ ス+鉄 道,車+鉄 道,車 直行 の3種 類

を考 え,こ れ らの モ ー ドか ら代表 型 急行 バ ス お よ

び ア クセ ス型 急 行 バ スへ の 転換意 識 モデ ル を考 え

た。 その 結果,「 バ ス 十鉄道 」 通 勤者 の場 合,ア

クセ ス型 急行 バ ス よ り代 表 型急 行 バ ス の モデル の

方 が 的中 率,-2Aと も高 くな り精度 が 良い こ とが判

明 した。車 を含 む 「車+鉄 道j通 勤 者,車 直 行 者 の場

表6-7転 換意識モデルの係数 と適合性

急行
バス

現状の
交通手段

a b 的中率
%

PZ 櫞
讖

{"

バス+鉄 道 一〇.023 一〇.72 77.O 0.138 102

車+鉄道 0.001 i.is 74.7 一〇.016 餌

車直行 一〇.003 1.04 78.2 0.032 zs

アクセ

ス型

バス+鉄 道 一〇.017 0.899 71.9 0.047 128

車+鉄道 一〇.002 0.800 70.0 0.003 30

車直行 一〇.004 1.'1. 75.3 11'1 餠

4.急 行バス利用者の需要推計

注)Pb=i/1+exp(a△G+b)

(1)需要推計の手順

清和台,多 田グリーソハイツ,伏 尾台の3地 区

から発生する通勤者を対象に,急 行バスの2つ の

タイプ(代 表型およびアクセス型急行バス)に 関

する利用者の需要推計を行った(な お,こ こでは

代表型急行バスについてのみ試算例を示す)。 本

研究で対象 とした急行バスは新しく建設される高

速道路を走る,地 区住民が未だ経験しない交通機

関があるので,需 要量を交通機関に振 り分ける際,

意識データに基づく選択モデルを用いて需要量を

推計することにした。

このときの推計手順を図6-5に 示した。まず,

調査によって得 られた現状の交通手段分担関係が

将来も続くものとして需要推計を行 う。つづいて,

現状パタンによる

交通手段別需要推計

急行バス利用者数

の推計(意 識値)

合 も代表 型,ア クセ ス型急 行 バ ス ともサ ソプル数

が少 な い ので 明確 には断言 で きな いが,代 表型 の

方 が精 度 が良 い よ うで ある。 車 を含 んだ モ ー ドに

お い ては サ ソプル数 が少 な い とい う問題 は あ る も

のの,係 数 α,bの 比較 に よ り転 換動 向 を占 うと,

車+鉄 道,車 直 行 か ら急行 バス へ の転 換 の場 合,

係(aの 絶 対値 が バ ス+鉄 道 の場 合 よ り極 めて 小

さ く,一 般化 時 間 の短 縮 とい った サ ー ビス 改善 に

敏感 に反応 しない と ともに,定 数項6が 正 にな り,

転換 抵抗 が強い こ とが確 か め られ た。

急行バスへの

転換意識モデル

急行バス利用者数

の推計(実 際値)

意識と行動の

ギャップ修正係数

図6-5急 行バ スの需要推計手順

この現状の交通手段別に推計 された通勤者を対象

に,転 換意識モデルにより急行バスヘヂ)転換者数

を推計する。本研究ではこの段階までの需要推計

を行 ったが,こ れは意識 レベルの推計値であり,

さらには現実に行動を行う人を推計する必要があ

る。このことを可能にするためには意識 と行動 と
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世帯数

発生量

分布量

代表交通手段別利用者数

鉄 道 車 その他

アクセス交通手段別利用者数

発生原単位

OD分 布率

代表交通手段別分担率

アクセス交通手段別分担率

図6-6現 状パターンによる交通手段別利用者の推計手順

のギャップを埋める方法を何らかの形で導入する

必要があると思われる。

続いて現状パターンによる交通手段別交通量の

需要推計手順を説明する。図6-6に 示すように

4段 階推定法により行 う。まず世帯数を求め,そ

れに通勤者発生原単位 を乗ずることにより通勤者

の発生量を推計する。続いてOD分 布率を発生量

に乗じ,OD別 通勤者数を求め,次 にこれに,現

状での代表交通手段別分担率を乗じ,鉄 道,車 な

どの代表交通手段別通勤者数を推計する。さらに,

鉄道に関しては,ア クセス交通手段別分担率によ

リアクセス手段別通勤老数を求める。

急行バスの利用者数の推計は,図6-7に 示す

ように現状パターンによって推計 された交通手段

別利用者のい くらかが急行バスに転換するものと

考え,転 換者数を求める方法を採用した。代表交

通手段の内訳は,表6-3に 示したように鉄道,

車が大多数を占めるので,こ の2つ の手段を推計

の対象とした。ただし,車 の場合は急行バスを選

択 す る可 能性 の あ るCho童ce層 の み を対 象 とした。

そ して,現 状 パ タ ー ンに よ ってODご とに推 計

され た鉄 道 お よび 車利 用者 を対 象 に,こ れ らの通

勤者 が ゾ ー ン中心 間 を移動 す る もの と して,現 状

ル ー トで の一 般 化 時間 と急行 バ ス利 用 の場 合 の一

般 化時 間 を求 め,両 者 の差 を式(6・1)の モ デ

ルに代 入 して求 め た転 換率 を乗 じ,転 換者 数 を計

算 した。

(2)代 表 型 急行 バ ス の需要 推 計例

a)現 状 パ タ ー ソに よる需要 推計 例

図6-7に 示 した手 順 に よ り,調 査 デ ータか ら

得 られ た表6-2～3の 値を用い求 めたOD別 代表 交

通 別通 勤者 数 は,表6-8の よ うに な った。 な お,

D側 ゾー ソには 代表 型 急 行バ ス が利用 可能 と思 わ

れる地 域 を と った。

b)急 行バ スの タイ プ

急行 バ ス の タイ プ として次 に示 す2つ の タ イ プ

を考 えた。
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現状パタンによる

代表交通手段別利用者数

現状ルー トでの

一般化時間

急行バス利用の

場合の一般化時間

鉄 道 車 一般化時間差

転換意識モデル

Choice層 転換率

急行バスへの

転換量

急行バスへの

転換量

急行バスの

利用者数

図6-7急 行バスへの転換量の推計手順

タ イ プA:速 度=一 般 道路20Kn　 hr+高 速 道

路50K如!hr

定期 代=現 状 のバ ス ・鉄道 の定期 代

+2000円

タイ プB:速 度=一 般 道 路30Km/hr十 高 速道

路50Km/hr

定 期代=現 状 のバ ス ・鉄道 の定 期 代

十3000円

c)鉄 道 か ら代表 型急 行 バ スへ の転換 者数 の推

計

鉄 道利 用者 はす べ てバ スで 最寄 り駅 に ア クセス

す る と仮 定 し,現 状 ル ー トでの 一般化 時 間 をまず

求め,つ づ い て急 行 バ ス を利 用 した場 合 の一 般 化

時 間 を求 めた。これ らよ9一 化時 間差 を求 め,式

(6・1)の 転 換意 識 モ デルに よ り,OD別 に転 換

率 を求 め,表6-8の 値 に乗 じ,転 換 者 数 を推 計

した(表6-9)。 なお,こ の 時,モ デル のパ ラ

メ ータ として は表6-7に 示 す α=-0.023,b=

一〇.72を 用 いた 。推 計 結 果 よ り,急 行 ・ミス の タイ

プAで は,表6-8に 示 す 鉄道 利 用者 総数6429

人 の うち70%に あた る4527人 が急行 ・ミス に転換

す る もの と推計 され た。 タイ プBで は これ よ り少

な く,3882人 とな った。

d)車 直 行か ら代 表 型 急行 バ ス へ の転 換 者数 の

推 計

図6-7に 示 す よ うに車直 行 者 につい て は

Choi㏄ 層 のみ取 り出す 必要 が あ る。 そ こで表6

-8の 推 計 値 に,表6-10に 示 す 実態調 査 か ら得

られ た車 直行 者 の 中 でのChoice層 の 割合 を乗 じ

求 め るこ とに した(表6-11)。 つづ い て,表6

-7に 示 す 車直 行者の場 合のパラメータ を持つ 転換

意識 モデ ル に よ り鉄道 か らの転 換 の場 合 と同様 な

方法 に よ り転換 率 を求 め,つ づ いて転 換 者数 を推

定 した。 そ の結果,表6-11に 示 す よ うに,急 行

バ ス タ イ プAで は車 直 行者 の22%に あた る381

人 が転 換 す る こ とにな り,タ イ プBで はや や少 な
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表6-8 現状 パターンによるOD別 代替交通手段別

通勤者数の推計

嫐

自 手
宅 段

大 阪 市
府
東
南
部

尼

崎

西
宮
・神

戸

計
北 東 西 ・南

天 ・浪

他

清和台

鑓 讎 sso 踊 159 51 嬲 73 1658

車 了0 0 sa 141 69 719 217 1284

計 652 跚 幻3 謝 120 947 勸 0

多田グ

リー ン
ハイツ

鑓 sao 1091 鵬 娚 169 蹴 2.30 繍

車 30 zs 留 92 141 谺8 0 757

計 跏 1120 脚 鵬 310 610 230. 4290

伏尾台

鑓 428 躅 210 嬲 A3 砺 71 1238

車 148 15 30 74 57 105 zs 齪

計 sisiZso 240 捌 100 150 100 16%

;鉄道
トー一一 剄哩

調謝叢
幽1

iI

嬲 s跚 505 374 　 .

計 踵}
._-

1計

3071267 1202 246 ,,,

1　

ーー

jiii 謝 17071620跏

注)大 阪市は淀川以南の瑚或を対象としている。

表s‐s鉄 道利用者の代表型急行バスへの転換者数

嫐

寸ス

宅 タイプ
＼ ＼

大 阪 市 府
東
南
部

尼

碕

西
宮
・神

戸

計

北 東
西 ・南

天 ・浪 他

鯑
A 367 瓣 129 100 32 144 as 1(羅5

B 跚 191 ios 84 幻 121 39 879

多田グ

リー ン
ハ イツ

A 592 sm aos 糊 125 172 170 2614

B 520 709 359 zss uo 151 150 D

伏尾台
A aoo 165 147 144 30 32 50 sss

B 躍 134 120 117 25 zs 40 gas

計
A 1259 1199 晒 珊 187 跚 266 唾5幻

B 1072 1034 嬲 499 162 嬲 謝 戳

表6-io車 直行 者 のChoice層 とCaptive層

地区

層

灘 多田 グ リー ン
ハ イツ

伏尾台

人数 % Jet % 燉 %

Choice 160 74.8 TT 67.0 63 X6.3

Captive 54 25.2 38 33.0 49 43.7

計 214 100.0 115 100.0 112 100.0

く21%の 人 が転 換 す る もの と推 計 された 。

e)代 表 型急 行 バ ス利用 者数

表6-9,11よ リタイ プAの 急 行 バス利 用 者 は

4908人,タ イ プBで は4246人 とな った。

表6-it車 直行通勤者 と代表型急行バスへの転換者数

嫐

自宅 手段

大 阪 斎
府
東
南
部

尼

崎

西

宮
・神

戸

計
北 東 西 ・南

天 ・浪
他

灘
車直行者 52 0 51 105 52 鵬 162 驪

転
換者

タイプA 13 0 iz 26 12 1〔罵 40 zu

タイブB iz 0 u 25 i2 103 38 201

多田グ
リーン
ハイツ

車直行者 20 is sa 62 sa 瓣 0 sas

転
換
者

タイプA 5 4 13 15 22 5D 0 109

タイプB 5 4 13 14 zi as 0 105

伏尾台

車直行者 芻 8 17 姐 32 59 is 鰤

転
換
者

タイプA 21 2 4 10 8 12 4 si

タイプB 21 2 4 10 7 u 4 驂

計

車直行者 155 幻 躅 zos 1T8 勸 178 1723

転
換
者

タイプA 舘 s 29 51 姐 170 44 詔1

タイプB 叙 s % 49 40 162 42 謝

5.ま と め

本章では,意 識データに基づく急行バス転換モ

デルを構築することと,こ のモデルを用いた急行

バスの需要推計方法を提案することを主な目的と

し研究を行い,次 の成果を得ることができた。

(イ)一 般化時間を組み込んだ急行パスへの転換

意識モデルを構築し,そ の適合性を検討したとこ

ろ,「 バス十鉄道」通勤者の場合,ア クセス型急、

行バスより代表型急行バスへの転換モデルの方が

精度が良いことが判明した。また,車 を含む 「車

+鉄 道」通勤者,車 直行者のモデルの場合,サ ン

プルが少ないとい う問題はあるものの係数比較に

より転換動向を占うと,「 バス+鉄 道」通勤者よ

り急行バスへの転換が困難であることが示された。

(ロ)次 にこの転換意識モデルを用いた需要推計

においては,実 態調査で得られた現状の交通手段

分担関係が将来続 くものとしてまず需要推計を行
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い,つ づいて転換モデルにより急行パスの需要推

計を行 うという2段 階の推計手順により比較的容

易に新しい交通機関の需要推計が行 えるこ とを

明らかにした。
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第7章 自転車 ・バ イクの利用特性 と有料駐

車 場転換 意識 モデルに よる需要 推計D2)

1.は じ め に

1973年 の第1次 オ イル シ ョック以後,通 勤 ・

通学 交通 にお ける 自転 車 利用 は 飛躍 的 に増 大 した。

しか し,最 近 で は そろ そ ろ頭 打 ち とな り,か わ っ

て原 動 機 付 自転 車(い わゆ る ミニバ イ ク)が 急 増

して き てい る。 大都 市 の多 くの駅 周辺 に は先行 し

て発 生 した 自転 車 と最近 発 生 した ノミイ クが混在 し

て,歩 道,車 道,公 園 な どに駐 車 す る こ とに よ り,

歩 行 者,自 動 車な どに対す る通 行 障害,景 観 の悪

化,利 用 者 間 の トラブル な ど様 々な 問題 を生 じ さ

せ てい るoと くに,パ イ クの場 合,可 燃物 の積 載,

重 量 が 重い こ とに よる危険 性 は大 きい。

この よ うな状 況 に対 し,今 まで 自転 車 を中心 に

各 種 対策 が 実施 され,い くつ かの 成果 が 上 げ られ

てい るが,試 行錯誤 的 段階 に と どま って お り,利

用者 の特 性 を充分 把握 した上 で合 理 的な 対策 を打

ってい る とは 言い 難い 面 が あ る。 とくにバ イ クに

い た って は,そ の特性 す ら明 らか に され て い ない

の が現 状 で あ る。

そ こで 本章 で は,駅 周 辺 の 自転 車 ・バ イ ク対策

の た めの基 礎 資料 を得 る こ とを 目標 に,次 の研 究

目的 を設 定 し た。

1)自 転 車,車 との比 較 でみ た バ イ ク利 用者 の

特 徴 を明 らか にす る こ と。

2)置 場利 用者 との比 較 でみ た 放置者 の特徴 を

明 らか にす る こ と。

3)交 通手 段 の転 換特 性 を把 握 す る こ と。

4)ノ ミイ ク利用 者 の 駅選択 特 性 を把 握 し,駅 選

択 モ デル を構 築す る こ と。

5)有 料 駐車 場 へ の転換 意識 を調 べ,そ の モ デ

ル化 を行 う とと もに,有 料駐 車場 の需 要 推 計

手法 を確立 す る こ と。

次に 従来,駅 周辺 に駐 車 して い る 自転 車,パ イ

ク を対 象 に して実 施 された研 究 につい て整理 す る

こ とにす る。 自転車 に対 す る研 究 では,利 用 者 の

基 本的 特 性 を ア ソケ ー ト調査 に よ り分 析 した もの

が 多 く,毛 利 ・渡辺3),高 岸 ・金 丸4)5)大 塚 ・

川 上 ほ か6)に よ って利用 者 の 属性,発 生 圏域 と利

用距 離,手 段 選 択 の変 化 とそ の理 由,有 料 駐 車 場

の利用 意 識 な どが把握 された。 また,放 置 自転 車

の実 態 につ い て も最近 報告 され てい る7)0こ れ ら

の ア ンケ ー ト調 査結 果 を もとに,一 歩 突 っ込 んで

徒 歩,バ ス との関連 におい て 自転 車 の分担 関 係 を

分 析 し た もの に高 岸8),毛 利 ・渡 辺9)の 研究 が あ

る。 高岸 は総 費用概 念 を用 い て,演 えき的 に分 担

圏 を推定 す る モ デル を提 案 した。 毛 利 ・渡辺 は三

者 の 選択 関係 を徒歩 対 非徒 歩,非 徒歩 の中 で の 自

転 車 対 バ ス とい う2段 階 の 二者 択一 型選 択 関係 に

お きか えて,時 間要 因 に よ って 選択 率 を推 定 す る

回帰 式 を求 め,こ れ をも とに各 手段 の 発生 圏域 を

区 画す る 方法 を提案 した。 さ らに,渡 辺 らは 自転

車利 用 者 の置 場選 択 行動 を分 析 し,置 場 の分担 圏

域 区画法 を提 案 す る10)と ともに,自 転 車 の駅 勢

力 圏 につ い て も考察 した11)。 一方,山 川12)は 利

用特 性 を把握 す る と ともに,自 転 車駐 車対 策 に対

す る意 識,駐 車 対策 の実施 例 を検 討す る こ とによ

り,今 後 の 駐車 対策 の あ り方 に つい て提 言 した 。

バ イ クについ ては,最 近 研究 が始 ま った ばか り

で あ り,主 に実 態把 握 が 中心 で あ る。 山川 ら13)14)
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は近 年 バ イ クが急 激 に増 加 し てい るこ と,「 坂 が

あ るの で疲 れ る」 が最 大 の転 換理 由で ある こ とを

明 らか にす る とと もに,バ イ ク対策 に つ いて も検

討 した。 また,竹 内15)ら は 自転 車 との比較 におい

て バイ クの特 徴 を調 べた。

この よ うに,従 来 の研 究 に おい ては バ イ クの利

用 特 性 そ の もの に関す る研 究 お よび,現 在,現 場

にお い て焦 眉 の課題 で ある 自転 車 ・パ イ ク有 料 駐

車 場 の需 要推 計 方法 に関す る研 究 が不充 分 な状 況

に あ る。 本研 究 で は この 点 を重視 し,研 究 を行 っ

た点 に特 徴 が あ る。

2.自 転 車 ・バ イ クの利 用実 態

(1)調 査 の概 要

1984年9月21目,大 量 の 自転 車 ・バ イクの鉄 道

駅 周 辺駐 車 が行 わ れて い る枚 方 市 内の京 阪 本線 枚

方 市,牧 野,樟 葉 の3駅 を対 象 に,自 転 車 ・バ イ

クの利用 実 態調 査 を実 施 した 。 こ の3駅 の駐 車台

図7-1調 査対象駅

数 は表7-1の 通 りである。 これ らを対 象 に,駅 か

らの距離 帯 別,置 場 ・放置 別,自 転車 ・バ イ ク別

に調 査票 が ある程度 ま とま って 回収 で きる よ う配

布 数 を決 定 し,ハ ソ ドルや サ ドル に 吊 り下 げ る方

法 で 配布 した。 回収 は料 金受 取人 払 いの 郵送 方式

とした。 配布 ・回収 状況 を表7-1に 示 した。全

体 の有 効回 収率 は22.3%と な った 。 この とき,自

転 車 は バ イ クに比較 して や や高 い 値 を示 し,ま た,

置 場 の方 が 放置 に比 較 して 相当 高 い値 を示 した。
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図7-2お もな集計結果

(2>調 査 結 果 の概要

調 査 した3駅 全 体 を対 象 に した分 析結 果 を図7

-2に 示 し
,自 転 車 とバ イ ク,置 場利 用 者 の特徴

を調 肉 た。

a)性 別,年 齢,職 業:性 別 では,自 転 車は バ

イ クに 比 べて 女 性の 占 める割 合 が高 くな った。 置

場 ・放置 別 にみ る と,自 転 車 で は放置 にお いて 女

性 の割 合が 増 加 した。 年 齢 では,自 転 車 の場 合,

20才 以 下 が多 く,バ イ クで は20才 代,30才 代 が

多 くな り,自 転 車 に比 べ てや や年 令 が上 が った。

ま た,放 置 は 自転 車,バ イ クと も若 い人 の 占 め る

割 合 が高 くな った。職 業別 では,自 転 車,バ イ ク

とも放 置 におい て 学生 の 占め る割 合 が増 加 した。

とくにバ イ クにお い て著 しか った。

b)利 用 目的,鉄 道 乗 りか え,利 用 頻 度:利 用

目的 に お い ては,バ イ クは 自転 車 に比 べ て通 勤 の

占 める割 合 が高 く75%を 占 めた。 通勤,通 学 を合

わせ る と自転 車93%,バ イ ク96%と な った。 こ

の よ うに 自転 車,バ イ クの ほ とん どが通 勤 ・通学

で ある。 置 場 ・放 置 別に み る と,放 置 自転 車 では

通 勤 ・通 学 が減少 し,そ の他 の 目的 が増 加 した。

放 置 バ イ クでは通 勤 が減 少 じ,か わ って 通学 が増

加 した。 鉄 道乗 りか えの 有無 で は,自 転 車 ・バ イ

ク とも,鉄 道 に乗 りか える人 が大 多数 を占 め た。

放 置 で は乗 りか え る人が やや 少 な くな った。 利用

頻 度 で は,自 転 車 はバ イ クに比 べて 毎 日利用 す る

人 の割 合 が高 いが,週5～6回 を含 め る と両者 と

もほぼ85%に な り,差 は み られな か った。 ま た,

放 置 で は 自転 車 ・バ イ ク とも週5～6回 以上 使用

す る人 の 割 合がや や 減少 した。

c)以 前 の交通 手 段 と雨 の 日の交 通手 段:現 在,

駅 まで 利 用 してい る交通 手 段 と以前 の交 通 手 段 で

変 化 が あ った人 は,自 転 車 では51%,バ イ クで は

80%と な り,自 転 車 よ りバ イ クの方 が多 くな った。

置 場 ・放 置 別 で は,バ イ クにおい て は差 は み られ

な か った が,自 転 車 では 放置 でや や 増加 した。 以

前 の交 通手 段 の 内訳 をみ る と,自 転 車 とバ イ クで

は差 異 が み られた 。 自転 車 では徒 歩,バ イ クあ わ

せて9割 を しめた 。置 場 ・放置 別 では放 置 に おい

て徒歩 が増 加 し,64%を 占めた。一 方,置 場 で は

バ ス が 最 も多 く47%,つ 噛 ・て徒 歩42%と な っ

た。 バ イ クの場 合 は置場,放 置 ともバ スが最 も多

く,つ づ い て 自転 車,徒 歩 とな った が,放 置 にお

い て はバ スの 占め る割 合 が減 少 し,か わ って 徒 歩,

自転 車 が増 加 した 。

雨 の 日に利 用駅 を変 える 人は,自 転 車,パ イ ク

とも少 な く数%で あ った が,放 置 バ イ クにおい て

や や 駅 を変 える人 が増 加 した。雨 の 日に も引 きつ

づ き同 じ交 通 手段 を利 用 す る人 は,自 転 車 で42

%,バ イ ク21%と な り,バ イ クの 方 が 雨 の 日は

利 用 しに くい よ うで あ る。 また,自 転 車,バ イ ク
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表7-1調 査駅の駐車台数とアンケー ト配布 ・回収状況

駅

名

車

種

駐車台数(台) 配布数 ㈱ 有効回収数 ㈱ 有効回収率(%)

置 場 灘 計 鷭 鰓 計 醐 鱧 計 醐 鰡 計

枚
方
市

自 1304 1141 2445 細 跚 734 101 49 150 ,: 13.0 20.4

ノマ 鸚 Rio 1003 339★ 謝 673 so 32 122 26.5 9.6 18.1

計 1597 iii D 6% iii 1407 191 81 餌2 27.4 11.4 19.3

牧

野

自 2162 1708 3田0 ass 521 13田 嬲 85 314 ... 16.3 22.6

ノマ 勸 ㎜ 512 齋 182 478 79 22 ioi 26.7 12.1 21.1

計 2452 1930 .・:r 1162 703 18〔逅 308 im 415 ., 15.2 22.3

樟

葉

自 5077 鰯 5533 1069 311 1380 313 52 緇 29.3 16.7 .,.

ノて 1170 躅 1526 522 躅 768 126 31 1研 24.1 12.6 20.4

計 6247 812 7059 1591 跚 zips 嫻 s3 522 zr.s 14.9 24.3

計

自 D D :.: ㎜ 1209 poi 脇 1% szs ,: 15.4 23.7

バ 1751 1290 3041 1157 762 Isis 獅 85 謝 25.5 n.2 is.s

計 10294 4595 ;.;, 罎9 1971 跏 嬲 271 1209 幻.2
113・7

22.3

濁 躔1黷 蘇1鶤 は..;,、月5。、麟 ・雕 ・月19・・蘊

(3〕配布:1984年9月21日 実施
(4滴効回収率=侑 効回収数/配 布数)×100
⑤★印は、駐車台数より配布数が大なることを示す。これは調査日が異なることによる。

図7-3駐 車開始時期の累積傾向

とも放置 にお い て手段 を変 える人 が多 い。 他 の交

通 手 段 を利用 す る人 で は,置 場 自転 車 におい ては

バ スが最 も多 く,つ づい て 徒歩,放 置 におい て は

徒 歩,バ ス の順 とな った。 バ イ クの場 合,置 場,

放 置 ともバ スが 最 も多 い が,放 置 は置 場 に比 べ て

よ り高 い値 を示 し,逆 にパ イ クの割合 は減少 した。

(3)駐 車 開始 時 期 と駐車時 間

駐車 開始 時 期 は 図7-3に 示

す よ うに,バ イ クは 自転 車 に比

べて近 年 急激 な増 加 を示 し,こ

こ2,3年 で過 半 数 が発 生 した。

また,置 場,放 置 別 にみ る と,

自転 車,バ イ ク とも放置 に おい

て近年 の発 生 が め ざ ま し く,最

近2年 間で 半 数 が 発生 して い る。

駐 車開 始時 刻,駐 車終 了時 刻,

駐 車時 間 の平 均値 でみ る と,駐

車 開始 時刻 は 自転 車,バ イ クと

もお おむ ね似 か よ った値 を示 し

たが,い ず れ も放 置 は置場 よ り

駐 車 開始 時刻 が遅 くな った。 駐

車終 了 時刻 で は,バ イ クは 自転

車 よ り遅 く,ま た置 場 は放 置 よ

り遅 くな った 。駐 車開 始 か ら終

了 ま で の駐 車 時 間 は,バ イ クは

自転 車 に比 べて や や長 くな る傾

向が あ る と とも に,放 置 に おい

ては置 場 に比 べて 自転 車 ・バ イ

クとも1時 間 以上 短 くな った。

また,い ず れ の指 標 とも標 準偏

差 は放 置 にお い て大 き くな った。

表7-2駐 車開始時刻,終 了時刻,駐 車時間

車 種 形態

駐車開始時刻 駐車終了時刻 轢
u

時 分

6

分

u

時 分

Q

分

u

時 分

6

分

自転車
翻 7:52 83 18:56 1ω 11:10 156

鰌 8:22 110 18:12 177 10:03 183

バイク
鸛 7:46 73 19:19 147 11:38 158

麗 8:35 120 19:i)0 150 10:25 210

注)μ=平 均値 σ=標 準偏差
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(4)自 宅 か ら駅ま で の距 離 と時間

自宅 の位 置 を地 図 上 に プ ロ ッ トし,自 宅 か ら駅

まで の直 線 距 離(利 用 距 離 と略 称す)を 測定 し,

各駅 別に累 積 相対 度 数 を示す と図7-4の よ うに

な った。駅 別 にみ る と自転 車 ・バ イ ク それぞ れ距

離 の分布 形 状 に差 異 がみ られ るが,い ず れ の駅 と

もノミイ クは 自転 車 よ り遠 距 離か ら発生 し,放 置 は

置場 よ り近 距 離 か ら発生 す る傾 向 がみ られ た。 利

用 距離 の平 均 値 をみ る と,表7-3に 示 す よ うに

自転 車全 体 で は1232mと な った。 この とき放 置

では置 場 に比 べて約200m短 くな り,1068mと

な った。 バ イ クで は2070mと な り,自 転 車 よ り

約850m長 くな った。ま た,放 置 は置 場 よ り約

200m短 か く,1929mと な って い る。 駅別 で は 自

図7-4利 用距離の累積傾向

表7-3自 宅から駐車場所までの所要時間と利用距離

手

段

場

所
駅 名

利用距離m 所要時間分 相 関

係 数

回帰式 デー

タ数u a u a a

一

b

自

転

車

置

場

D 1678 驪 io.s 5.4
..

0.774
!i

O.424
★★

3.78 74

牧 野 lip 402 8.4 3.0
★★

0.441

★貞

0.303

ニx

4.97 isz

樟 葉 1255 373 8.5 3.2
1i

o.sss
買

0.470

一★
費

2.64 239

計 ,: 躅 8.8 3.6
貢★

0.631

窟

0.417

★

3.48 495

放

置

鰤 1300 劔6 8.9 4.9
.,

0.869
寅責

0.435

頁★

,: 36

牧 野 斷 sss 7.6 2,7
★

0.420

.,
0.313

★

4.71 70

樟 葉 1100 謝 8.5 3.4
,.

o.aas
..

o.ass
..

3.45 46

計 1〔罵8 黝 8.2 3.6
ii

O.〔渇9

.,
0.411

.,
3.82 isz

計 1232 561 8.7 3.6
貢窟

0.642

f#
0.412

・s

3.60 647

バ

イ

ク

置

場

D .. 1670 iz.o 5.3
窟,

0.752
貞槍

o.2認

費調

5.02 63

牧 野 15㌶ 735 7.1 2.7
t4

0.711

4f

!nl
★實

3.08 so

樟 葉 1931 躅 8.1 3.1
..

o.TTs
.,

1i.4
,.

2.71 93

計 2113 izss 9.0 4.3
賈★

0.802

胄貞

o.zr2

..
3.20 zis

放

置

鰤 21銘 刪 9.2 3.4
★寅

0.673

十・

o.zrr

i
3.11 %

牧 野 iiss TT6 6.3 3.0
★

0.534

★

0.205

..
3.80 17

樟 葉 2163 1131 9.0 3.8
f#

0.760
★★

o.zsa

責★

3.49 23

計 ,. 1018 8.4 3.6
-一 一 一

4.1

★脅

0.729
-

★費

o.7so

貢負

0.259
四一一 蔽

0.餌0

.,

3.叙

'一幽齒★噛

3.23

箜
魏計 2070 1207 8.8

注)(1}μ=平 均値 σ=標 準偏差
(zl相関係数幅利用距離(Pメ ー トル)と 所要時間(t分)の 棺関係数

!3)回帰式:c=aX1042→b

(4)*=5%有 意,.i%有 意

転車,バ イ ク とも枚 方 市 の駅勢 圏 が最 も大 き く,

つづ い て 樟葉,牧 野 の順 とな った。 調 査票 の 回答

値 に よる 自宅 か ら置 場 ま での所 要 時 間で は,バ イ

クは 自転 車 に比 べ てや や時 間 が かか って い る もの

の差 は あ ま りみ られ なか った 。次 に この時間(t)分

と利 用 距 離(4メ ー トル)と の 回帰式 を求 め る と,

表7-3に 示す よ うに係数 にお い て駅 ご とに若 千

の 変動 は あ った が,全 体 を対 象 にす る と自転 車 ・

バ イ クそれ ぞれ次 式 の よ うにな った。

自転車:t=0.412×10曽2e十3.60(7・1)

ノミイ ク:c=0.270×10-24十3.23(7・2)

こ の式 の傾 きよ り速 度 を求 め る と,自 転車14.6

Km/hr,パ イ ク22.2Km/hrと な った。 なお,置

場 放 置 に お け る差異 は 認 め られ な か った。

(5)利 用 距離 帯 別交通 手 段 の転 換状 況

こ こで は 交通 手段 の転換 状 況 を利用 距 離 との 関

係 にお い て 分析 す る こ とに した。 この とき,利 用
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月 的(通 勤 ・通 学),・駐 車状 況(置 場,放 置)に よ

って特 徴 に差 異 が あ らわ れ る こ と も予想 し,こ れ

らの クラス別 に分析 を行 う こ と を 考 え た。 しか

し,通 学 で は サ ンプル数 が少 な い た め,通 勤 の み

を対 象 として分 析 した。 また,置 場,放 置 別 に サ

ンプル を分 け て分 析 した が,サ ンプル数 が 少 な い

ため,こ こで は置場 と放置 を あわせ た サ ンプル を

対 象 に した 結果 のみ記 す(表7-4,図7-5)。

徒 歩 か ら自転 車 に転換 した人 の利 用距 離 の平 均値

は959mで あ り,1Km以 内 か ら59%が 発 生 して

い る。 バ スの場 合 は平 均 値 が1453mと な り,1

Km以 内 か ら発 生 した人 は16%で あ った。ノミイ クの

場 合 は バ スか らの転換 者 が最 も多 い が,こ の時 の

平 均 値 は2268mと な り,自 転車 への 転換 の場合

よ り平均 値 で800m長 くな った 。 雨 の 日の交 通手

段 の転換 状 況(表7-5,図7-6)は,以 前 の

交 通 手段 の転 換状 況 とほぼ よ く似 か よ った傾 向 を

表7-4以 前の交通手段別利用距離

転換 状況 利用距離m D
率
%

サ ンプ
ル数

人讎 以 前 u 6

自
転
車

徒 歩 959 267 59.4 ios

バ ス 1453 528 16.1 93

バ

イ

ク

徒 歩 985 poi 63.2 19

自転車 1486 397 11.5 26

バ ス 嬲 935 2.2 92

注)μ 譯平均憤 σ=標準偏差

発生率=駅 から直線距離1㎞ 以内で発
生する人の割合

図7-5利 用距離 と以前の交通手段か らの転換状況

表7-5雨 の日の交通手段別利用距離

転換 状況 利用距離m 姓
率
%

サンプ
ル数

人盤 雨の日 u 6

自
転
車

徒 歩 933 301 64.1 78

バ ス ins 纈 9.5 84

バ

イ

ク

徒 歩 977 511 62.5 24

バ ス D 909 2.1 94

注)μ 帯平均値6=準 偏差
発生率二駅から直線距離1㎞ 以内で発

生する人の割合

示 し,徒 歩,バ ス か ら 自転 車,,バ イ クに転 換 し

た 人 は雨 の 日には お おむね,も との手段 に も どる

の では ない か と思 われ る。

図7-6利 用距離 と雨の 日の交通手段 の転換

5.パ イクと車の利用実態の比較

(1)調 査 の概要

通 勤 ・通 学 交 通 にお け るバ イ ク,車 の パ ー ク ・

ア ン ド ・ライ ド利用 の 実態 を調 べ る ため,大 量 の

駐 車 が行 わ れ てい る大 阪 府北 部 の北 大 阪 急行 千里

中央,桃 山 台,阪 急千 里線 北 千 里,山 田,南 千 里,

京 阪本 線 樟葉 の6駅 におい て全 駐 車台数 を対 象 に

ア ソケー ト調 査 を実施 した。調 査票 の配布 は,車

では ワイパ ーは さみ込 み,手 渡 し,バ イ クで は ミ

ラーつ り下 げ,手 渡 し方式 で,1983年10月 下 旬

の平 日午 前 中 に行 い,回 収 は料 金 受取 人 払い に よ

る郵 送 方式 と した。配 布 ・回収 状 況 を表7-6に

示 した 。有 効 回収 率 は・ミイ ク20.2%,車19.1%と

.,



な っ た 。

表7m調 査票の配布 ・回収状況

:!._r;9. 配布数 有効回収数 有効回収率*)

車 バイク 車 バ イク 車

冖
バイク

千里中央 736 躅 115 138 15.6 24.8

D 33 637 2 128 6.1 20.1

北千里 107 鰯 24 93 22.4 16.4

山田 9五 234 12 47 13.2 20.1

南千里 91 375 17 60 18.7 16.0

髏 412 1625 111 躍 .. 21.0

螺 1470 襴 281」こ
.
嬲 19.1 20.2

一

*)有 効回収率=(有 効回収数/配 布数}×100(%)

(2)調 査 結果 の概 要(図7-7)

a)・利 用 目的:バ イ クの8割,車 の ほ とん どが

通 勤 目的 で あ った。 そ こで,以 下 では通 勤者 に対

す る集計 結 果 を示 す こ とに した。

b)性 別,年 齢,収 入:バ イ ク,車 とも男性 の

占 め る割 合 が 高い が,車 は8割 を こえバ イ クよ り

高 い値 とな った。年 齢別 では,バ イ クは 車 に比較

して若 い 層 が利 用 し,30才 代 ま でが7割 近 くを

しめ た。 回答 者個 人 の年 間収 入 で は,バ イ クは車

よ り所得 が低 くな った。

c)免 許 お よび車 の保有:パ イ ク利用 者 の15

%が 車 の免 許 を保 有せ ず,32%が 車 を保有 して

い ない こ とが わか った。 車 利用 者 で はバ イ クを保

有 してい な い 人は6割 以上 に達 した。

d)利 用 頻度:車 はバ イ クよ り週5～6回 利用

す る人 の 割 合 が高い が,い ず れ も8割 以上 を しめ

た。

e)以 前 の交通 手段:現 住 所 に移 って か ら交 通

手 段 を変更 した人 は,バ イ クで は79%,車 で は

67%と な った。 以前 の交 通手 段 の 内訳 は ,パ イ

クで は バス が 最 も多 く55% ,つ づい て徒 歩16%,

自転車16%と な った。 車 の場 合 もバ ス が最 も多

く49%,つ づ い て車直 行27%,徒 歩17%の 順

とな った。

(3)駅 利用開始時期と駐車開始時期

駅を利用し始めた時期 とその駅ヘアクセスする

ためにバイクあるいは車の利用を開始した時期を

図『7-7お もな集 計結 果
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調査 に よ り把 握 した。 図7-8に バ イ クの ケ ース

を示 したが,バ イ クにお い ては近 年 急 激 な増 加傾

向 を示 し た。 車 の場 合は 近年 特 に増 加 してい る と

い った傾 向は み られ な か った。 次 に,駅 利用 開始

時期 と現在 の 交通 手段 の利用 開 始 時期 の タイ ム ラ

グを計 算 す る と,バ イ ク,車 とも同時 利 用 が最 も

多 い が,車 で は60%と バ イ クの37%と な り,よ

り車 の方 が 高い 値 を示 した。 よ って タイ ム ラ グの

平 均 値 も車1.2年,・ ミイ ク2.1年 とな り,パ イ ク

の方 が大 き くな った。

(4)自 宅 か ら駅 ま で の距 離 と時 間

通 勤者 の住 所 を地 図上 に プ ロ ッ トし,駅 まで の

直 線距 離 を求 め,全 駅 の合計 を対 象 に その分 布 を

調 べ た ところ図7-9に 示 す よ うにな った。 バ イ

クの平 均値 は2.OKm,車 は3.4Kmと な り,車 の方

が 利用 距離 が長い こ とが判 明 した 。 ま た,調 査 票

の回答 値 に よる 自宅 か ら置場 まで の所要 時 間 では,

バ イ ク,車 の平均 値 は それ ぞれ8.3分,12.6分

とな り,最 頻 値 は・ミイ ク5～9分,車10～14分

に あ らわれ た。 次 に この時 間(t分)と 利 用 距離

(4m)と の 回帰式 を求 め る と対 象駅全 体 の サ ソ

プル を対象 にした場 合,次 式 の よ うに な った。

ノミイ ク:c=0.230×10層24十3.79(7・3)

車:t=0.185×10甲24十5.67(7。4)

この式 の傾 き よ り速 度 を求 め る と,バ イ ク26.1

Km/hr,車32.4Km/hrと な った。 なお,係 数

はt検 定 の結 果 いず れ も1%有 意 で あ った。

図7m駅 利用開始時刻 とバ イク利用時期

図7-9利 用距離の相対度数 と累積傾向

4・ バイクの経路選択特性と駅選

択モデル

(1)駅 選択 状 況

今 ま で の分 析 で 明 らか にな った

よ うに,バ イ クの 利 用距 離 は車 よ

り短 くな る ものの 自転 車 よ り相 当

長 く,速 度 も速 い 。 また,自 転 車

と同様 駐 車 が容易 で ある。 これ ら

の こ とよ り鉄 道駅 の選 択 は広範 囲

に:わた って行 われていると思 わ れ る。

そ こで,前 節 で示 した調 査 にお い

て代 替駅 に つい て も調 べ た。 そ の

結果,主 に異 な る鉄 道 路線 にお い

て は 「千 里中 央 」 対 「北千 里 」,

「桃 山台 」対 「南 千 里 」,同 一路

線 内 にお い ては 阡 里 中兜 対 「桃

山 台 」 「山 田」 対 「南千 里 」 の選

択 が行 わ れて い る こ とが 明 らか に

な った。 そ こで こ こ では,従 来 研

究 が進 ん でい ない 路線 間 選 択 を対

象 に,最 もサ ソ プル数 の多 い 「千

里中 央 」対 「北 千 里 」 の選 択 を行

:.



ってい るバ イ ク利 用者 の駅 選択 特 性 を調 べ,駅 選

択 モ デル の構築 を行 うこ とに した。 な お,本 節 で

は 通勤 者 を対 象 に考 察 した。 この とき,サ ソプル

数 は千 里 中央 利用者(代 替駅 北千 里)31人,北

千 里利 用老(代 替駅 千 里 中央)20人 の計51人 と

な った 。

(2)経 路 デ ータの求 め 方

現 状経 路 に つい ては,調 査 票 よ り自宅 か ら勤務

先 まで の経 路 と利用 交 通 手段 を把 握 し た。 この と

きイ グ レス手段 が バ スの 人 もあ った が少 数 のた め

除 き,徒 歩 の場 合 の み対 象 とした。代 替 経路 は調

査 票 に記 され た代 替駅 か ら勤 務先 まで の所要 時 間

が 最 も短 くな るもの を採 用 し た。

経路 デ ータは次 の よ うに して作 成 した。 自宅 か

ら駐車 場所 まで の所要 時 間 は式(7・3)を 用 い,

直 線距 離 を代 入す る こ とに よ り求 めた。 駐 車場 所

か ら駅 まで の徒歩 時 間 は駅 別 に求 めた平 均 値 に よ

った。 鉄 道 の乗 車時 聞 は時 刻表 よ り求 め,待 ち時

間 は平 均運 行 間 隔 の半分 とした。 イ グ レス 徒歩 時

間 は謫 査票 の値 を用 い た。 乗 りか え徒歩 時 間 は実

測 した 。 また,1ヵ 月 の駐 車料 金 はす べて の駐 車

場 で1200円 で あ った 。 千里 中央,北 千里 とも有

料 駐 車場 が 用意 され てい る ので,現 在 駐 車場 を利

用 して い る人 は代 替駅 におい て も有料 駐 車場 を利

用 す る もの とした。利 用 してい ない 人 は代 替駅 に

お いて も有 料 駐車場 を利 用 しない もの とした。 バ

表7-7現 状経路 と代替経路の特性比較

指 標 駅別利用者
現 状 経 路 代 替 経 路 代替経路一

糊

平均値 ru;.1=:r. 平均値 鶴 平均値 羅
乗りかえ
回数(回)

千里中央利用者
北千里 利用者

0.23

0.75

0.43

0。72

o.ss

O.80

0.田

0.70

0.32
0.05

0.48
0.69

騨
(分)

千里中央利用者
北千里 利用者

49.0
64.8

14.7
12.7

62.3
55.4

15.4
14.7

13.3
-9.4

7.1
7.9

費用

(円/月)

千里申央利用者
北千里 利用者

14204
11259

,　

2518
13931
14730

4817
..

一273

3471

1707

髑

→殳化
黼

千里中央利用者
北千里 利用者

190.6
194,8

59.3
39.6

205.1
Jil

.!

46.4
14.6
25.2

20.1
32.9

控⊃ サンプル数は千里中央駅利用者31人 、北千里駅利用者20人 である

イ クの1カ 月の燃 料代 は,調 査票 に記 され た1カ

月 の燃料 代(m円)と 利 用距 離(4m)と の次 に

示す 回 帰式 に よ り,利 用 距 離 を代 入す る こ と に よ

り求 めた 。

m=0.20684十2570(7・5)

鉄 道 費用 は1ヵ 月の通 勤 定期代 とした。

(3)経 路特 性

経 路選 択 にお い て従来 重 要な 要 因 であ る と考 え

られ てい る時間 と費用 に,乗 りか え回数 を加 えた

3種 類 の指 標 に よ り,千 里中央 駅 を選択 した 場 合

の経 路 と北 千 里駅 を選択 した場 合 の経路 の特 徴 を

まず 探 る こ とに した 。

主 な特徴 を表7-7に 示 したが,そ れ ぞれ の 指

票 の平均 値 に よ り比 較す る と,乗 りか え 回数 の場

合,0.32回 の増 加 がみ られ た。一 方,北 千里 駅 利

用 車 で は わず か0.05回 増 加 した にす ぎな か った。

自宅 か ら勤務 先 ま での所 要 時間 の場 合,千 里 中央

駅 利用老 で は代 替経 路 にお い て13.6分 増加 した 。

北 千里 駅 利用 者 で は逆 に9.4分 の減 少 とな った。

ま た,費 用 は1カ 月あ た りの 通 勤 定期代 と駐 車料

金,燃 料 代 の合計 としたが,こ の と き千里 中央 駅利

用 者 で は代 替 経路 におい て わず か では あ るが,

273円 安 くな った。 北 千里 駅利 用者 は代 替経 路 に

お いて3471円 も高 くな った。 以 上 の こ とか ら,

お おむ ね,千 里中 央駅 利用 者 は代 替経 路 として北

千 里駅 を選 択 した 場合 との比較 にお い て,費 用 は

や や高 くつ くもの の,所 要 時 間,

乗 りか え回数 の少 ない 千 里 中央 駅

を選択 し,北 千里 駅 利用 者 は所要

時 間 は長 くな る ものの,費 用 が か

な り安 い北 千里 駅 を選 択 してい る

こ とが 判 明 したo

次 に これ ら3指 標 の総 合化 指標

で ある一般 化時 間 によ り経 路 特性

をみ る こ とに した。 一般 化 時間

(G)は この場 合,次 式 で 求められる。
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G=,uftf+μ 乃%+μ ゐ+μ ♂ ・

十 μeN十M/λ(7●6)

ただ し,μ=等 価 時間 係数,d=時 間価 値,t=

所 要 時 間,N=乗 りか え回数,M=用,添 字f,

b,T,w,θ は それ ぞれ徒 歩,バ イ ク,鉄 道待 ち,

乗 りか え1回 を示 す。 この とき等価 時 間係 数 は,

・f-2.4,・ 。一・ 。一 …,・ ・:と したis)0

μゐ は調査 に よ り直 接求 めてい ない が,車 と自転

車 の 間 に位 置 す る と考 え,こ れ らの 係数 の平 均値

を と り,1.8と した。 λは鉄道 定 期代 とバ イ クの

燃料 代 にか か る部分 につ いて は,4章 での調 査 結

果 を も とに鉄道 着席 利用1分 間1ヵ 月 あた り115

円,駐 車 料 金 につ い ては236円 と した17)0な お,

鉄 道 の時間 価値 は,4章 で の時 間価 値 に関 す る調

査の2年 後 に,バ イ クの 駅選 択 に 関す る調 査 が行

わ れ た こ とに鑑 み,そ の間 の物 価上 昇分 を考 慮 し

て設 定 した。

この よ うに して求 めた一 般 化時 間 で は表7-7

に示 す よ うに,千 里 中央 駅利 用者,北 千里 駅利 用

者 とも代 替 経 路 におい て プ ラスの値 を示 した 。 こ

の こ とは個 々の指 標 に おい て は,ト レー ドオ フ関

係 が み られ る よ うな選択 現象 につ いて は,ト レー

ドオフ関 係 を総 合化 す る機能 を もつ指 標 として一

般化 時 間 が妥 当性 を有す るこ とを示 した と もい え

よ う。

(4)駅 選択モデル

ー般化時間を説明変数に用いた千里中央駅と北

千里駅の次に示す選択モデルが駅選択実態を説明

するのに妥当であるかどうか検討することにした。

PS=1/{1+・xp(adG+の}(7・7)

PK=1-PS(7.8)

た だ し,添 字S,Kは そ れ ぞれ 千里 中央 駅,北 千

里 駅 を示 す 。 また,dG=GK‐GSと な る。 こ

の モ デル と比較 す る ためGGの 次 の よ うな もの に

お きか えた タイ プ を考 え,モ デル の適合 性 の比 較

を試 み た。

タイプA:dGを 自宅 か ら勤 務 先 ま で の所要 時 間

の差 の みで表 現 した場 合

タイプB:dGを 費用 を含 まな い 一般 化 時間 差 と

した場 合

タ イプC:式(7・7)の モデ ル

これ らのモ デル タイ プ別 に最 尤法 に よ り求 めた係

数 お よび 適 合性 指標 を表7-8に 示 した。 的 中 率

表7-8バ イクの駅選択 モデルの係数 と適合性

タイプ a b 的中率% P2 サンプル数

A

B

C

一〇.072

-0 .042
-0 .065

0.38

0.03
-0.60

62.7

64.7

80。4

11i'

o.oas
O.372

51

注)Ps需1/〔1+exp(a△G+b)〕
Ps;千 里中央駅の選択率

一z
Aと も最 も高 い値 を示 したのは 一 般化 時 間 を用 い

た タイ プCの モ デル とな った。 この よ うに 時間 と

費用 の トレー ドオ フ関 係 が とく に あ らわ れ る よ う

な ケ ースの場 合,こ こで示 した モ デルは 有効 性 を

発 揮 す る こ とが 確 か め られた とい える。

5.有 料駐車場転換意識モデル

(1)有 料駐車場への転換意識

本節の分析で用いたデータは2節 で示した調査

により得られたものである。無料置場利用者と放

置者に対して,駅 か ら1分 のところに有料駐車場

が建設された場合の転換意識を尋ねたところ,無

表7-9無 料置場利用者の有料駐車場利用意識

目 手 利用 利用した わから 計
的 段 したい くない ない

126 78 2 嬲
自転車 csi.2> 僻.9) (0.9) (100.0)

黝
99 33 2 134

バイク f13.9) 124.6) (1.5? (IOQ.0)

訂 68 z 107
自転車 (34.6) (63.6) (1.8) (100.0)

通学
rs 10 0 25

バ イク (60.0? (幽).0) (0.0) (1QO.0)

注)(1)「 利用 したい」は 「料金次第では利用 したい」ことを示す。

(2蕨 道利用者を対 象

..



料 置 場 利用 者 に つい て は表7-9に 示 す結 果 を得

た。通 勤 は 通学 よ り利用 意識 が 高 く,ま た,バ イ

クは 自転 車 よ り高い こ とが わか った。 放置 者 につ

い て は,放 置 禁止 とな り先 に示 した 有料 駐 車場 か,

現 在の 駐 車場 所 よ り3分 遠 い ところ の無料 置 場 か,

この2つ の駐 車場 しか利用 で きない もの とした 。

この ときの選 択結 果 を表7-10に 示 した 。通 勤 に

お いて は,有 料 駐 車 場 の選択 者 は 自転 車,パ イ ク

と もほ ぼ5割 を示 した が,置 場 利 用者 の場 合 よ り

低 くな った。遠 くと も無料 置場 を利用 す る人 は

35%で あ り,わ か らない と答 えた人 が約1割 に

達 した。 徒 歩,バ ス に転換 す る人 は非 常 に少 な か

ったo

(2)有 料 駐 車場 へ の転換意 識 モ デル

「料金 次 第 で は有料 駐 車場 を利用 した い」 と答

えた 人 を対 象 に,置 場 利用 者 で は現在 利用 して い

る置 場 か,駅 か ら1分 の有 料駐 車場 のい ず れか を,

放置 者 で は,駅 か ら1分 の有料 駐 車場 か,現 在 の

放置 場 所 よ り3分 遠 い位置 に ある無料 置 場 のい ず

れ か を選 ぶ 問題 として次 の選 択 モデル を定 式化 し

た。

PA-1/〔1十exp(αdG十b)〕

(7.9)

PB=1-PA(7・10)

ただ し,PA,PBは それ ぞれ有 料 駐車 場,無 料 置

場 の選 択率 で あ る。 また,dGは 有料 駐 車場,無

料置場 をそ れ ぞれ 使 う場合 の徒 歩 時間1分 を基 準

表7-io放 置者の有料駐車場利用意識

わから
目的 手 段 A B 陟 バス ない その他 計

49 34 3 0 io 3 ss

自転車 (49.E (334.3) (3.0) (0.0) ao.1> (3.0? (100.0)
鋤

24 16 1 0 4 i 46
バイク 62.2) (34.8) (2.2) (0.0) (8.7) t2.2) (100.d)

is 19 1 0 4 z 42
自転車 (38.11 (45.2) (2.4) (0.0) (9.5) (4.8) (100.0)

通学
13 s 0 0 4 0 23

バイク (56.5} (26.1) (0.0) (0.0) U7.4} (0.0) (100.0)

注)(i)A=料 金次第では有料駐車場を利用してもよい
{2〕鉄道利用者を対象

に した 一 般化 時間(rA,GBの 差 で示 され る。

dG=GB‐GA(7・11)

こ こで,

GA=1-f-m/d(7.12)

GB=t<7・13)

この とき,mは 有料 駐 車場 の1カ 月の料 金,λ は

徒 歩1分 間 あた り時 間 価値,tは 無料 置 場 か ら駅

ま での 徒歩 時 間 で あ る。

(3)時 間価 値 とモ デルの パ ラメ ータ推定

時 間 価値 λは,ま ず 「料 金次 第 では有 料 駐 車場

を利 用 した い」 と答 えた人 それ ぞれ に つ き,料 金

限度 額x円 を回答 して もら った。 次に各 人 の 駐 車

場 所 か ら駅 ま での徒歩 時間t分 を求 め,有 料 駐 車

場 か ら駅 ま での時 間1分 との差t-1でxを 除 し,

時間価 値 とした。 つ づい て個 々求 ま った 時 間価 値

の 中央値 を求 め,こ れ をモ デ ル時間価 値 λと した。

結 果 を表7-11に 示 した。通 勤 は通学 に比 べ ぐお

おむ ね 時 間価値 は高 くな り,通 勤 におい て は,置

場 は 放置 よ り,バ イ クは 自転 車 よ り高 くな った 。

次 に これ らの時 間価 値 を代 入 して個 々の料 金 ケ

ース に応 じて求 め た一 般化 時 間 と選択 別判 断 結果

の デー タ を も とに最尤 法 に よ リモ デル の パ ラメ ー

タ α,bを 求 め る と表7-11に 示 す結 果 を得 た。

通勤 では 係数 αの絶 対 値 にお いて,置 場 は放 置よ

り大 とな り,一 般 化 時間 に よ り敏 感 に反 応す る こ

と,定 数 項bの 値 よ り∠G=0に おいて は,放 置

の方 が有 料 駐 車場 の選 択意 識 が 高い こ とが判 明 し

た 。 ま た,通 勤 に おい ては 的 中

率,尤 度 比 指標(-2A)と も高

くな り,モ デルの 精度 は比 較 的

良 好 で あ った。 な お,こ 扎 らの

モ デル にお ける料 金 の適用 範 囲

は お おむね500円 か ら2000円

の間 で あ る。

B=遠 くても無料駐車場を利用する

..



表7-11時 間価値の推定結果

利用者の
タイプ

鯲 デー

タ数

黝

醐
自転車 407 112

バ イク 446 98

歴
自転車 210 48

バイク 259 23

通学
鷭
十

獺

自転車 蹴 44

バイク 237 24

表7-12有 料駐車場選択意識モデルの推定結果

目的 獗 手 段 a b
榊
率% PZ

サン
プル数

i

嬲
自転車 一〇.934 一〇.779 88.0 0.474 112

バイク 一〇.974 一〇.721 田.6 o.4sn 98

鰌
自転車 一〇.513 一1.019

.. 0.484 48

バイク !i 一1 .057 82.6 0.435 23

通学
醐
十

羅

自転車 一〇.210 0.499 TT.o 0.153 44

バイク 一〇.525 一〇.943 85.4 O.459 24

注)モ デル:PA=1/〔1+exp(a△G+b)〕

注)時間価値は徒歩1分 あたりの1ケ 月
の駐車料金で示される
単位:円/月 ・分

選択者率

有料駐車場転
換意識モデル

函 嗣無料 選択者層 翰 瓷第

無料置場か ら
駅までの時間

有料駐車場
の料金と駅

までの時間

徒歩をベース

に した一般化

時 間差

時
間
価
値

函
転換意識者数

意識と行動の
ギャップ係

自転車 ・バ イク別

i轍 行賭 数1

図7-10有 料駐車場の需要推計手順
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(4)有 料 駐 車場 の需 要 推 計

有 料 駐 車場 転換 意識 モ デル を用 いた有 料 駐車 場

の需 要 推計 手 順 を図7-10に 示 した。 こ の方法 は

現在 の 駐車 状 況 を基 本 に して,こ の状 態か ら有料

駐 車場 に転 換 す る人 を予 測す る極 めて短 期 的な需

要 推 計方 法 で ある。 この 方法 に よ る需要 推計 例 を

次 に示 す 。

枚 方市 樟葉 駅 におい て は,2節 で示 した調 査後

の1984年12月 に有料 の 自転 車 ・バ イ ダ駐 車場

が オ ープ ンした。料 金 は1ヵ 月 自転 車1800円,

バ イ ク3300円 で あ った。 この とき,前 節 で構築

した モ デル の適 用範 囲 をパ イ ク料 金 は越 えるの で

バ イ クにつ い ては需 要推 計 は行 わず,自 転車 のみ

を考 えた。2節 で示 した現 況 の置 場別 駐 車台数 を

ベ ース に,実 態調査 に よ って得 られ た通 勤 ・通学

率,有 料 駐 車場 選択 者 率 と表7-11の 時 間価 値,

表7-12の モ デル に よ り計 算 され た置 場 別 の転換

意識 率 を使い,有 料 駐 車場 の選択 意識 者数 を推計

す る と491人 とな った。 こ の値 は1985年1月 時

点 で の実 際 の利 用者 数720人 の68%と な った。

意識 に よる需 要 推計(A)と 実 際 値(B)の かい

離 を 「ギ ャップ係 数 」 α(=B/A)と す る と,

この場 合 α=1.47と な ったo

6.ま と め

本章 で の成 果 をま とめ る と次 の よ うに な る。

ω 自転 車,車 との比 較 で みた バ イ ク利 用者 の

特徴:バ イ ク利 用者 は 車 に比 べて,女 性,若 老 の

占め る割合 が 高 い が,自 転 車 の場 合 よ りは低 くな

った。 利用 目的 で は通勤 が最 も多 く,つ づい て通

学 で あ るが,車 よ りは通 勤 の占 め る割合 は低 く,

自転 車 よ りは高 くな った。 い ずれ の 手段 とも通 勤

・通 学 が9割 以 上 を 占め た。週5～6回 以上 の利

用 は 自転 車,車 と同様 に8割 をこ えた。 利用距 離

の平 均 は約2Kmと な り, .自転 車(12.Km)よ りは

長 く,車(3。4Km)よ りは短 くな った 。直 線距 離

速 度 を回帰 式 よ り推定 す る と時速22～26Kmと な

り,車(32Km/時)よ りは 遅 くな った。 ま た,

バ イ クの発 生 は近年 特 に顕 著 で あ る こ と,駐 車時

間 は平 均1塒 間で あ り,自 転 車 よ りや や長 い こ と

が わか ったo

(ロ)置 場 利用 者 との比 較 で みた 放置 者 の特 徴:

自転 車,バ イ クと も放置 にお いて,若 老,学 生 の

占 める割 合 が 高 くな り,利 用 頻 度 もや や少 な くな

る傾 向 に あ った。 また,駐 車時 間 は1時 間以 上,

利 用距 離 は約200m;短 くな った。

(一,)交 通手 段 の転換 状 況:自 転 車 は徒歩,バ イ

ク ・車 は バ ス か らの転 換 が 最 も多 くな った。 徒 歩

か ら自転 車へ 転換 した人 の平 均 利 用距 離 は959m

とな り,1Km以 内 か ら6割 が発 生 した。雨 の 日に

は おお む ね転 換前 の交 通 手 段 に帰 る傾 向 に あ った。

←)駅 選択 特性 とそ の モ デル:バ イ クは 自転 車

に比 べて 行動 距 離 が長 く,駅 選 択 の 自 由度 が 高 い。

この よ うな特 性 を持 つバ イ クにつ いて 駅選 択 モデ

ル を作 成 し,時 間 と費用 の ト レー ドオ フ 関係 が 現

われ る よ うな 路線 間駅 選 択現 象 に 適用 した と ころ,

本 モデ ル の妥 当性 が 明 らか にな った。

俸)有 料 駐車 場 への 転換 意識 モ デル とそ の 適用

:現 在 駐 車 してい る 自転 車,バ イ クを対 象 に,新

た に有 料 駐 車場 が建 設 された場 合 の転 換 モ デル を

作成 し,意 識 デ ー タを も とに パ ラ メー タ推 定 を行

った とこ ろ,時 間 価 値 に つ い て は,通 勤 は 通学

よ り高 い ことがわ か った 。 また,構 築 され た モ デ

ル の精度 は比較 的 良好 で あ った。 つづ い て この モ

デ ル を有 料 駐 車場 の需 要 推計 に適 用 す る方 法 を示

し,ケ ースス タデ ィを行 った ところ,推 計 作業 の

容易 性 が確 認 され る とと もに,自 転 車 にお い て は

意識 と行 動 の ギ ャップ係 数が ほぼ1.5と な った。
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第8章 結論 と今後 の課 題

1。 結 論

本研究では,交 通計画において,と りわけ重要

な位置を占める需要推計のための手法の開発をめ

ざして,多 様な目的を有する交通のうちで最も大

きな問題を抱える通勤交通を対象に,交 通手段別

需要推計手法に関する基礎的な研究を行った。そ

の第1は,4段 階推定法の第1段 階を占める発生

交通量推計手法 としての通勤者生成原単位モデル

の構築であり,第2は,短 期的交通計画における

交通手段別需要推計の分野で課題となっている交

通サービス条件の変化に敏感に反応する交通手段

選択モデルの開発である。 このとき,モ デルに組

み込まれた一般化時間算定式の主要な係数である

等価時間係数と時間価値の推定も行った。第3は,

この一般化時間を組み込んだ交通手段選択モデル

を,現 在,通 勤交通サービス改善のために,い く

つか必要とされている分野に適用し,個 々の選択

モデルを具体化 し,つ づいてこれらモデルを内包

した個々の課題に対する需要推計手法の実用化を

図る研究である。

以上のような目的による一連の研究作業により

得 られた主な成果をまとめると次のようになる。

(イ)通 勤者の発生特性と通勤者生成原単位モデ

ノレ

各 都 市 に おけ る原 単位 の分 析 を通 じて,通 勤老

の発生 は 産業 構造 の2次 お よび3次 産業 化 と密 接

な比 例 関係 に ある こ とが確 かめ られ た 。 すな わ ち,

あ る時間 断面 にお い ては原単 位 の高 い都 市 ほ ど就

業 者 の2,3次 化 が進 ん でい る と と もに,個 々の

都 市 にお い て も2,3次 化 が進 み つつ原 単 位 が高

くな る傾 向 に あ った 。

以上の定性的分析を踏まえて,通 勤者生成原単

位を定量的に推計するための原単位 モデルを作成

した。このモデルでは,原 単位は産業別原単位 と

産業別就業者構成比の積の総和として定式化でき

た。

さらに,推 計精度の良いモデルとするために,

産業構造以外の都市の性質を規定する要因も考慮

して都市類型別分類 を行い,個hの 都市型に応じ

たモデルを作成 したところ,良 好な精度を得 るこ

とが確認 された。つづいて,よ り実用的なモデル

に向けて簡略化を行ったところ,こ の簡略化モデ

ルにおいても精度が良いことが確かめられたo

なお,こ の結論は2章 の結果を基にしている。

(ロ)m化 時間を組み込んだ交通手段選択モデ

ノレ

い くつ かの 交通 手段 とか,交 通 状 況 の組 み合 わ

せ にお い てな される交 通 モ ー ドの選 択現 象 を対 象

に,非 集 計行 動 モデ ル の考 え方 を用 いて,新 た な

選択 モデ ル の提案 した。 この モデ ルで は,効 用 と

選択 率 の関係 は ロジ ッ トモ デルで示 したが,効 用

は 従来 とは異 な り,一 般化 時 間 に よ り説 明す る こ

とを試 み る と ともに,一 般 化 時間 算定 式 に お いて

も,交 通 モ ー ド別所 要 時 間 お よび 費用 に加 えて乗

りか え回数 を考 慮 し,よ り一 般的 で操 作 性 の高 い

も の と した。 なお,3章 で2項 選 択型,5章 で多

項 選択 型 ロジ ッ トモデ ル を示 して いる。

(・→ 等 価 時 間係 数 と時 間 価値

一 般 化 時間 算定 式 の係 数 で ある交 通 モ ー ド別等

価 時間 係数 を,通 勤交 通 を対 象に鉄 道着 席 状態 を

1と して求めた ところ,鉄 道立席L4,徒 歩2.4,自 転

車2.4,バ ス着席2.1,パ ス立席28,待 ちLo,自 動

車L2と な り,同 じ所要時間に対 しても交通 モー ドによ
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り負圓感が異 なることが明 らかにな った。また,乗りかえ

1回 は鉄道着席状態 の98分 にも 相当す る こ とが判

明 した。 また,比 較 の た めに業務 交 通 につい て も,

同様 に して等 価時 間係 数 を求 めて い る。 な お,こ

れ らの分 析 は3章 に示 して い る。

一 般化 時 間 算定式 の も うひとつ の係 数 で ある時

間価 値 は,通 勤 時 鉄道 を利用 す る場 合,片 道鉄 道

乗 車1分 間 あた り1ヵ 月定期 代 に して100円 ～

120円,買 物 ・レジ ャーの ため に鉄道 を利用 す

る場 合 で は,鉄 道 乗車1分 間 あた り3.3円 ～3.8

円 とな った。 な お,こ の場合 は乗 車 のたび に乗 車

券 を購入 す る ケ ース で あ る。 また,通 勤 時 にp&

Rを す る人 を対 象 に して 求 めた駐 車場 選 択 時 の時

間 価 値 は,駐 車 場 か ら駅 まで の徒 歩1分 間 あた り

1ヵ 月 の駐 車料 金 に して566円 と な った。 これ

らの 分析 は4章 で行 ってい る。 さ らに,7章 にお

いて,通 勤 ・通学 時 の 自転車 ・バ イ クを対 象 に,

有 料 駐車 場選 択 時 の時 間価 値 を求 めた ところ,通

勤 は通学 よ り,バ イ クは 自転 車 よ り高 いこ とが わ

か ったo

(二)行 動 デ ー タに よ る駅 選択 モデ ル と需 要 推

計

3章,4章 で求 めた2項 選 択型 交通 手段 選 択 モ

デ ル を,現 実 の駅 選 択 行 動 に適 用 し,2駅 選 択 モ

デル を構 築 し,そ の適 合性 を調べ た。 この とき,

バ ス利 用 老 に つい ては5章 にお いて,バ イ ク利用

者 につい ては7章 で そ の結 果 を示 したが,い ず れ

のモ デ ル とも比較 的 良効 な適合 性 を示 す と ともに,

こ のモ デル は一 般性 を有す る モデル で ある こ とが

確 か め られ た。 と くに,選 択 され る経 路 間 で,時

間,費 用,乗 りか え回数 とい った 要 因 に トレー ド

オ フ関係 が現 われ る場合,有 効 性 を発 揮 した。 さ

らに,5章 にお い て3駅 選 択 モ デル の構築 も行 っ

て いるo

っ つ いて,こ れ らの行動 デ ータ によ る駅 選 択 モ

デル を組 み込 ん だ需 要推 計手法 を提案 し,駅 別利

用 者 の需 要推 計 を行 った ところ,現 状 再 現性 が 良

好 で ある ことが確 かめ られ た。

(ホ)意 識 デー タに よ る急 行バ ス 転換 モデ ル と需

要 推 計

6章 にお いて は,高 速道 路 を利 用 した急 行 バス

の需要 推 計手 法 につ いて検 討 した。 この とき,急

行 バ ス は新 しい交通 手 段 で ある た め,5章 で示 し

た よ うな行動 デ ータ によ る選択 モ デル が使用 で き

な い とい う問題 が あ る。 そ こで,意 識 デ ータ に よ

る転 換 モデ ル に よ り需 要推 計 を行 うとい う方法 を

採用 した。

急 行 バ ス への転 換 モデ ルは,3章 と同様 に一 般

化時 間 を組 み込 んで 定式 化 し,つ づい てパ ラ メー

タ推定 を行 い,適 合性 を検 討 した ところ,駅 まで

バ ス で行 く通勤 者 の場 合,ア クセス型 急 行 バス よ

り代 表型 急 行バ スへ の転 換 モデル の方 が精 度 が 良

くな った。 また,車 利用 か ら急 行 バ スへ の転 換 は

困難 で ある こ とが示 された 。

次 に,こ の転 換 モデ ル を用い た 需要 推 計 にお い

て は,実 態 調査 で得 られ た 現状 の 交通 手段 分担 関

係 が将来 も続 く もの と して,ま ず需 要 推計 を行 い,

つ づい て転 換 モ デル に よ り急行 バ ス の需要 推 計 を

行 うとい う2段 階 の推 計 手順 に よ り比 較的 容易 に

新 しい交 通 手段 の需要 推 計 が行 える こ とを 明 らか

に した 。

(二)自 転 車 ・バ イ クの利 用 特 性 と有 料駐 車場 の

需 要推 計

自転 車 ・ノミイ クの利 用特 性 に 関 して は,お もに

次 の こ とが 明 らか とな った 。放 置者 は置 場 利用 者

に比較 して,若 者,学 生 が 多 く占 め る と と もに,

利 用頻 度,駐 車 時 間,利 用 距離 と も減 少す る傾 向

に あ った。 交通 手段 の転換 状 況 で は,自 転 車 は徒

歩,バ イ ク ・車 は バ スか らの転 換 が最 も多 く,自

転 車 で は徒 歩 か ら転 換 した人 の6割 が 駅 か ら1km

以 内 で 発生 する こ とが わか った。

次 に,駅 周辺 に駐 車 してい る 自転 車,バ イ クを

対象 に,新 た に有料 駐 車 場 が建 設 され た場 合 の転

換 モデ ル を作成 し,意 識 デ ータ を もとに パ ラ メー
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タ推 定 を行 い,モ デ ルの適 合性 を検討 した ところ,

精 度 は比 較 的 良好 で あ るこ とが確 か め られ た。

つづ い て,こ の モデル を有料 駐 車場 の需 要推 計 に

適用 す る方法 を示 し,ケ ースス タ デ ィを行 った と

ころ,推 計 作業 の容 易 性 が確 認 され る と ともに,

自転 車 にお いて は意 識 と行動 のギ ャップ係数 がほ

ぼ1.5と な った。

島 今後の課題

以 上,通 勤 交通 を対 象 に した交 通 手段 別需 要推

計手 法 の 開発 を 目標 に研 究 を進 め てき たが,そ の

過程 にお いて,こ の研 究 で は扱 い えなか った新 た

な 課題 が生 まれて きた。 これ らは今後 の研 究 に託

され る こ とにな る ので,こ こで若 干 の説 明 を付 す

こ とにす るo

第1の 課題 は,通 勤 者 の発 生量 推 計 の問題 で あ

る。2章 で提 案 した通 勤者 生成 原 単位 モデ ル を推

計 モ デル として さらに発 展 させ るた め には,製 造

業,卸 売 ・小売 業 の原単 位 の変 動 特性 を把 握 し,

モ デル化 す る必 要 が ある。 また,こ こで 提案 した

モ デ ルは 都市 レベ ル の推 計 に使 われ る もので あ っ

たが,短 期 的 交 通計 画 に おけ る需要 推 計へ の適用

とい った 点 で は不充 分 で あ った。 今後,地 区 レベ

ル での発 生量 推 計 に適用 で きる よ うなモ デル 開発

も必 要 で ある。

第2の 課題 は,交 通手 段 選択 モデ ルの効 用 関数

に組 み込 ん だ一 般化 時 間 の算定 に使 われ る等 価時

間 係 数 と時 間価 値 に関す る もの であ る。3章,4

章 で求 めた 、 これ らの値 は交通 手段 の選択 意 識 デ

ー タか ら導 か れた も ので あ り
,現 実 の選 択 行 動結

果 か ら求 め られた もので はな か った。 か な りの 困

難 は 予想 され るが,行 動 デ ー タに よる,等 価 時 間

係 数 と時 間価 値 の推 定 を行い,意 識 に よ る もの と

の対 応 関係 を見い だ す ことが必 要 とな ろ う。

第3の 課題 は,駅 に集 中す る アクセス交 通 手段

別需要 推 計手 法 に つ いて で あ る。5章 で はバ ス利

用者 を対象 に駅選 択 モデ ル を構築 し,こ の モデ ル

を用 い た需 要 推計 手 法 を示 した が,ア クセ ス交 通

手 段の 選択 関 係 を表 現す るモ デルの 開発 と需 要推

計へ の 適用 は未着 手 で あ った。 この点 での 研 究が

今後 重 要 で ある と思 わ れ る。

第4の 課 題 は,6章,7章 で取 り上 げた新 しい

交 通 施 設 の需 要推 計手 法 に関 す る もの であ る。 行

動 デー タに よ り蓄 積 され た研 究 が不充 分 で あ った

り,行 動 デ ー タの収 集 が困難 な場 合 に は意 識 デ ー

タ に頼 らざ る を得 な くなる。 こ う した場 合,意 識

に よる需 要 量 と行動 結 果 に よ る需 要量 の対 応関 係

を探 り,意 識需 要 量 を実 際 の需要 に修 正す る方 法

を さ らに検 討す る必 要 が あ ろ う。
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IncorporatingGeneralisedTimetheWorldCon-

ferenceonTrans

WortResearch
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【研究発表会 】

【1}堺市における自動車交通騒音の被害実態197311第11回 日本道路会議 毛利正光

と問題点 一一般市街地の例一(日 本道路協会)三 星昭宏

(2)定 常走行時における車種別騒音パワーレ1974.5関 西支部年次講演会 毛利正光

ベルの実測結果について(土 木学会関西支部)

〔3)一般市街地における騒音分布特性および197510第30回 年次講演会 毛利正光

被害意識との比較に関する研究(土 木学会)三 星昭宏

(4)郊 外鉄道駅を起終点 とするループ状バス197511第12回 日本道路会議 毛利正光

路線の運行改善に関する一考察(日 本道路協会)

(6)混 入率を考慮 したバスの定常走行特性197610第31回 年次講演会 毛利正光

(土木学会)中 平明憲

(6)大 規模団地におけるパスサーピス特性1977.4関 西支部年次講演会 毛利正光

(土木学会関西支部)中 田淳一

(7)通 勤者の発生原単位モデルに関する一考1977.4同 上 毛利正光

察 姜 英雄

〔8)バ冬混入率を考慮した交通流の定常走行1977.10第32回 年次講演会 毛利正光

特性(土 木学会)松 葉祥典

(9}単 純街路バス混合交通流シミュレーショ197&5関 西支部年次講演会 毛利正光

ンモデル解析(土 木学会関西支部)松 本恭明

(10)都市形態を考慮した通勤発生原単位の変19789第33回 年次講演会 毛利正光

動特性(土 木学会)芋 田晴夫

(11)高蔵寺ニュータウンにおけるアクセス手19796関 西支部年次講演会 毛利正光

段の分担特性(土 木学会関西支部)宮 田正弘

(12)道路空間の輸送構造の変容過程19796同 上 毛利正光

一大阪市の場合一 大西宣二

(13)産業構造を反映 した通勤発生原単位の構19791土 木計画学研究発表会 毛利正光

造特性(土 木学会)

⑯ 陸上輸送機関に関する輸送量発生の動向197910第34回 年次講演会 毛利正光

とその構造'(土 木学会)中 平明憲

飼 陸上輸送機関別輸送量分担関係の動向と197910同 上 同上

その構造

㈹ 自家用乗用車保有率の時間的 ・空間的変198α9第35回 年次講演会 毛利正光

動特性(土 木学会)桧 山良一

砌 大阪市を着 ゾーンとする出勤 トリップの198E6関 西支部年次講演会 毛利正光

自家用車分担率特性(土 木学会関西支部)宮 田正弘

G$)時 間価値を考慮した通勤時の経路選択特1982.6同 上 毛利正光

性 中井恭一郎

⑲ 一般化時間モデルにおける 「等価時間係1982.10第37回 年次講演会 毛利正光

数」について(土 木学会)大 西宣二

㈲ 出勤時鉄道利用者の経路選択特性198a5関 西支部年次講演会 毛利正光

(土木学会関西支部)松 村弘三

(21)通勤者の鉄道経路選択および急行バスへ1984.1土 木計画学研究発表会 毛利正光

の転換意識特性とモデル化(土 木学会)安 田扶律
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(22)通 勤 ・通 学 交通 にお けるバ イ クを含 む パ ・19845関 西 支部 年次 講 演会 毛 利 正光

一 ク ・ア ソ ド ・ライ ド利用 者 の発 生特 性 に(土 木 学 会)張 瑛岳

つ いて 中川 聡

(23)パ ー ク ・ア ン ド ・ライ ド通 勤 者 の発 生 特19851土 木計 画 学研 究 発表 毛利 正光

性 と駅 選 択 モデ ル 会 張 瑛岳

(土 木 学 会)

吻 自転車 ・・ミイ クの有料 駐 車場転 換 意識 モ19859第40回 年 次講 演 会 毛利 正光

デル と需 要推 計(土 木 学 会)張 瑛岳
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【調査報告書】

{1}都 市計画調査研究 一道路と環境問題一19734堺 市開発部 ・大阪大学 毛利正光

都市交通工学研究室 ほか

(2〕高蔵寺ニュタウンにおける交通輸送の現19769日 本住宅公団名古屋 毛利正光

状と計画 支社 ・災害科学研究所 ほか

〔3)交通空間の多 目的利用に関する研究19783地 方行政総合研究セン 毛利正光

ター ほか

(4)道 路空間の交通手段別利用のあり方に関197&3大 阪府企画部 毛利正光

する研究 企画室 ほか

(61高 速道路を利用した公共交通のサービス198E3阪 神高速道路公団 毛利正光

改善に関する調査研究(そ の1)ほ か

(6)高 速道路を利用 した公共交通のサービス1982.3同 上 毛利正光

改善に関する調査研究(そ の2)ほ か

(7)吹 田市の都市構造と交通体系整備に関す198a3吹 田 市 毛利正光

る研究 ほか

〔8)高速道路を利用した公共交通のサービス19833阪 神高速道路公団 毛利正光

改善に関する調査研究(そ の3)ほ か

(9}高 速道路を利用 した公共交通のサービス1984・3同 上 毛利正光

改善に関する調査研究(そ の4)ほ か

(10)枚方市の鉄道駅周辺における自転車 ・バ198412枚 方市 ・災害科学研究 毛利正光

イク対策に関する調査研究報告書 所 ほか

一100一




